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1. はじめに 

地球の平均気温は，ここ100年余りの間長期的な上昇傾向にあり，この気温上昇を原因とする

海面水位の上昇や気象の変化による生態系や人類の活動への悪影響が懸念されている．この

地球温暖化の主要原因として人為的な温室効果ガスの放出，なかでも CO2（二酸化炭素）の影

響が大きいとされる．このため，国際的な枠組みで CO2 の大気中への放出の削減が求められて

いる． 
わが国の CO2 は，2010 年度には約 30％が火力発電所から排出されていたが，2011 年 3 月の東

日本大震災による原子力発電の見直しに伴い火力発電量が増え，2014 年度には約 40％が火力発

電所から排出されている．CO2 の発生による地球温暖化の緊急避難的かつ現実的な対策として，火

力発電所等の大量発生源で CO2 を回収して地中に貯留し，大気中への放出を防止する方法が考え

られる．これの方法は CCS(Carbon dioxide Capture and Storage)と呼ばれ，わが国では 2007 年 7 月

に新潟県岩野原において年間 1 万トン規模の注入実験が行われ，2016 年 4 月からは北海道苫小牧

で年 10 万トン規模の実証実験が行われている．諸外国ではノルウェーの Sleipner，カナダの

Weyburn，アルジェリアの In Salah で年 100 万トンを超える実用的規模の地中貯留がすでに実施さ

れており，オーストラリア Gorgon でもより大規模な注入が間もなく開始されようとしている． 
CO2 は常温では気体状態，高圧下では液体状態，また低温では一般にドライアイスと呼ばれる固

体状態になるが，圧力 7.38MPa，温度 31.0℃を上回ると超臨界状態という気体と液体の中間的な状

態になる．CO2 の地中貯留が想定されている地下 1000m を越える地下深部では，多くの場合この圧

力温度を満足するため，地中貯留では水に対する比重が 0.5，粘度が 1/100～1/20 の軽いさらさらと

した超臨界状態の CO2 を地中に注入することなる． 
CCS 小委員会は，2014(平成 26)年 9 月 18 日に土木学会エネルギー委員会において本小委員会

の設置が承認され， CCS に関する技術動向・課題を整理してきた．CCS は火力発電所等から排出

される CO2 の分離回収とその輸送・貯留に大別されるが，本小委員会では，輸送と地中貯留に絞り，

技術動向と土木分野における課題の調査検討を行ってきた． 
本小委員会は表 1.1-1 の委員名簿のとおり，石田毅(京都大学工学研究科)を委員長，海江田秀

志(2014，2015 年度)，末永弘(2016 年度)（いずれも電力中央研究所 地球工学研究所）を幹事とし

て，電力会社，建設会社，コンサルタントなどの土木技術者の委員で構成されている．また，経済産

業省産業技術環境局地球環境連携室からオブザーバとして参加いただき，政策立案の立場からア

ドバイスをいただいた．第 1 回の小委員会を 2015(平成 27)年 1 月 9 日に開催したのち，表 1.1-2 に

示すように 3～4 ヶ月に 1 回の頻度でこれまで 7 回開催した．小委員会では，毎回各委員がそれぞれ

の専門分野の技術課題を講演発表して意見交換し，技術動向と課題の調査を行ってきた．この間，

2015(平成 27)年 12 月 9 日には広島県豊田郡大崎上島の大崎クールジェンプロジェクトの実証実験

サイトを訪問し，高効率発電技術と CO2 の分離・回収を組み合わせた革新的低炭素石炭火力発電

技術の現地調査を行った．また 2016(平成 28)年 6 月 20 日には，北海道苫小牧市の CCS 大規模実

証試験サイトを訪問し，我が国で進められている CO2 地中貯留(以下，CO2 貯留とする)の大規模実

証試験技術の現状を視察した． 
本報告書は，これらの委員会活動の成果を，特に土木分野における技術課題を抽出すべくとりま

とめたものであり，表 1.1-3 の執筆者一覧に示すように，いくつかの節や項目については委員以外の

専門家に執筆をお願いしている．本報告書は 7 章からなり，第 1 章で本小委員会の位置づけや目的
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と活動内容を概観したのち，第 2 章では CCS に関する国際動向や国内政策，海外における政策事

例について，第 3 章では世界各国の CCS のこれまであるいは現在計画されている実証実験の事例

について，第 4 章では CCS コストの試算事例調査について，第 5 章では CO2 の輸送技術，貯留サ

イトの評価技術，CO2 の地中移行や化学的影響評価，モニタリング技術などこれまでに開発された

CCS に関わる技術について，第 6 章では環境影響，リスクなど CCS の実現に向けて残された課題に

ついてとりまとめ，第 7 章でこれらを整理して総括している． 
本報告書を， CO2 輸送・貯留に関する参考資料として地球温暖化の対策の実現の一助として利

用いただければ，執筆者一同の大きな喜びである． 
 

表  2.1-1 小委員会委員名簿  

 

 
表  2.1-2 小委員会開催日一覧  

 

 
 
 
 
 

役職 氏名 所属
委員長 石田 毅 京都大学 工学研究科 社会基盤工学専攻
委員 小俣 明 千代田ユーテック株式会社
委員 海江田 秀志 一般財団法人 電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域
委員 梶田 直揮 株式会社大林組 技術本部
委員 加藤 光義 東北電力株式会社 土木建築部（火力原子力土木）

委員 徂徠 正夫 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門 CO2地中貯留研究グループ

委員 高橋 亨 公益財団法人 深田地質研究所
委員 竹島 淳也 応用地質株式会社 エネルギー事業部
委員 本江 誠治 電源開発株式会社 技術開発部 研究推進室 
委員 山田 英司 中部電力株式会社 土木建築部 土建技術総括グループ
委員 山本 肇 大成建設株式会社 技術センター社会基盤技術研究部　地盤研究室 地下水チーム
オブザーバ 岡島 拓郎 経済産業省 産業技術環境局環境政策課 地球環境対策室／地球環境連携室
オブザーバ 永澤 剛 国際連合工業開発機関(2016年7月まで)
オブザーバ 松村 亘 経済産業省 産業技術環境局 地球環境連携室(2016年11月より)
幹事 末永 弘 一般財団法人 電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域

開催日 講演者 講演題目・概要

2015/1/9 海江田秀志 電中研におけるCO2貯留研究

末永弘 GHGT-12概要報告
2015/5/18 本江誠治 CCSに関する政策とプロジェクト動向

高橋亨 インドネシア・グンディガス田におけるCCSパイロットプロジェクトの現状と今後の計画
2015/8/28 永澤剛 経産省におけるCCS政策の取組

小俣明 シャトル船・洋上圧入方式によるCCSについて
徂徠正夫 産総研におけるCO2地中貯留研究開発

2015/12/9 鈴木健一郎 分散型CO2貯留　CO2マイクロバブル地中貯留システムについて

山本肇 大成建設のCCSへの取り組み
2016/4/19 竹島淳也 OYOが取組んできたCCS技術の紹介

本江誠治 CCSの経済性について-GCCSI報告書のレビューを中心として-
2016/6/20 苫小牧CCS大規模実証試験視察
2017/1/13 全委員による報告書原稿読み合わせ
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表  2.1-3 本報告書執筆者一覧  
 

 
 
 

執筆者 所属 執筆担当箇所
石田 毅 京都大学 工学研究科 社会基盤工学専攻 1章，6.6
岡島 拓郎 経済産業省 産業技術環境局環境政策課 地球環境対策室／地球環境連携室 2.1，2.2，2.3
小俣 明 千代田ユーテック株式会社 5.1，6.4
海江田 秀志 一般財団法人 電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域 3.1，3.3
鈴木 健一郎 株式会社大林組 技術研究所 地盤技術研究部 6.4，6.5
末永 弘 一般財団法人 電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域 3.2，5.2，6.3

徂徠 正夫 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門 CO2地中貯留研究グループ 5.4

高橋 亨 公益財団法人 深田地質研究所 3.3，5.5
竹島 淳也 応用地質株式会社 エネルギー事業部 6.1

田中 良三 公益財団法人 地球環境産業技術研究機構（RITE） CO2貯留研究グループ 2.5

永澤 剛 国際連合工業開発機関 2.1，2.2，2.3
本江 誠治 電源開発株式会社 技術開発部 研究推進室 2.4，4章
山本 肇 大成建設株式会社 技術センター社会基盤技術研究部　地盤研究室 地下水チーム 5.3，6.2，6.4
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2. 気候変動対策としての CCS 

2.1 気候変動問題 
近年，世界的に平均気温の上昇，雪氷の融解，海面水位の上昇が観測されているほか，我が国

においても暴風，台風等による被害，農作物や生態系への影響等が観測されている．地球温暖化

に関する科学的知見の評価を行う「気候変動に関する政府間パネル(IPCC)」 は，2014 年にとりまと

めた第 5 次評価報告書において，以下の内容を公表した(IPCC, 2014)． 
 1950 年代以降に観測された変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例のないこと． 
 20世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な原因は，人為起源の温室効果ガスの排出であ

った可能性が極めて高いこと． 
 温室効果ガスの継続的な排出は，更なる温暖化と気候システムの全ての要素に長期にわたる変

化をもたらし，人々や生態系にとって深刻で広範囲にわたる不可逆的な影響を生じる可能性が

高まること． 
以上のような地球温暖化に関する IPCC の検討結果から，気候系に対して危険な人為的干渉を及

ぼさない水準まで大気中の温室効果ガスの濃度を低減し，安定化させることは，世界共通の課題で

あるといえる．従って，温室効果ガスの削減につながる具体的な行動を，世界規模で速やかに開始

することが必要である． 

2.2 気候変動枠組条約に基づく取組 
1992 年にリオデジャネイロで開催された地球サミットにおいて，国連気候変動枠組条約

(UNFCCC)が採択された．この条約は，大気中の温室効果ガス濃度を，自然の生態系や人類に悪

影響を及ぼさない水準で安定化させることを究極目標としたものである．1997 年には，国連気候変

動枠組条約第 3 回締約国会議(COP3)が京都にて開催され，先進国の温室効果ガス削減を規定し

た京都議定書が採択された．しかし，京都議定書に当初から不参加を表明していた米国，中国に加

え，京都議定書の第二約束期間（2013 年～2020 年）については，2012 年にカタールのドーハで開

催された COP18 において，日本，ロシア等が不参加を表明したため，京都議定書のカバー率は世

界の温室効果ガスの排出量の 15%程度にとどまることとなった．このことから，全ての国が参加する

公平かつ実効的な枠組みの構築が，従来にも増して重要な課題となった． 
2015 年にパリで開催された COP21 では，全ての国が参加する公平で実効的な 2020 年以降の枠

組みである「パリ協定」が採択された．パリ協定においては，世界共通の長期目標として 2℃目標（平

均気温の上昇を産業革命以前よりも 2℃以内とする目標）のみならず 1.5℃への言及，主要排出国を

含むすべての国が削減目標を 5 年ごとに提出・更新すること，削減目標に向けた国内措置の実施，

市場メカニズムの活用の位置づけ等が規定された．我が国においては，2016 年 4 月にパリ協定への

署名を行い，これを受けて 2016 年 5 月に，我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進す

るための計画である「地球温暖化対策計画」が閣議決定された． 
パリ協定は，発効要件である「批准国数が 55 カ国以上，および批准国の排出量が全排出量の

55%以上」を満たしたことを受け，2016 年 11 月 4 日に発効した．パリ協定の具体的な実施指針等に

ついては，パリ協定締約国会合において議論が開始され，2018 年の COP24 を期限に採択されるこ

とが COP22 において合意されている． 
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2.3 国内における政策 

2.3.1 我が国の気候変動対策 

(1) 長期エネルギー需給見通し 
政府は，2015 年 7 月に「長期エネルギー需給見通し」を策定し，2030 年度における我が国のエネ

ルギー需給構造のあるべき姿を示した(経済産業省，2015)．この見通しは，マクロの経済指標や産

業動向等を踏まえた需要想定を前提としており，対策や技術などの裏付けとなる施策の積み上げに

基づいた，実行可能なものとされている．この見通しでは，安全性，安定供給，経済効率性及び環

境適合の観点から，再生エネルギーの最大限の導入，火力の高効率化及び原発依存度の低減を

図ることとしている．この結果，2030 年度の電源構成(エネルギーミックス)について，LNG 火力 27%
程度，石炭火力 26%程度，再生エネルギー22~24%程度，原子力 20~22%程度とすることが示された

(図 2.3-1)． 

(2) 温室効果ガス排出削減目標 
気候変動問題は地球規模の課題であり，その解決のためには全ての主要国の参加する公平かつ

実効性のある新たな国際枠組の構築が不可欠である．我が国は，全ての主要排出国と共に国内で

の排出削減に取り組み，あわせて我が国の優れた技術や途上国支援を通じ世界全体での温室効果

ガス排出削減に貢献するべく，2015 年 7 月に地球温暖化対策推進本部において，2020 年以降の

温室効果ガス削減に向けた約束草案（INDC; Intended Nationally Determined Contributions）を決定

し，国連気候変動枠組条約事務局（UNFCCC）に提出した． 
我が国の約束草案における温室効果ガスの排出削減目標は，エネルギーミックスと整合的なもの

となるよう，技術的制約やコスト面の課題などを十分に考慮し，裏付けのある対策・施策や技術の積

み上げによる実現可能なものとして，2030 年度に 2013 年度比で 26.0%の低減を目指すものである．

この目標は，GDP 当たりの温室効果ガス排出量 0.29kg/米ドル（2013 年），人口一人当たりの排出量

11t/人（2013 年），我が国全体のエネルギー効率（一次エネルギー供給／GDP） 95 石油換算 t/百
万米ドル（2013 年）に相当し，いずれも既に先進国で最高水準のものである(図 2.3-2～図 2.3-4)．  
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図  2.3-1 我が国の長期エネルギー需給見通し（経済産業省 , 2015）  
2030 年度における電力需要と電源構成の見通しを示す．2030 年度における電力需要については，経済成

長により毎年 1.7%の需要の増加が見込まれるものの，徹底した省エネに取り組むことにより，9808 億 kWh 程度

の電力需要を見込む．この電力需要に対し，省エネによる削減割合を除外した場合の電源構成は，再エネ 22

～24%，原子力 20~22%，LNG27%，石炭 26%，石油 3%程度ずつとなる． 

 
 

 
図  2.3-2 GDP1 ドル当たりの温室効果ガス排出量  

（IEA 2014, 国連統計，各国統計等に基づき経済産業省作成） 
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図  2.3-3 一人当たりの温室効果ガス排出量  
 

 

図  2.3-4 各分野におけるエネルギー効率  
（IEA 2014, World Steel データ，WBCSD/CSI データ等をベースに RITE 推計） 

2.3.2 地球温暖化対策としての CCS 政策 
CCS は CO2 の大規模排出削減を可能とすることから，地球温暖化対策の重要な手段となることが

世界的に期待されている． 
国際エネルギー機関（ IEA ; International Energy Agency）が公表した Energy Technology 

Perspective 2015 では，2℃目標を達成するための CO2 削減量において，個々の対策技術の寄与す

る割合を示した(図 2.3-5，IEA, 2015)．この CO2 削減量のうち，CCS 技術が 13%を占めることが見込

まれていることから，様々な二酸化炭素削減技術の中でも CCS は主要な対策であるといえる．同時

にこの検討結果は，二酸化炭素の排出削減を大規模かつコスト効率的に推進させるためには，唯一

の手段ではなく，多様な対策を様々に組み合わせることが重要であることを示唆している． 
IPCC 第 5 次評価報告書においては，CCS 技術について，化石燃料発電プラントの温室効果ガス

排出を削減出来る可能性があると評価している．また，地球温暖化の緩和経路に係るシミュレーショ

ン結果において，CCS 無くして 2100 年に 450ppmCO2（1.5~1.7℃の温度変化に相当）を達成するた

めには，大規模植林などの土地利用部門(AFOLU)にて相当量の削減が必要である旨が示されるな

ど，CCS の必要性について言及している（図 2.3-6）． 
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我が国の政策においても，エネルギー基本計画（2014 年 4 月）において，化石燃料の効率的・安

定的な利用のための環境整備に向けて 2020 年頃の CCS 技術の実用化を目指した研究開発を進め

る方針が示されるなど，CCS 技術を重要な気候変動対策の一つとして位置づけている(経済産業省，

2014)． 

2.3.3 我が国の CCS 事業 
CCS 技術の実用化にあたっては，CO2の分離回収，輸送，圧入，モニタリングまでの一貫した操業

技術の確立，十分な貯留能力を有した貯留地点の選定，CCS 事業コストの十分な低減が不可欠で

ある．このことから国は，2020 年ごろの CCS 技術の実用化を目指し，CCS に係る複数の実証事業，

CO2 貯留適地の調査，研究開発事業を実施している． 
 

 

図  2.3-5 2050 年における世界の CO2 削減量見通し（IEA, 2015）  
 

 

図  2.3-6  シナリオ別の部門別温室効果ガス排出量比較（IPCC, 2014）  
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上図は，温暖化の緩和経路を予測するための統合モデルを用いて作成された長期シナリオにおける，部門

別の CO2 と全部門の CO2 以外の温室効果ガスの直接排出量を比較している．左図はベースライン，中央図は

CCS を用いて 450(430～480) ppmCO2 換算に達する緩和シナリオ，右図は同 CCS 無しでの緩和シナリオを表

す．グラフの下の数字は，その CO2 濃度範囲に含まれるシナリオの数を示す．右図 CCS 無しのケースでは，

AFOLU 部門で大規模な排出削減が必要である他，シナリオ自体の数が少ないこと，すなわち，ほとんどのモ

デルにて 2100 年までに 450ppmCO2 換算濃度に到達できないことを示している． 

(1) 苫小牧 CCS 大規模実証試験事業 
経済産業省は，2020 年ごろの CCS 技術の実用化に向け，我が国で初となる CO2 排出源を利用し

た実用規模での CCS の実証試験として，苫小牧にて大規模 CCS 実証試験を実施している．この大

規模 CCS 実証試験事業では，分離回収から貯留までの CCS 技術をトータルシステムとして実証する

こと，各要素技術が適切かつ有効に機能することを確認すること，実用化へ向けて改善・解決すべき

課題を明らかにすることを目的としている． 
a) 実施までの経緯 

2008 年の G8 洞爺湖サミットにおける共同声明にて，「2020 年までに CCS の広範な展開を始める

ために，2010 年までに途上国を含む世界全体において 20 の大規模な CCS の実証プロジェクトが開

始されることを強く支持する」ことが盛り込まれ，CCS の大規模実証試験の必要性が提唱された．これ

を受け，2008 年 7 月に閣議決定された「低炭素社会づくり行動計画」では，我が国として「2009 年度

以降早期に大規模実証に着手し，2020 年までの実用化を目指す」旨明記された．2008 年 5 月には，

国内 29 社（2016 年 7 月現在 35 社）が出資し，日本 CCS 調査株式会社が設立された．同社は，CCS
の大規模実証試験の実施に向け，経済産業省及び国立研究開発法人新エネルギー・産業技術開

発機構(NEDO)の委託事業を通して，実証試験候補地の選定や，技術的可能性に係る検討を実施

してきた． 
実証試験における貯留適地の選定については，国内石油・ガス開発等で取得された既存データ

の活用と，弾性波探査や貯留層シミュレーションなどによる新たな実地調査を通して，全国 115 箇所

の候補地点から絞り込みを行ってきた．これらの実地調査や評価作業を経て，2011 年 10 月~12 月に

実施された「CCS 実証試験実施に向けた専門検討会」において，実証事業の CO2 貯留地点として苫

小牧の海底下貯留層が選定された(図 2.3-7)． 
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図  2.3-7 大規模 CCS 実証試験候補地点の概要  
 

b) 実証事業のガイドラインの策定 
2008 年 10 月，経済産業省 二酸化炭素回収・貯留研究会における検討結果である「CCS 実証事

業の安全な実施にあたって」が公表され，大規模 CCS 実証事業における安全面・環境面から遵守す

ることが望ましい事項についての基準が示された．本ガイドラインは，CCS が実用化される際に整備

されるべき安全上のルールを先取りするものではないものの，CCS 実証事業を行う事業者が，高圧

ガス保安法や電気事業法などの関連法規を遵守又は準用するとともに，本基準を踏まえて適切な対

応を図り，加えて，事業を実施するサイトに応じてより詳細な安全確保のための体制（組織，内規等）

を整備する必要性を示している． 
CCS にかかる安全面を含めた規制のあり方については，現在も各国及び国際機関等において検

討が進められているところである．CCS が実用化される際には，我が国の CCS 事業で得られる知見

だけでなく，CCS の安全確保にかかる最新の取組み，諸外国の CCS 事業や規制の動向を踏まえた

検討を改めて行うことが必要である． 
c) 実証試験計画 

本実証試験では，商業運転中の製油所における水素製造設備を供給源として，CO2 を分離回収

したのち，圧入に必要な圧力まで昇圧し，年間 10 万トン以上の CO2 を苫小牧沖の 2 つの貯留層に

圧入，モニタリングを実施する（図 2.3-8）． 
2012 年度から 2015 年度は，CO2 圧入に向けた準備作業として，地上設備の設計・建設・試運転，

圧入井の掘削，モニタリングシステムの構築とベースライン観測等を実施した．苫小牧沖の海底下貯

留層への掘削作業に関しては，大偏距掘削（ERD；Extended Reach Drilling）技術により，CO2 排出

源近傍の陸上施設から海底下の萌別層（垂直深度 1188m），滝ノ上層（垂直深度 2753m）へ圧入井

を掘削した． 
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2016 年度から 2018 年度まで，海底下貯留層へ年間 10 万トン以上で CO2 の分離回収と圧入を実

施し，弾性波探査及び海洋環境調査を実施することで，地層や海洋に影響がないことを確認する計

画としている．その後，2019 年度から 2020 年度にかけては，環境影響評価のため，引き続き圧入後

の CO2 挙動モニタリングを実施する計画としている． 
d) 社会受容性の向上に向けた取組 

CCS 事業の実施にあたっては，地元のステークホルダーをはじめとした，地域社会への社会受容

性の向上に向けた活動が不可欠である．地域住民の反対が主たる原因で事業が中止となった事例

として，オランダ Barendrecht プロジェクト，米国 Greenville プロジェクトなどが挙げられる．このことから，

地域社会とプロジェクトは，事業の初期段階から密接な関係を築くことが非常に重要であるといえる． 
苫小牧における本実証事業では，地元ステークホルダーと良好な関係を築くべく，CCS 講演会の

開催をはじめ，北海道内地域でのパネル展の開催，国内大学への講演会，実証試験現場の見学会，

環境関係イベントへの参加，子供向け実験教室の開催など，社会受容性を獲得するための様々な

活動がなされてきた．その結果，CO2 圧入開始までの作業を円滑に進めることができ，これらの一連

の広報活動は海外からも高い関心が示されている． 
 

 

図  2.3-8 苫小牧 CCS 実証事業の全体像（日本 CCS 調査(株)HP より）  
 

(2) 大崎クールジェンプロジェクト 
「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業（大崎クールジェンプロジェクト）」においても，CO2 分

離・回収に関する技術開発が進められている(経済産業省，2015)．本事業は，高効率石炭火力発電

の技術開発に関するロードマップに従い，石炭火力発電から排出される CO2を大幅に削減させるべ

く，高効率な発電技術である酸素吹石炭ガス化複合発電 (IGCC)と CO2 分離回収を組み合わせた，

革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す． 
実証事業は，各フェーズの実証目的に応じて三段階に分けられる（図 2.3-9）．第一段階（2012 年

度～2018 年度）では，酸素をガス化剤として，高温で石炭をガス化し，ガスタービンと蒸気タービンを

用いて複合発電する酸素吹 IGCC を実証する．第二段階（2016 年度～2020 年度）では，石炭ガス化

圧入 貯留

圧縮

ガス供給基地

CO2含有ガス
10万トン/年以上
※排出源の操業状況等による

圧入井（2坑）

送出

PSA下流ｶﾞｽ送出排出装置
分離・回収

《新設》

CO2分離・回収／圧入基地 《新設》

昇圧・分離

【貯留層】萌別層砂岩層
海底下・深度1,100~1,200m

【貯留層】滝ノ上層T1部層
海底下・深度2,400~3,000m

《新設》

送出配管

PSA(Pressure Swing Adsorption、圧力スイング吸着)：
水素製造装置の生成ガスから高純度水素ガスを得る装置。
PSA装置（排出装置）からの下流ガスには高濃度CO2が含まれる。
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ガスから効率的に CO2 を分離・回収する CO2 分離・回収型 IGCC を実証する．第三段階（2018 年度

～2021 年度）では，更に燃料電池を組み合わせた CO2 分離・回収型 IGFC の実証を行う． 
本実証事業は，2012 年～2015 年度までは経済産業省の補助事業として実施され，2016 年度から

は NEDO の助成事業として実施されている．本事業は，中国電力（株）と電源開発（株）の共同出資

によって設立された，大崎クールジェン(株)が実施している． 
 

 

図  2.3-9 大崎クールジェンプロジェクト概要（大崎クールジェン(株)HP より）  
 

(3) 環境配慮型 CCS 実証事業 
環境省では，2016 年度から 2020 年度にかけ，石炭火力発電所からの CO2 分離回収技術の実

証事業を実施する．本事業の目的は，アミン系回収液による CO2 回収技術について環境影響評価

手法を取りまとめること，大型実証試験により運転効率の低下や事業コストを評価すること，試験等の

結果から我が国に適した CCS の円滑な導入手法をとりまとめることである． 
本事業では，分離回収設備の運転に伴う環境負荷低減のための対策及び環境影響評価手法の

検討を行うとともに，火力発電所の運転効率及びコストに関するデータを収集する．加えて，海底下

に貯留した CO2 の漏出抑制及び漏洩時の修復手法の検討等を行う．本事業は，環境省からの委託

事業として，東芝，みずほ情報総研ら 13 者がコンソーシアム形式で受託，実施している． 

(4) CO2 貯留適地の調査事業 
我が国の CO2 貯留ポテンシャルについては，これまでに公開されている地質データや坑井データ

から貯留可能な堆積層の分布が検討され(図 2.3-10)，沿岸域の貯留量は 1,461 億トンと推定されて

いる(公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)，2006)．しかし，各地点の貯留層の構造や

物性値に係る基礎データが不足しているため，個々の貯留地点のポテンシャルには大きな不確実

性がある． 
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我が国で CCS 事業を実施する際には，実際に貯留する地点の貯留ポテンシャルや物性分布を高

い精度で評価する必要がある．そのため，CO2 貯留適地の調査事業では，貯留可能量が 1 億トン以

上の候補地を 3 地点程度特定することを目的として，有望な貯留地点を対象に，弾性波探査，調査

井掘削による地下情報の取得，貯留層総合評価による貯留適地の選定を行っている．本事業は，

経済産業省と環境省による連携の委託事業として，日本 CCS 調査（株）が実施している． 
 

 
図  2.3-10 我が国の沿岸域の貯留可能量および領域の分布（RITE, 2006）  

 

(5) CCS に係る研究開発事業 
a) 分離回収のコスト低減を目指した研究開発 

2005 年の RITE による検討結果においては，CCS 事業のコストは約 7300 円と見積もられており，

その 6 割程度である 4200 円/t-CO2 を CO2 分離回収コストが占める(RITE, 2006)．従って，CCS 技術

の広範な展開に向けては，CO2 分離回収コストの低減が非常に重要であると言える．このことから，

経済産業省では，分離回収コストの低減を目的として，分離回収技術のうち化学吸収法及び膜分離

法に係る研究開発を進めている(経済産業省，2016)． 
化学吸収法は，大気圧の燃焼排ガスに含まれる CO2 の回収に有利な技術である．この化学吸収

法について，高効率な回収が可能なアミンを固体に担持した固体吸収材の実用化を目標に，プラン

ト試験設備を用いた実用化研究を行っている．また，膜分離法は，石炭ガス化発電等で発生する高

圧のガスに含まれる CO2 の回収に有利な技術である．この膜分離法について，CO2 を選択的に透過

する機能を持つ CO2 分離膜モジュールの実用化を目標に，ベンチスケールでの実証試験を含めた，

実ガスを用いた実用化研究を実施している． 
これまでの研究開発の結果，ラボレベルの回収試験において，化学吸収法については 2000 円

/t-CO2，膜分離法については 1500 円/t-CO2 の回収コストを達成している． 
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図  2.3-11  CO2 回収関連技術の開発の見通し（経済産業省 , 2016）  
 

b) CO2 貯留の安全性確保を目指した研究開発 
CCS 事業においては，CO2 の圧入期間だけでなく CO2 圧入後の長期間にわたって，安全に CO2

を貯留する必要がある．従って，CO2 貯留に係るモニタリング技術を用いて，圧入した CO2 による環

境影響を監視する体制を構築する必要がある．経済産業省では，地下に圧入された CO2 のモニタリ

ング技術や，CCS 貯留事業の安全性を担保するための安全管理システムの構築のための試験研究

を行っている． 
本研究では，貯留層内の CO2 挙動のモニタリング技術として，光ファイバーを用いた地層安定性

等のモニタリング，重力モニタリングによる長期モニタリング，地化学反応を考慮した貯留層シミュレ

ーション等の技術の開発を行っている．加えて，地層の貯留能力を最大限に活用すべく，有効な坑

井配置技術や CO2 の溶解促進技術の確立を目指した研究開発も進めている． 
今後の課題は，これらの CO2 貯留技術及びモニタリング技術を有機的に組み合わせ，コスト面や

操業面で効率的な，精度の高い安全管理システムを構築することである． 

2.3.4 CCS 分野の国際連携 

(1) CCS 国際機関との連携 
我が国は，近年に CCS に係る取組が活発化している CSLF，IEAGHG などの国際機関等との連

携を通して，我が国の CCS の実証試験や研究開発などの取組を積極的に発信している．また，CCS
の国際規格に係る専門委員会 ISO/TC265 において，CCS の規格化作業に我が国が主体的に関与

することで，CCS の国際的な普及推進に貢献すると共に，我が国の関連企業の国際展開の促進に

努めている． 
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(2) 米国との連携 
経済産業省は，2015 年に米国エネルギー省(DOE ; Department of Energy)と CCS 分野に関する

協力の覚書（MOC ; Memorandum Of Cooperation）を締結した．この覚書は，両国の CCS 技術を補

完するため，CO2 の分離回収，輸送，地下貯留，モニタリング等の技術分野に関する協力を進めよう

とするものである． 
この枠組のもとでは，CCS に係るワークショップの開催や両国専門家の CCS プロジェクトへの相互

派遣だけでなく，北米や我が国の CCS フィールドを活用したモニタリング技術の共同実証試験や，

双方の CCS 実証事業の関連データの交換や解析等の技術協力が計画されている． 

(3) 二国間クレジット制度（JCM） 
二国間クレジット制度（JCM; Joint Crediting Mechanism）は，我が国の優れた低炭素技術の普及

等を通じて，地球規模での温室効果ガスの削減に貢献するものである．JCM のもと，途上国（パート

ナー国）において我が国企業が現地企業等と協力して CO2 削減に係るプロジェクトを実施することで，

両国間の合同委員会を通じ，CO2 の削減分を我が国の目標達成に活用することが可能である（図 
2.3-12）．2017 年 1 月現在において，我が国は 17 カ国（インドネシア，ベトナム，メキシコ，サウジアラ

ビア等）とパートナーシップを構築している． 
メメキシコやインドネシアなどの産油国では，石油上流産業における CCS の実証・事業化への期

待が大きい．これを受けて経済産業省では，JCM に基づく CCS プロジェクトの実現可能性調査のた

め，メキシコ陸上油田における CCS プロジェクトの技術的検討を実施している．また NEDO において

も，平成 26 年度にインドネシアにおけるグンディガス田 CCS プロジェクトの JCM 実現可能性調査

を実施した．グンディ CCS プロジェクトの詳細については，「3.3.2 インドネシアにおける事例」を参照

されたい．これらの事業では，JCM に基づく CCS プロジェクトの実現に寄与することを目的として，圧

入した CO2 挙動のモニタリング技術などの我が国の優れた CCS に関連した土木技術の適用や，排

出削減量の算定手法の確立等に向けた調査が実施された． 

2.3.5 ロンドン条約と海洋汚染防止法への対応 
ロンドン条約は，海洋の汚染を防止する観点から，廃棄物の投棄や洋上での焼却処分などの行

為を規制する国際条約である．我が国においては，ロンドン条約の国内関連法として「海洋汚染防

止等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律（海洋汚染防止法）」が定められて

いる． 
2006 年にロンドン条約 96 年議定書付属書が改定され，「投棄可能な廃棄物その他の物」として，

海底下地層に貯留される「CO2 流」が追加された．これを受け，我が国でも海洋汚染防止法の一部を

改正し，我が国における海底下地層への CO2 貯留のための制度枠組みが整備された．ここで，海底

下に廃棄できるガスの基準や指定海域については政令で，海底下廃棄の許可については環境省

令で定められている． 
苫小牧 CCS 大規模実証試験事業は，海洋汚染防止法に従って環境省から CO2 圧入許可を受け

た最初の事例である．本事業では，許可申請において承認されたモニタリング計画に従って，CO2

圧入地点周辺の海洋環境調査の実施と報告が義務づけられている． 
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図  2.3-12 二国間クレジット制度の基本概念（経済産業省 , 2016）  
 

2.3.6 今後の政策的課題 
地球温暖化問題への対応に特化した CCS は，それ自体では利益を生まず外部不経済であること

から，市場原理による導入を見込むことができない．従って，民間事業者による CCS 事業への参入

を促進するためには，クレジット制度や炭素税，補助金などの経済的なインセンティブの導入や CO2

排出規制等により，CCS 事業の枠組を構築する必要がある．さらに，CCS の広範な普及のため，国

内貯留地点の選定，貯留可能量の把握，鉱業法・鉱山保安法に相当する法規制の整備，国民理解

の増進に向けた取組が必要である． 
 
 
引用文献： 

IPCC：IPCC 第 5 次評価報告書，2014 
International Energy Agency (IEA)：Energy Technology Perspective 2015, 2015 
経済産業省：エネルギー基本計画, 2014 
経済産業省：長期エネルギー需給見通し 2015 
経済産業省：石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業プロジェクト中間評価 資料, 2015 
経済産業省：次世代火力発電に係る技術ロードマップ 技術参考資料集, 2016 
公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)：平成 17 年度二酸化炭素固定化・有効利用技

術等対策事業 二酸化炭素地中貯留技術研究開発 成果報告書, 2006 
外務省ホームページ：国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）の成果及び評価 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page18_000435.html 
外務省ホームページ：国連気候変動枠組条約第 22 回締約国会議（COP22）の成果及び評価 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page3_001886.html 
経済産業省：石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 プロジェクト中間評価 
日本 CCS 調査(株)ホームページ 

http://www.japanccs.com/ 
大崎クールジェン(株) ホームページ 

http://www.osaki-coolgen.jp/ 
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環境省ホームページ：平成 28 年度環境配慮型 CCS 実証事業の公募について 
http://www.env.go.jp/press/102596.html 

環境省ホームページ：平成 28 年度環境配慮型 CCS 実証事業の採択案件について 
http://www.env.go.jp/press/102811.html 
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2.4 海外における政策事例 

ここでは海外における政策事例として米国，英国，中国を取り上げる．その理由を以下に箇条

書きで示す． 

 米国では，世界で最も多くの大規模実証プロジェクトが行われていること (2015 年時点で

計画中 3 件, 実施中 10 件, 図 2.4-1 参照)． 

 英国は CCS に関する制度が最も整っている国の一つとされていること． 

 中国は計画中の大規模実証プロジェクトが多く，これらが今後は実施段階に移行すると期待

されていること (2015 年時点で計画中 9 件, 図 2.4-1 参照)． 

以下では，国別に政策･制度の概要を整理する．なお，本項は 2016 年 9 月時点で入手可能な公

開情報に基づいて記載したものである． 

 

 

プロジェクト開発段階: Identify (初期調査段階), Evaluate (検討段階), Define (詳細検討段階), 
Execute (実施段階), Operate (CO2 圧入運転段階) 

図  2.4-1 大規模実証プロジェクトの動向  (GCCSI, 2015) 
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2.4.1 米国 

(1) CCS の政策的な位置付けと政策･制度の全体像 

米国は，2020 年以降の地球温暖化対策を記載した国/地域別の約束草案(INDC)において，同国

の温室効果ガス排出量を 2025 年までに 2005 年比 26～28%削減する目標を表明している (U.S., 
2015)．この目標達成に向けた CCS の貢献度は示されていない． 

米国では 2016 年 11 月の大統領選挙の結果，共和党のトランプ氏が 2017 年 1 月 20 日に次期大

統領に就任し今後のエネルギー・環境政策は大きく変化する可能性がある．しかしながら本原稿の

脱稿時点(2017 年 3 月末)では明確な政策が示されていないことから，民主党オバマ氏が大統領であ

った時期に策定された CCS 関連政策について記載する． 
CCS の政策的な位置付けは，2013 年にオバマ大統領(当時)が発表した「気候行動計画」(The 

Whitehouse, 2013) および 2014 年に米国エネルギー省が発表した「戦略計画 2014-2018」(US DOE, 
2014) に記載されている．CCS は発電部門からの CO2 排出削減と経済成長を両立させるためのクリ

ーンエネルギー技術の一つであり，2020 年代半ばの商用化を見込むとしている． 
研究開発および実用化に向けた取り組みは省庁横断による包括的なものであり，具体的には，エ

ネルギー省(U.S. Department of Energy: US DOE)が CCS 大規模実証プロジェクトを含むクリーンコ

ール技術開発を推進し(US DOE, 2017)，環境保護庁(US EPA)が CO2 排出原単位基準等の環境関

連の制度整備を行い(US EPA 2015a, US EPA 2015b)，内国歳入庁(Internal Revenue Service : IRS)
等が税額控除(Tax Credit)や債務保証(Loan Guarantee)といった経済的なインセンティブを整えてい

る(IRS 2009, IRS 2016, CRS 2014 他)．また，幾つかの州政府も独自の経済的インセンティブを整備

している．(図 2.4-2) 
国際協調については，上記の「気候行動計画」の中で，中国，インド他の国々と協力するとともに，

米国主導で 2003 年に立ち上げられた閣僚級の国際イニシアティブ CSLF(Carbon Sequestration 
Leadership Forum)をリードするとしている． 

以下では研究開発プログラム(DOE)，環境関連制度(Environmental Protection Agency: EPA)，経

済的インセンティブ(IRS など)の個別政策について概観する． 
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図  2.4-2 米国における CCUS*)への取り組み  – 全体像  

(米国政府からの各種公開資料に基づき作成) 

*) CCUS: Carbon Capture Utilization and Storage, 分離･回収した CO2 を地中貯留(Storage)するだ

けでなく，有効利用(Utilization)することも含めた用語, 代表的な利用例は石油増進回収(EOR) 
 

(2) 研究開発プログラム 

米国エネルギー省(DOE)は CO2 排出源から分離･回収した CO2 を地下の帯水層に貯留するだけ

でなく，石油増進回収(Enhanced Oil Recovery: EOR)や化学工業用品への転換に用いることも含め

た CCUS (Carbon Capture, Utilization and Storage) に関する総合的な研究開発プログラム群を設定

している (図 2.4-3)． 
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図  2.4-3 米国 DOE の CCS 研究開発プログラムの概観  (Wright, 2015) 

 
さらに研究開発の柱の一つとして大規模実証プロジェクトがあり，主なものとして石炭火力発電を

含む複数の排出源を対象とする 7 件のプロジェクトが進行している(図 2.4-4)．その内，石炭火力発

電と CCS の組み合わせは 4 件であり，テキサス州の Petra Nova Carbon Capture Project には，JX 日

鉱日石開発株式会社が資本参画し，三菱重工株式会社と関西電力株式会社が開発した燃焼後

CO2 回収技術が採用されている(図 2.4-5)．また，ミシシッピ州の Kemper County IGCC Project は，

商用 IGCC 設備に初めて CCS を組み入れることで注目されているが事業費の増大が問題となってい

る(図 2.4-6)． 
なお，当初は石炭ガス化複合発電(Integrated coal Gasification Combined Cycle: IGCC)と CO2 地

中貯留を組み合わせた CCS 実証プロジェクトとして 2003 年に計画がスタートした FutureGen は，排

出源を IGCC から酸素燃焼石炭火力発電に変更し，CO2 地中貯留地域も見直して 2010 年に

FutureGen 2.0 として再出発していたが，2015 年 2 月に米国エネルギー省が補助金の交付条件が充

足される見込みがなくなったことを理由に支援の中止を決定，FutureGen 2.0 は頓挫している． 
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図  2.4-4 主な大規模実証プロジェクト  (O’Neil, 2011 に加筆) 

 

 

図  2.4-5 Petra Nova Carbon Capture Project 概要  (各種公開資料に基づき作成) 
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図  2.4-6 Kemper County IGCC Project 概要  (各種公開資料に基づき作成) 

 

(3) 火力発電に対する CO2 排出規制 

オバマ大統領は 2013 年の「気候行動計画」において米国 EPA に対して国内の火力発電設備に

対する CO2 排出規制案の策定を求めた．これに応じて EPA は新設設備，既設設備のそれぞれにつ

いて基準の素案を公開，パブリックコメントを経て 2015 年 8 月にそれぞれの最終案が公開されている．

(US EPA, 2015a, US EPA, 2015b) 
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新設設備に対する規制は「Carbon Pollution Standards」(CPS)，既設設備に対する規制は「Clean 
Power Plan」(CPP)と称され，火力発電設備に対する連邦レベルの CO2 排出規制としては米国初とな

る(表 2.4-1)．CPS は最終案の公示後が 2016 年 10 月に公示され，60 日を経過後の現在は発効し

ている．一方，CPP は最終案が法的に無効であるとの訴訟が結審するまで規制の執行が差し止めら

れている． 
CCS との関連性については，新設(CPS)と既設(CPP)とで事情が異なる．石炭火力発電設備の新

設においてのみ，CCS の導入が必要となる規制値 1,400 lbs-CO2/MWh (約 0.635 kg-CO2/kWh, 発

電端) が設定されている (表 2.4-1)．EPAによれば，この排出規制値は超々臨界圧(USC)石炭火力

発電所からの排ガスに含まれる CO2 の 20%を分離･回収することを仮定した場合の数値であるとして

いる． 
 

表  2.4-1 新設火力発電設備に対する CO2 排出規制の概要  

(US EPA 2015a に基づき作成) 

 

 

(4) CO2 の地中貯留に関する規制 

CO2 の地中貯留に関しては，地下水，特に飲用地下水の水質保全という観点から，CO2 圧入井の

設置，運用，管理に当たっては EPA の許認可を得る必要がある．この許認可の取得に係る規則は

安全飲料水法  (Safe Drinking Water Act) の下に制定されている地下圧入管理プログラム 
(Underground Injection Control Program: UIC Program) である．この UIC Program には工業排水な

ど，地下に圧入する物質の種類に応じて複数の Class が設定されており，2008 年 7 月に CO2 の地中

貯留(圧入)を対象とする Class VI が新設された (US EPA, 2008)．UIC Class VI で定められている環

境許認可の主な要件を以下に箇条書きで示す． 
 圧入井の位置を適切に選定するため，CO2地中貯留地点の地質特性を把握すること 
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 圧入井の設置においては，CO2に起因する腐食への耐性に優れる資材･材料を用いること 

 圧入運転期間中および圧入終了後の監視期間では，圧入井の健全性，CO2 圧入と地中貯留，

地下水の性状に関して総合的なモニタリングを実施すること 

 次の事項に対応するための十分な資金を用意すること: 規則違反時の修正措置･坑井封鎖･

圧入終了後の地点管理･地点の閉鎖･緊急時対応･事故などの是正措置 

(5) CCS に対する経済的インセンティブ 

CCS に対する経済インセンティブには複数の制度がある．代表的なのは米国 DOE が交付する各

種の補助金プログラムであるが，連邦レベルでは内国歳入庁(IRS)による税額控除がある．税額控除

は，帯水層貯留に対しては１t-CO2 あたり 20 米ドル(20USD/t-CO2)，EOR に対しては 10USD/t-CO2 と

なっている．また，州レベルにおいても図 2.4-7 に示すように様々なインセンティブが設定されてい

る． 
 

 

図  2.4-7 州別の CCS インセンティブ導入状況  (C2ES, 2017) 

 

2.4.2 英国 

英国では 2016 年 6 月に実施された国民投票において欧州連合を離脱することが決定し，その後

の保守党政権内の動揺や省庁再編による混乱などにより，エネルギー・気候変動政策の先行きに

不透明感がある．しかしながら CCS に関する制度という点では最も整っている国の一つと思われ

るので，以下に概要を整理する． 

(1) CCS の政策的位置付けと政策･制度の全体像 

英国は，欧州連合(EU)が国連気候変動枠組条約(UNFCCC)事務局に 2015 年 3 月提出した国/
地域別の約束草案(INDC)に，2030 年までに 1990 年比で少なくとも 40%削減するという温室効果ガ

ス排出削減目標に現状のところ貢献することになっている (EU and its Member States, 2015)． 
一方，英国独自の削減目標として，気候変動法 2008 および関係法令では 1990 年比で 2020 年ま

でに少なくとも 34%削減，2050 年までに 80%減とすることを定めている (U.K. 2008, UK DECC 2009)．
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CCS はこれらの国家目標を達成するために必要な技術と位置付けられている．具体的な記載は次

の政策文書に見られる． 
 エネルギー･インフラに関する国家政策声明 (UK DECC, 2011a, UK DECC 2011b) 

 2050 年目標への貢献とエネルギー安定供給の維持を同時に達成するには，特に石炭火力発電

からの CO2排出を減らす必要がある． (UK DECC, 2011a 第 3.6.4 段落) 

 全ての新設石炭火力に対して CCS の付設を求めることは政府の方針である． (UK DECC 

2011b 第 1.1.1 段落) 

 CCS の今後に向けて: 政策検討書 

 コスト競争力のある CCS は政策目的に多大な貢献を成し得る．(UK DECC, 2014 第 2.1 段落) 

 CCS 付の化石燃料発電は，低炭素社会におけるエネルギー需要を満たすための貴重なエネル

ギー源となる．(UK DECC, 2014 第 2.7 段落) 

 
英国においても，米国と同様，CCS の研究開発および実用化に向けた取り組みは包括的なものと

なっている．以下ではその主要な構成要素である CCS 商用化プログラム，制度･事業環境整備，電

力市場改革 (Electricity Market Reform: EMR) について概要を示す(図 2.4-8)． 
なお，同国では CO2 地中貯留の対象地域を海域のみに限っていることに留意が必要である． 
 

 

図  2.4-8 英国における CCS への取り組み – 全体像  
(英国政府からの各種公開資料に基づき作成) 
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(2) CCS 商用化プログラム 

CCS の大規模実証プロジェクトに対する資金支援プログラムは紆余曲折を経て現在は中止となっ

ている． 
2007 年から始まった「CCS 競争入札プログラム」では，最大 4 件のプロジェクトに対して総額 10 億

ポンド規模の資金支援がエネルギー･気候変動省 (Department of Energy and Climate Change: 
DECC, 当時) を通じて実施される計画であった．しかしながら応札した企業が資金不足などの経済

的な理由から次第に撤退し，2011 年にはこのプログラムは中止を余儀なくされている． 
2012 年には，CCS 商用化プログラムの失敗を教訓として，資金支援枠 10 億ポンドの「CCS 商用化

プログラム」が新たに立ち上げられ，2013 年 3 月には支援候補が Drax 社の White Rose プロジェクト

(石炭火力+CCS) と Shell 社･SSE 社の Peterhead プロジェクト (ガス火力+CCS) の 2 件に絞られた．

これら 2 件のプロジェクトでは基本設計 (FEED) が実施された．しかしながら 2015 年 11 月にオズボ

ーン財務大臣(当時)が突然，このプログラムへの予算配分を行わないことを表明．プログラムは実質

的に中止となっている． 

(3) 炭素制約 – CO2 排出原単位基準 

2013 年 12 月に施行された「エネルギー法 2013」では，石炭火力発電の新設に対する CO2 排出原

単位基準 (Emission Performance Standard: EPS) を定めている(U.K. 2013, UK DECC 2015 他)．こ

の政策的背景には，発電部門の低炭素化を加速させるため，CCS 付でない石炭火力の新設を認め

ない (No New Coal without CCS) という方針がある． 
具体的には，新設石炭火力の設置許認可の要件として 450g-CO2/kWh (稼働率 85%の場合) の

CO2 排出基準の遵守を求めるものである．なお，表 2.4-2 に示すように，実質的には各石炭火力発

電設備の年間 CO2 排出量の上限値を定める規制内容となっている． 
 

表  2.4-2 CO2 排出原単位基準  (EPS) の概要  

(U.K. 2013, UK DECC 2015 他に基づき作成) 

 

 



 

28 
 

(4) 炭素制約 – 炭素価格下限制度 (CPF) 

欧州の排出量取引市場 (EU-ETS) での炭素価格の低迷により，低炭素化に向けた経済的イン

センティブが十分ではなくなっていると判断した英国政府は「財政法 2011」において炭素価格の下

限値 (Carbon Price Floor: CPF) を設定(U.K. 2011, UK HMRC 2012)．2013 年度以降は，発電事業

者など EU-ETS の対象事業者は排出量価格 (EUA) と 炭素価格下限値を合算した費用を負担す

ることになった (図 2.4-9)． 
これは実質的な炭素税であり，税額は 2013 年度の 1 t-CO2 あたり 4.94 ポンド(GBP/t-CO2)から徐々

に引き上げていく予定であった．しかしながら，過大な負担増を懸念した産業界からの強い要請によ

り，英国政府は 2014 年に税額を 9.55GBP/t-CO2 に，2015 年度にも 18.08GBP/t-CO2 に引き上げるも

のの，その後は 2019 年度まで 18.08GBP/t-CO2 に据え置くことを決定している(UK HMRC 2014, UK 
House of Commons 2016 他)． 

 

 

図  2.4-9 炭素価格下限制度の概念図  

(U.K., 2011, UK HMRC, 2012, UK HMRC, 2014, UK House of Commons, 2016 他に基づき筆

者作成) 

 

(5) CCR (Carbon Capture Readiness) 制度 

CCR 制度とは，CCS 実用化のための法的・経済的環境が整った時に CO2 分離･回収設備の追設

を可能にしておくことで，発電資産の座礁化 (stranded) と CO2 排出のロックインを防止することを企

図する制度とされる．(IEA GHG，2007) 
英国の CCR 制度は，欧州委員会が 2009 年 6 月に発表した CCS 指令 (EC, 2009a) に従って制

定されたものである．CCS 指令では CCR の要件を表 2.4-3 のように定めている．ここで注目したいの

は CO2 分離･回収設備用地を確保する場合には表 2.4-3 の①～③の条件を満たす必要があるという

点である．特に「①適切な貯留サイトが利用可能」とする条件は重要と思われる．英国では北海油ガ
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ス田の探査･操業を通して多くの地質調査データが蓄積されており，「適切な貯留サイトが利用可能」

かどうかを判断するための材料が多く揃っている．このことが CCR の導入を比較的容易にしていると

考えられる． 
 

表  2.4-3 欧州委員会 CCS 指令における CCR 要件の概要  

(EC 2009a に基づき作成) 

 

 
英国は欧州連合加盟国の中では CCR 制度を最もよく整備している国とされる．電気事業法 

(Electricity Act 1989) における発電設備の設置許認可の際には CCR 要件を満たすことが求められ

る (UK DECC 2009, UK DECC 2013a)． 
対象となる設備は計画設備容量 30 万 kW 以上の火力発電設備の全てであり，石炭火力，ガス火

力の双方が含まれる．英国政府が策定した CCR 要件解説書(UK DECC, 2009)に記載されている

CCR 要件の要点を表 2.4-4 に示す．概ね定性的な表現であり，制度の柔軟な運用が可能となって

いる． 
 

表  2.4-4 英国における CCR 要件の要点  (UK DECC 2009 に基づき作成) 

 

 
2009 年の制度導入後，CCR 要件の審査対象となった火力発電設備の設置許可申請は 20 件を

超えている (2016 年 9 月時点, 申請取下げ，中止を含む)．多くはガス火力であるが，石炭火力にお



 

30 
 

ける CCR の事例として E.oN UK 社の Kingsnorth 石炭火力更新計画 (計画は取下げ) における検

討例を図 2.4-10 に示す．燃焼後回収方式による CO2 分離･回収プラントに必要となる敷地面積は，

発電設備主機と同程度の広さを要する可能性がある． 
 

 

図  2.4-10 Kingsnorth 石炭火力更新計画における CCR 検討例  (E.oN UK, 2010) 

 

(6) 事業関連法制の整備 

CCS を事業として実施することを想定して各種の法制が整備されている．法体系は欧州委員会の

CCS 指令に準拠しているが，先に述べたように英国では CO2 地中貯留の対象地域は海域に限定さ

れている． 
図 2.4-11 に示すように制度整備の要目となるのは海域の環境影響評価，事業許認可，サイト閉

鎖後の管理責任のあり方などである． 

(7) 経済的インセンティブ – 差金決済契約電力価格 (CfD) 

CCS 付の火力発電を含む低炭素電源の電力価格を保障することで，電力部門の低炭素化を促

進することを狙う制度として 2014 年度から導入されている(U.K. 2013, UK DECC 2013b, UK DECC 
2013c, UK DECC 2013d, UK DBEIS 2016 他)．電力の市場価格との差分のみを公的資金で支援す

ることから「差金決済契約」(Contract for Difference: CfD) の名称がある (図 2.4-12)．対象となる電

源は水力，風力(陸上および洋上)，大規模太陽光，地熱，原子力，バイオマス，CCS 付の火力(石炭

およびガス)であり，2014 年度から電源別の保証価格(Strike Price)が順次発表されている．CCS 付の

火力発電に対する Strike Price はまだ発表されていない． 
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図  2.4-11 CCS 関連法制の体系  (英国政府からの各種公開資料に基づき作成) 

 

 

図  2.4-12 CfD の概念  (U.K., 2013, UK DECC, 2013b, UK DECC, 2013c, UK DECC, 2013d, UK 

DBEIS, 2016 他に基づき作成) 

 

(8) 経済的インセンティブ – 欧州排出量取引制度 (EU-ETS) 

英国のみでなく，欧州排出量取引制度 (EU-ETS) に参加する全ての国を対象とする制度である

が本項において CCS 関連の概要を記載する． 
欧州委員会による 2009 年 4 月の EU-ETS 改正指令 (EC 2009b) では，2012 年から始まる

EU-ETS 第 3 フェーズにおいて，CCS を CO2 排出削減策として認定することが決められている．具体

的には CO2地中貯留の実績量(t-CO2)が，発電事業者などの EU-ETS 対象事業者が調達すべきアロ

ーアンス量(EUA)から差し引かれる． 
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2.4.3 中国 

(1) CCS の政策的な位置付けと政策･制度の全体像 

中国は，2020 年以降の地球温暖化対策を記載した国/地域別の約束草案(INDC)において，同国

の温室効果ガス排出量を 2030 年頃にピークとなるようにするとともに，単位 GDP 当たりの CO2 排出

量を 2005 年比 60～65%減とする自主目標を掲げている(中国 国家発展改革委員会, 2015)． 
その背景には，同国の経済成長が減速し「新常態」(New Normal) となっていく中，エネルギー産

業構造を転換し，持続可能な「緑色発展」への移行を図る中央政府の意向が働いているとされる 
(戴，2016)． 

2016 年以降の第 13 次五カ年計画期に入った中国のエネルギー･環境政策の全体像はエネルギ

ー政策，環境政策，石炭産業政策が三位一体となって「緑色発展」への転換を図りつつあるものと見

ることができる(図 2.4-13)．この中でCCSに関連する政策は「石炭火力の省エネ･排出削減･グレード

アップと改良行動計画 (2014～2020)」(中国 国家発展改革委員会･環境保護部･国家能源局 2014, 
IGES 2014)，「国家気候変動対応計画 (2014～2020)」(中国 国家発展改革委員会 2014, みずほ

総合研究所 2014) の 2 つである．これらにおいて CCS は技術研究開発の重点課題として挙げられ

ており，その概要を以下に述べる． 
 

 

図  2.4-13 中国のエネルギー･環境政策の全体像  

(中国政府からの各種公開資料に基づき作成) 

 

(2) 「石炭火力の省エネ･排出削減･グレードアップと改良行動計画 (2014～2020)」の概要 

国家発展改革委員会･環境保護部･国家能源局が合同で 2014 年 9 月に発表したもので，石炭火

力発電の高効率化と環境性能の向上を目的とし，2020 年に向けた石炭火力発電部門の行動計画

が示されている．具体的には，新設および既設の石炭火力発電設備の熱効率と大気汚染物質の排

出基準および技術研究開発の重点課題が示されている．その概要を以下に示す． 
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a) 新設石炭火力発電設備 
 北京を含む東部での新設を禁止 (コジェネを除く), 新設は内モンゴル, 山西省など西部の

産炭地に重点． 

 石炭火力全体におけるコジェネの比率を 2020 年までに 28%へ引上げ (設備容量ベース)． 

 並行して「西電東送」送電線を強化． 

 新設では原則として設備容量 60 万 kW 以上とし，超々臨界圧技術を導入． 

 熱効率達成目標:表 2.4-5 のとおり． 

 大気汚染物質基準はガス火力並み (東部のみの基準)． 

煤塵 10 mg/m3 未満 

SO2 35 mg/m3 未満 

NOX 50 mg/m3 未満 

 
表  2.4-5 新設石炭火力の熱効率基準  

(中国  国家発展改革委員会･環境保護部･国家能源局，2014, IGES, 2014 に基づき作成) 

 

b) 既設石炭火力発電設備 
 旧式設備の廃止: ユニット容量 20 万 kW 以下の非効率な設備が中心．2020 年までに 1,000

万 kW 以上の旧式設備を廃止． 

 既設設備の高効率化: 30 万 kW 級, 60 万 kW 級の亜臨界圧, 超臨界圧設備が対象．2015 年ま

でに 1.5 億 kW, 第 13 次 5 ヵ年計画期間(2016-2020)に 3.5 億 kW の設備を改良 (計 5 億 kW, 

2013 年末時点の石炭火力設備容量 7.86 億 kW)． 

 環境対策設備の導入: ユニット容量 30 万 kW 以上の設備に環境対策設備を導入．2020 年ま

でに 1.5 億 kW 以上の設備に導入．東部地区での排出基準はガス火力並み． 

煤塵 10 mg/m3 未満 

SO2 35 mg/m3 未満 

NOX 50 mg/m3 未満 
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c) 技術研究開発 
 耐高温材料開発に重点．600℃級超々臨界圧設備の設計･製造に関する独自技術の確立を目指

す．700℃級超々臨界圧技術の開発を加速． 

 二段再熱式の超々臨界圧技術のパイロットプラントを建設． 

 IGCC 技術の開発を推進し，国産化水準と経済性を向上． 

 超々臨界圧循環流動床の技術研究開発を推進． 

 亜臨界圧設備の超臨界圧，超々臨界圧設備への改造技術を向上． 

 CCS 技術研究開発の推進と実証プロジェクトの実行． 

(3) 「国家気候変動対応計画 (2014～2020)」の概要 

国家発展改革委員会が 2014 年 11 月に発表．その概要を以下に箇条書きで示す． 
a) 基本方針/原則 
 基本方針: エコ文明理念の確立, 省エネ･環境保全を基本国策として堅持． 

 原則: 国内事情や国際社会の原則に基づく対策の策定, GHG 排出抑制と気候変動への対応． 

b) 施策 
 GHG 排出量抑制:  エネルギー消費の最適化(効率化), 電力･鉄鋼部門などでの省エネ推進な

ど． 

 気候変動への適応力強化:  エネルギー施設･水利施設･交通システムなどの強靭性向上など． 

 気候変動関連の法制整備:  排出量取引制度の全国展開, 低炭素製品の認定制度など． 

 科学技術開発の推進:  CCT, CCS を含む低炭素･省エネ関連技術の研究開発など． 

(4) CCUS 大規模実証プロジェクト 

中国では 9 件の CCUS 大規模実証プロジェクトが進行しているとされる(GCCSI 2015)．排出源別

の内訳は火力発電 4 件 (燃焼後回収 2 件, 酸素燃焼 1 件, 燃焼前回収 1 件)，石炭化学･化学工業

4 件，ガス精製 1 件となっている(図 2.4-14 参照)．これら全てのプロジェクトにおける CO2 回収規模

は年間 1,000 万 t-CO2 を超え，いずれも 2017 年～2020 年の運用開始を計画している． 
特に注目されるプロジェクトは，石炭ガス化複合発電(IGCC)における CO2 燃焼前回収と石油増進

回収(EOR)あるいは帯水層貯留を組合せる予定の GreenGen IGCC プロジェクトであろう．このプロジ

ェクトでは，アジア開発銀行の融資を得て，中国華能集団他の企業連合が 2004 年～2012 年の

Phase 1 で 25 万 kW の IGCC 設備を建設し，運用している．2013 年～2017 年の Phase 2 では IGCC
設備に CO2 分離･回収設備を付加し，2018 年～2025 年の Phase 3 では IGCC 設備を 40 万 kW に

拡大し，分離･回収した CO2 を 2020 年から貯留する計画とされる．GreenGen プロジェクトの概要を図 
2.4-15 に示す． 

(5) CCS 実証･普及のロードマップ 

アジア開発銀行(ADB)の支援の下，国家発展改革委員会は中国における CCS の実証･普及に関

するロードマップを作成し，その報告書が公開されている．(ADB, 2015b) 
この報告書では，中国の発電部門および産業部門における CO2 分離･回収規模を 2020 年頃に

1,000 万 t-CO2/年規模，2030 年に 4,000 万 t-CO2/年規模，2050 年に 24 億 t-CO2/年規模に拡大して

いくという野心的な内容となっている(図 2.4-16)．また，CCS の商用ベースでの普及を 2030 年代後
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半以降に想定しており，このための鍵となる課題は 1) CCS コストの削減，2) 原子力や再生可能エネ

ルギーなどの低炭素電源とのコスト競争力，3) CO2 分離･回収効率の改善としている． 
 

 

図  2.4-14 中国における CCUS 大規模実証プロジェクト  (GCCSI，2015) 
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図  2.4-15 GreenGen プロジェクトの概要  

(ADB 2009, ADB 2015a 他の各種公開資料に基づいて作成) 

 

 

図  2.4-16 中国における CCUS 実証･普及のロードマップ  (ADB，2015b) 
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2.5 国際的枠組み等における動向 
ここでは，CCS に関連する国際的な枠組みとして，炭素隔離リーダーシップフォーラム（CSLF）と

IEA Greenhouse Gas R&D Programme（IEAGHG）を中心にその概要と動向をまとめる．これらに加え

て，国際エネルギー機関（IEA）とグローバル CCS インスティテュート（GCCSI），そしてロンドン議定書

についても概説する． 

2.5.1 CSLF 

(1) 概要 
CSLF は Carbon Sequestration Leadership Forum の略称であり，「炭素隔離リーダーシップフォーラ

ム」と訳されることが多い．CCS に CO2 利用（Utilization）を加えた CCUS（Carbon Capture, Utilization 
and Storage）を推進する国際的な集まり（フォーラム）であり，閣僚級会合を 2 年ごとに開催している． 

米国が主導して 2003 年に設立されたが，その背景には，同国が 2001 年に京都議定書から離脱し

たことがある．米国が CCS などの気候変動対策に資する技術開発の国際連携を主導することにより，

京都議定書からの離脱によって懸念された，同国の気候変動に係る国際的な取り組み中での孤立

を回避する思惑があったとされる． 
CSLF の憲章の中で謳われているその目的は，CO2 の分離回収と輸送および長期的に安全な貯

留あるいは利用に対して，コスト低減に係る効率的な技術改良の進展に寄与すること，同技術を国

際的に広く利用可能にすること，回収と貯留に関連した幅広い問題を特定し対処することである．

CSLF の発足当初は CO2 利用を含まない CCS を対象としていたが，深部塩水層へ CO2 を圧入・貯

留する大規模 CCS プロジェクトの実施が世界的に停滞する中，2011 年に石油増進回収（EOR）など

の経済的付加価値を持つ CO2 の利用を CCS に加えた CCUS を対象とすることになった． 

(2) 加盟国と組織 
CSLF の事務局は米国エネルギー省が務めており，25 の国と国際機関が加盟している（表 2.5-1）．

加盟国は OECD 加盟国や欧州委員会のほか，中国やブラジル，南アフリカやインドなどの新興国，

サウジアラビアやアラブ首長国連邦といった中東産油国となっている．このうち，ルーマニアとセルビ

アは 2015 年 11 月に加盟した．このほかに，国際エネルギー機関（IEA）や IEA Greenhouse R&D 
Programme（IEAGHG），グローバルCCSインスティテュート（GCCSI）が公式なオブザーバとして参加

しており，また，CCS に関わる企業等がメンバーとなっているステークホルダーグループも参加してい

る．CSLF ではメンバー国からの拠出金はなく，CSLF の元での活動はメンバー国によって自発的に

行われている． 
表  2.5-1 CSLF 加盟国（2016 年 8 月現在）  

豪州 ブラジル カナダ 中国 欧州委員会 
フランス ドイツ ギリシャ インド イタリア 
日本 韓国 メキシコ オランダ ニュージーランド 
ノルウェー ポーランド ルーマニア ロシア サウジアラビア 
セルビア 南アフリカ アラブ首長国連邦 英国 米国 
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CSLF の組織の最上位に加盟国のエネルギー担当大臣が位置付けられており，2 年ごとに閣僚級

会合を開催して，その開催結果をコミュニケとして発表している．直近では，2015 年 11 月に第 6 回閣

僚級会合がサウジアラビアのリヤドで開催され，次回は 2017 年秋に開催されることになっている． 
閣僚級会合に向けて様々な活動が行われているが，これらの活動は政策グループと技術グルー

プとで行われている．政策グループは主に加盟国の CCS 政策を担当する省庁の代表者から成り，

CSLF の枠組みや政策の統括，タスクフォースなどによる協力プロジェクトのレビュー，事務局へ活動

の方向性の提示を行う．日本からは経済産業省産業技術環境局の地球環境連携室が参加している．

他方，技術グループは加盟国の CCS の研究開発や普及を担当する省庁の代表者や企業や研究機

関の CCS 専門家から成り，タスクフォースなどによる協力プロジェクトのレビュー，有望な調査研究の

方向性の特定，政策グループへ必要なアクションの提言を行っている．技術グループの日本の代表

として，公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）が経済産業省の指名を受けて参加して

いる． 
各グループで 1 か国の議長国と 3 か国以内の副議長国がコンセンサスによって選ばれ，副議長国

については地域バランスが考慮されることになっている．2016 年 8 月現在の議長国と副議長国を表 
2.5-2 に示す． 

 
表  2.5-2 CSLF の議長国と副議長国（2016 年 8 月現在）  

 議長国 副議長国 

政策グループ 米国 
中国 
サウジアラビア 
英国 

技術グループ ノルウェー 
豪州 
カナダ 
南アフリカ 

 

(3) 活動 
CSLF の具体的な活動は，主に，政策グループと技術グループのそれぞれに設置されたタスクフ

ォースによって実施されている． 
2016 年時点の政策グループのタスクフォースには，CCS の啓蒙活動や CSLF ウェブサイトのリニュ

ーアルを検討する「コミュニケーション（議長国：サウジアラビア）」，大学等での CCS に係るカリキュラ

ムや研究者交流等の現状やあり方を検討する「学界における CCS（議長国：米国およびメキシコ）」，

金融セクターの関係者と共に CCS へのファイナンシングに関する議論する「CCS のファイナンシング

（議長国：フランス）」がある．このほかに，豪州，カナダ，英国，ノルウェーから約 300 万ドルの出資を

受けて 2009 年に設置された「キャパシティ・ビルディング基金」を管理する「キャパシティ・ビルディン

グ運営評議会（議長国：ノルウェー）」がある．この基金は，中国，インド，ブラジル，メキシコ，南アフリ

カといった途上国の CSLF 加盟国が CCS に関するワークショップ等を実施するのに際して，経済的

支援を行うことを目的としている．また，2013 年に設置された「大規模 CCS プロジェクトにおける国際

協力（議長国：米国および中国）」に係るタスクフォースの成果として，2015 年に「大規模塩水層圧入
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ネットワーク」の設立が合意されている．同ネットワークは 2016 年 8 月現在で具現化されていないが，

大規模あるいは中規模の圧入プロジェクト間のネットワークとして，国際協力や知識共有が推進され

ることが期待される． 
一方，技術グループのタスクフォースには，プロジェクトからの知識共有の推進やプロジェクトのレ

ビューを行う「Project Interaction and Review Team（略称：PIRT，議長国：豪州）」や特定テーマにつ

いての報告書を策定するアドホックなタスクフォースがある．PIRT は CCUS 技術の発展・普及に資す

る研究開発や実証プロジェクトに対して，CSLF としての認定（recognition）を付与するスキームを所

轄する常設タスクフォースになる．PIRT はこのほかに，CSLF 技術ロードマップの策定や更新も実施

している．CSLF 技術ロードマップは 2013 年秋に全面改訂(CSLF ウェブサイト①)され，2017 年秋に

更新版が策定されることになっている．2016 年時点のアドホックなタスクフォースには，「CCS を伴う

バイオエネルギー（議長国：米国），「孔隙利用の改善（議長国：豪州および英国）」，「海域での石油

増進回収（議長国：ノルウェー」がある．いずれも 2015 年秋に設置が合意され，2017 年秋に開催予

定の閣僚級会合へのインプットとして，タスクフォースごとに報告書を策定することになっている．報

告書はいずれも対象技術の現状，技術的課題，提言が主な内容となる．CSLF がこれまでに策定し

た報告書は，CSLF のウェブサイト②で入手することができる． 

2.5.2 IEAGHG 

(1) 概要 
IEAGHG は IEA Greenhouse Gas R&D Programme の略称であり，国際エネルギー機関（IEA）のも

とで締結された実施協定に基づいて 1991 年設立された．IEAGHG はその名称が“プログラム”となっ

ているが，本部を英国に有する機関であり，国の省庁や企業などのメンバーからの拠出金によってそ

の運営および活動が行われている．その目的は，温室効果ガスの削減技術の評価，普及促進，評

価調査の情報発信，国際協力の推進となっている．初期の頃から温室効果ガスの削減技術のうち，

CCS を主な対象として活動してきており，実質的に CCS の国際機関と言える． 

(2) 出資メンバーと組織 
IEAGHG は IEA の関連団体ではあるが，IEA からは組織的にも財政的にも独立した組織であり，

約 10 名の職員を有する．その運営及び活動は，メンバーからの拠出金によって成り立っている．メン

バーには，国を代表する締約メンバーと企業等などのスポンサーとがある．これらのメンバーが

IEAGHG の活動を監督する執行委員会を形成している．2016 年 5 月時点でのメンバーは，締約メン

バーが欧州委員会（EC），石油輸出国機構（OPEC）を含む 18 か国，スポンサーが 15 社となっている

（表 2.5-3）．IEA の非加盟国であるインドや南アフリカのほか，企業がメンバーとなっている点で母体

組織である IEA の成り立ちからは一線を画している．日本からは，公益財団法人地球環境産業技術

研究機構（RITE）が経済産業省からの指名を受けて締約メンバーと参加しているほか，スポンサーと

して日揮が参加している． 
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表  2.5-3 IEAGHG のメンバー（2016 年 5 月現在）  

締
約
国 

豪州 オーストリア カナダ 欧州委員会 フィンランド 

フランス インド 日本 韓国 ニュージーランド 

ノルウェー OPEC 南アフリカ スペイン スウェーデン 

スイス 英国 米国   

ス
ポ
ン
サ
ー 

Chevron CIAB 1) Doosan Babcock EPRI 2) ExxonMobil 

FZJ 3) GE 4) IIE 4) 日揮 Masdar 

Petrobras RWE Shell Statoil Total 

1) Coal Industry Advisory Board 
2) Electric Power Research Institute 
3) Forschungszentrum Jülich 
4) General Electric 
5) Instituto de Investigaciones Electricas 

 

(3) 活動 
IEAGHGの主な活動は，技術調査研究の実施，国際学会の開催，専門家向けワークショップの開

催に大別することができる． 
技術調査研究は 1～3 年程度実施され報告書として発行される．年間の報告書の発行件数はお

およそ 10 件となっている．発行された報告書は，発行後 6 か月間はメンバーのみが閲覧可能である

が，それ以降は IEAGHG のウェブサイト③にて一般公開される．技術調査研究テーマを，IEAGHG
とメンバーから提案されたテーマ案から執行委員会が審議し，決定している．技術調査研究の実施

は，入札を通して外部に委託されることが多い．委託先は主に北米，欧州，豪州の研究機関や大学，

コンサルタントとなっている． 
IEAGHG が開催する国際学会は，2016 年時点で，温室効果ガス制御技術国際会議（Conference 

on Greenhouse Gas Control Technologies，略称 GHGT）と燃焼後回収国際会議（Post-Combustion 
Capture Conference，略称 PCCC）となっている．GHGT 会議は 2 年ごとに開催されており，参加者が

1,000 人を超える CCS 関連の世界最大の学会である．直近では 13 回目の GHGT 会議となる

GHGT-13 が 2016 年 11 月にスイスのローザンヌで開催され，4 日間で 300 件を超える口頭発表と約

600 件のポスター発表がなされた．次回の GHGT-14 は 2018 年秋にアラブ首長国連邦のアブダビで

開催されることになっている．一方，PCCC はその名の通り，CO2 の燃焼後回収に特化した国際会議

である．以前は，専門家向けのワークショップとして実施されていたが，2011 年に国際会議に格上げ

され，それ以降，隔年で開催されている．3 回目の会議である PCCC3 が 2015 年 9 月にカナダのレ

ジャイナで開催され，約 190 名が参加した．発表件数は，口頭発表が 76 件，ポスター発表が 30 件で

あり，規模的には GHGT 会議よりは小さい．次回の PCCC4 は 2017 年に米国で開催される見込みと

なっている． 
専門家向けのワークショップは「ネットワーク会合（network meeting）」と呼ばれている．これは，

IEAGHG がある特定分野の専門家からなるネットワークを管理・運営しており，そのネットワークのメン

バーを対象とした会合との位置づけとなっているためである．IEAGHG が 2016 年時点で運営してい
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るネットワークは，CO2 貯留に関するモニタリング，モデリング，リスク，環境影響の 4 分野，CO2 回収

技術については，酸素燃焼，高温固体ルーピングの 2 分野，また，横断的な分野として CCS プロジ

ェクトのコスト評価の計 7 ネットワークとなっている．CO2 貯留分野については，近年，モニタリングとモ

デリングといった複数のネットワークが合同で会合を行うことが多くなっている．ネットワーク会合の開

催は不定期であるが，例年，GHGT 会議が開催されない奇数年に開催される会合数が多くなる． 

2.5.3 その他 
ここでは，国際エネルギー機関（IEA），グローバル CCS インスティテュート（GCCSI），ロンドン議定

書について概説する 

(1) IEA 
IEA は International Energy Agency の略称であり，日本では「国際エネルギー機関」と呼ばれる．

IEA は第 1 次石油危機を契機として 1974 年に経済協力開発機構（OECD）のもとに設立されたが，

現在では，メンバー国におけるクリーンエネルギーの安定供給に向けての取り組みに対して支援す

ることを目的としている．事務局はフランス・パリにあり，35 か国の OECD メンバー国のうち，29 か国が

参加している（2016 年 8 月現在）． 
IEA は CCS 技術ロードマップを 2009 年および 2013 年に発表し，温暖化対策目標を達成するた

めに必要となる CCS の 2050 年までの普及シナリオや克服すべき課題等をまとめている．普及シナリ

オは，IEA が 2006 年以降 2 年ごとに，また，2014 年以降は毎年発刊している「エネルギー技術展望

（Energy Technology Perspective，ETP）」における分析がベースとなっている． 
2010 年には CCS に特化したチームである「CCS ユニット」が創設され，各種の分析レポートを発刊

しているほか，CCS の法規制などをテーマとしてワークショップの開催などの活動を行っている．最近

の報告書には，2015 年 11 月発行の「石油増進回収に伴う CO2 貯留」や 2016 年 5 月発行の「中国

の既存石炭火力発電所への CCS 導入ポテンシャル」などがある．上記の ETP などの分析レポートは

有料であるが，CCS に特化した報告書は IEA のウェブサイト④から無料で入手することができる． 

(2) GCCSI 
GCCSI は，Global Carbon Capture and Storage Institute の略称であり，和名は「グローバル CCS イ

ンスティテュート」となっている．GCCSIは，2009 年に豪州政府が出資して国際機関として設立された

のち，2015 年から会員からの会費によって運営される体制に移行された．本部を豪州・メルボルン郊

外に有するほか，支部を東京や北京，ブリュッセル，ワシントン DC に有する．2016 年現在のメンバー

数は約 80 の政府機関や企業，研究機関等となっている． 
GCCSI の目的は，知識共有の推進や現実に即した助言・提言を通じて，CCS の開発，実証，普及

を推進することとされている．知識共有では，各種会合やインターネットによるセミナーを精力的に実

施している．各種の報告書も発行しているが，中でも世界の大規模 CCS プロジェクトの状況などをま

とめている「Global Status of CCS」は大規模プロジェクトの動向を把握するうえで有用な情報源と言え

る．ただし，2015 年の会費制への移行後は，その閲覧が会員限定となっている． 

(3) ロンドン議定書 
海底下の地層への CO2 貯留は，ロンドン議定書（London Protocol）において，許可制度の導入や

環境影響評価の実施，環境モニタリングの実施などの条件付きで国際法的に認められている．同議
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定書は国際海事機関（IMO）による国際条約である．その正式名称は，「1996 Protocol to the 
Convention on the Prevention of Marine Pollution by Dumping of Wastes And Other Matter, 1972」で

あり，和名は「1972年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約の 1996 年の

議定書」となっている．議定書は 2006 年 3 月 24 日に国際発効し，2016 年 3 月現在で 47 か国が批

准している．日本は，1980 年 10 月 15 日に批准し，同年 11 月 14 日に国内発効している． 
海底下地層に貯留される CO2は，2006 年に採択されたロンドン議定書の改正により投棄可能な廃

棄物となった．この改正が 2007 年に国際発効したことにより，海底下への CO2 貯留が国際法的に認

められることとなった．CO2 の海底下貯留のガイドラインとして，「2007 年 CO2 隔離ガイドライン」が採

択され，2012 年にはその改訂版が採択されている． 
現在の懸案事項として，海底下貯留を目的とした CO2 の輸出がある．海洋への投棄を目的とした

廃棄物の輸出が，ロンドン議定書の 6 条において禁止されているが，関係各国間で合意がある場合

に国境を越えて CO2 を輸送することを可能とする改正が 2009 年に採択された．この改正の発効には

加盟国の 2/3 以上の批准が必要となるが，批准国はわずか 3 か国（2016 年 3 月現在）に留まってい

る．このため，現状では，海底下貯留を目的として CO2 を輸出することができず，しかも，その解決の

目途が立っていない状況にあると言える． 
日本における CO2 の海底下貯留は，「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」，いわゆる

「海防法」によって規定されている．この海防法の CO2 海底下貯留に係る条項は，ロンドン議定書に

基づくものとなっている．海防法はロンドン議定書が対象とする海域での CO2 圧入だけではなく，傾

斜井やパイプラインを用いた陸域からの CO2 圧入も対象としている点がひとつの特徴と言える． 
 

引用文献： 
公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)：平成 28 年度地球環境国際連携事業 
（CCS 国際連携事業（CCS 関連国際機関等との連携事業））調査報告書，pp. 4-78，2016. 
CSLF のウェブサイト：https://www.cslforum.org/cslf 

① https://www.cslforum.org/cslf/sites/default/files/CSLF_Technology_Roadmap_2013.pdf 
② https://www.cslforum.org/cslf/Resources/Publications 

IEAGHG のウェブサイト：http://www.ieaghg.org/ 

③ http://www.ieaghg.org/publications/technical-reports 
IEA のウェブサイト：https://www.iea.org/ 

④ https://www.iea.org/topics/ccs/publications/ 
GCCSI のウェブサイト：http://jp.globalccsinstitute.com/ 
ロンドン議定書のウェブサイト： 
http://www.imo.org/en/OurWork/Environment/LCLP/Pages/default.aspx

https://www.cslforum.org/cslf
https://www.cslforum.org/cslf/sites/default/files/CSLF_Technology_Roadmap_2013.pdf
https://www.cslforum.org/cslf/Resources/Publications
http://www.ieaghg.org/
https://www.iea.org/
http://jp.globalccsinstitute.com/
http://www.imo.org/en/OurWork/Environment/LCLP/Pages/default.aspx


 

47 

 

3. CCS の実証実験事例 

3.1 これまで実施された主な実証実験 
これまで世界中で年間数十万トン以上の CO2 を回収し，貯留する大規模なプロジェクトが多く実施

されてきている．この内，石油増進回収（EOR: Enhanced Oil Recovery）では石油の生産が減衰した

貯留層に CO2 を圧入すると石油の増産に効果があることから，石炭ガス化プラント等で分離回収され

た CO2 を石油開発会社が買い取って油層に圧入しており，CO2 の回収・貯留が商業的に成り立って

いる．しかし，それ以外のプロジェクトでは国の支援を受けた，または将来の国の政策（炭素税の導

入など）を見越した自主的な CO2 の回収・貯留であり，国の政策や支援の変更から延期や中止にな

ったプロジェクトも多い． 
ここでは大規模な CO2 回収貯留として長年続けられている 4 つのプロジェクト（ノルウェーの

Sleipner，カナダの Weyburn，アルジェリアの In Salah，日本の長岡）について紹介する． 

3.1.1 Sleipner 

(1) 概要（GCCSI①の資料を引用・参考） 
Sleipner ガス田は北海中央部でノルウェーの Stavanger の西―南西約 240km のイギリスとの国境

付近に位置している．水深約 80m の海底にプラットホームを立て，12.5km 離れた東ガス田と西ガス

田を開発している．東ガス田は1993年に，西ガス田は1996年にそれぞれ操業を開始している．2012
年の生産量は 1 日 153 千バレルでその 8 割は西ガス田からの生産である．西ガス田から生産される

天然ガスには 4～9％の濃度の CO2 が含まれており，ガス中の CO2 濃度を欧州連合加盟国向けの輸

出規格の 2.5%未満に減らす必要がある．そこで，ガスの精製基地においてアミン法により CO2 を回

収し，当初は大気へ放出していた．ノルウェー政府が地球温暖化への対策として 1991 年に炭素税を

導入したことから，ガス田の運営会社である Statoil 社は，回収した CO2 を海底下の帯水層に圧入す

ることにした．これは世界ではじめての深部帯水層への CO2 貯留プロジェクトとなった．ノルウェーの

炭素税は年によって異なるが，1996 年は CO2 が 1 トンあたり 210 NOK(35US$)で，2013 年は 410 
NOK(70US$)である． 

この地域は石油開発のため多くの坑井が掘削されており，CO2 圧入サイト周辺 20km 以内にも 30
本程度の坑井があるとされている．調査の結果，Sleipner 東ガス田地下の Utsira 層と呼ばれる砂岩

層が貯留層として選定された．Utsira 層は海底下約 800～1000m にあり，キャップロックはガスが詰ま

った地層で，層厚 700m である(図 3.1-1)．Utsira 層は 26,000km2 も広がっており，間隙率は 35～

40％程度，透水係数が１Darcy より大きい透水性の高い砂層で（Eiken et al, 2011），25 百万トンの貯

留能力があると推定されている． 
CO2の注入は 1 本の坑井で行われており，この坑井は傾斜掘削で最大傾斜は 83 度あり，深さ 1km

で 2.4km 偏距している．坑井内に設置された 9 5/8 インチケーシングは坑底部の 38m 区間がパーフ

ォレーションにより穴が開けられ，その中に挿入された 7 インチの高品質ステンレス管（25％Cr）のチ

ュービングを通して CO2 が坑内に圧入され，ケーシングの穴から地層に圧入されている． 
なお，炭素税を回避するためノルウェーでは Snohvit でも CO2 の回収貯留が行われている． 
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図  3.1-1 ノルウェーSleipner における天然ガスの生産と回収された CO2 の海底下地層へ

の貯留の概念（IPCC, 2005）  
 

(2) 実績 
Sleipner での CO2 の圧入は，1996 年 9 月から開始され，2015 年 6 月迄に約 15.5 百万トンの CO2

が圧入された．CO2 圧入量のピークは 2004 年で年間百万トン以上圧入されたが，その後生産する石

油内の CO2 の含有量が減ったこともあり，2010 年時点では年間約 0.85 百万トン圧入している．CO2

の純度は 98％で残りの 2％はほとんどメタンである．坑口の温度は 25℃で圧力は 6.2-6.5MPa である．

坑底の温度は 48℃と推定され，これはオリジナルの地層の温度より 13℃程度高い． 
このプロジェクトでは帯水層中に圧入した CO2 の挙動を，反射法地震探査の繰り返しなどによりモ

ニタリングしており，これまで 8 回の探査が実施されている．図 3.1-2 は 1994 年の CO2 の圧入開始

前から 2006 年までに実施された反射法地震探査の結果で，1994 年の時点では，図の上の深度断

面図にも下の平面図にも CO2 の圧入箇所付近に反射波を示す領域は認められていないが，CO2 圧

入後の 2001 年には深度断面図および平面図でも CO2 の圧入箇所付近に強い反射波が認められた．

その後，この反射波の領域の拡がりは深さ方向にはあまり変化せず，徐々に北北東―南南西の水

平方向に拡大している様子が認められ，この範囲に CO2 が貯留されていると評価されている

（Chadwick et al., 2009）．なお，反射波を示す領域が浅部に拡がっている様子は認められないことか

ら，圧入された CO2 が海底や海中に漏洩している可能性はないと推定されている． 
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図  3.1-2  Sleipner における CO2 圧入域周辺の反射法地震探査の結果．  
上は深度断面，下は平面図で 1994 年の CO2 圧入開始前から 2006 年までの変化を示して

いる（Chadwick et al., 2009) 
 

3.1.2 Weyburn 

(1) 概要（GCCSI②の資料を引用・参考） 
カナダのサスカチュワン州にある Weyburn 油田では，米国ノースダコタ州の石炭ガス化炉で回収

された CO2 を液化して，約 320km のパイプラインで輸送し，生産が衰えた油田に CO2 を圧入すること

により，生産量を回復させている（図 3.1-3 参照）．圧入した CO2 の一部は石油に混ざって回収され

るが，石油層に残された CO2 は貯留されたものと評価している．CO2 を圧入している貯留層は，深さ

約 1450m にある Mississippian Charles 累層の Midale 層の炭酸塩岩で，層厚は 30m 以下の薄層

である．Midale 層は下部が石灰岩の Vuggy 層，上部が苦灰岩の Marly 層からなり，その上位は硬

石膏からなるキャップロックがある．貯留層内のフラクチャーは，広域水平主応力に平行な NE-SW 
方向に卓越している．従って，生産井はフラクチャーの走向に平行でほぼ水平に掘削されている． 

2000年よりWeyburn油田へのCO2圧入が開始され，2005年からは隣接するMidale油田へのCO2

の圧入も始められた．Weyburn 油田には 40 百万トン，Midale 油田には 10 百万トンの CO2 貯留能力

があると推定されている． 
なお，最近では，2013 年にカナダの Boundary Dam 石炭火力発電所で回収された CO2 も

Weyburn の石油層に圧入し，世界で初めての火力発電所からのCO2放出削減の商業化プラントとな

っている（3.2 節参照）． 
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図  3.1-3  Weyburn における石油増進回収（EOR）のための CO2 圧入（IPCC, 2005）  
 

(2) 実績 
2000 年より年間百万トン規模で CO2 の圧入が行われており，2005 年 10 月からは近くの Midale

油田にも CO2 の圧入が開始された．2015 年現在，年間 2.4 百万トンの CO2 が Weyburn 油田に，0.6
百万トンの CO2 が Midale 油田に圧入されている． 

ここでは，CO2 モニタリングのための繰返し 3 次元 3 成分反射法地震探査が，1999 年のベースラ

イン計測を始め，2001，2002，2004，2007 年に実施された．その結果の平面図を示したものが図 
3.1-4 である．貯留層からの反射波の振幅の負の異常域（negative amplitude difference）が CO2 注入

量の増加（時間の経過）とともに拡大していることが確認された（White, 2009）． 
これらの反射法地震探査の結果などから，これまで圧入された CO2 はほぼ水平に拡がり，地表面

付近への CO2 の漏洩はないとされている． 
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図  3.1-4  W e y b u r n に お け る 繰  り  返し反射法地  震探査結  果  
（黄色部は反射波の振幅が大きい領域を示す）（  White，  2009）  

 

3.1.3 In Salah 

(1) 概要（GCCSI③の資料を引用・参考） 
In Salah ガス田はアルジェリア南部の中央サハラ地域にあり，遠隔地にあるため近年まで開発が進

められていなかったが，1990 年代半ば頃より開発が進められ，2004 年から生産が開始されている．

産出ガスには CO2 が濃度 5～10％含まれており，これをこの地域における輸出規格である 0.3%以下

に調整するために CO2 の回収が必要となった．石油生産に伴い最大で年間 6.6 億 m3，プロジェクト

全期間で 120 億 m3 の CO2 が発生することが予測されており，そのすべての CO2 が 98%の濃度で

地中に貯留される計画である．アルジェリアの国営炭化水素公社 Sonatrach と BP，Statoil の共同プ

ロジェクトとして進められている． 
CO2 貯留層として複数の層が調査された結果，ガス田北部の Krechba フィールドのガス貯留層

（石炭紀帯水層）が選定され，図 3.1-5 と図 3.1-6 に示すようにガス生産井（KB-5）の周囲 3 ヶ所に 3
本の CO2 圧入井（KB-501, KB-502, KB-503）が掘削されて，地下 1,800m の帯水層へ，ガスの生産

と CO2 の圧入が同時に行われている．BP が事前に実施した予測シミュレーションでは，圧入した

CO2 は約 30 年後にガスの貯留部に到達するが，ガス生産終了後であり（生産期間 25～30 年），産

出ガスへの影響はないとされている． 
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図  3.1-5  In Salah における CO2 貯留の概念（IPCC, 2005）  
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図  3.1-6  In SAR による CO2 圧入域周辺での地表の隆起  
（暖色）沈降（寒色）の変化  (Mathieson et al., 2010) 
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(1) 実績 
CO2 の圧入は 2004 年 8 月から開始され，設計圧入量は 1.2 百万トン／年で，2010 年から 2011

年にかけての圧入量は約百万トン/年であった． 
KB-502 井で実施されたトレーサ試験では，モニタリング井（KB-5）にトレーサの出現が認められ，

解析の結果均質モデルから予想した速度より 3 倍も速く流動していることが判った．これは，地層内

の不均質性のためと評価されている（Bjornara et al., 2014）． 
また，In SAR（合成開口レーダー）の解析によれば，図 3.1-6 に示すように CO2 の圧入域では，地

表の隆起が年間 5mm 程度認められ，一方石油生産域では地表の沈降が年間 1mm 程度認められ

ている（Mathieson et al., 2010）． 
In Salah では 2011 年 6 月から操業が停止されているが，モニタリングは続けられている． 
 

3.1.4 長岡 

(1) 概要（RITE, 2006） 
日本国内においては，2000 年度と 2001 年度は国立研究法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO）からの委託事業として，2002 年度以降は経済産業省の補助金交付事業として，公益

財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）がCO2の地中貯留実証実験を実施した．本実証試験

の目的は，1) 二酸化炭素の地中挙動に関する理解，2) 既存技術の二酸化炭素地中貯蔵への適

用性検証とされている． 
実験が行われた場所は新潟県長岡市岩野原で，図 3.1-7 に示すように既存の天然ガス生産基地

で，地下深部の帯水層を対象として CO2 が圧入された．CO2 圧入実証試験の対象としたのは，地表

下約 1,100m に分布している灰爪層で，細～中粒砂岩，砂質シルト岩，砂岩･泥岩互層からなり，石

灰質の砂岩を伴い，西山丘陵では下位の西山層を不整合で覆うとされる．貯留層は，上下を泥岩に

よって挟まれ，薄い泥岩を挟在する砂岩あるいは礫岩であり，岩相の相違から大きく 5 つのゾーン

Zone-1～5（内 Zone-1～4 がⅠc 層，Zone-5 が下部砂岩層）に区分され，それらは岩野原基地内

および周辺の既存坑井で連続的に追跡可能である．これらのうち上位から 2 つ目の Zone-2 の浸透

性が貯留層内では最も良好であることから，二酸化炭素の圧入対象として Zone-2 選定が選定され

た．キャップロック（層厚 131.5～149.5 m）は泥岩を主体とし，極細粒～細粒砂岩を挾在する．泥岩

は灰色～暗灰色を呈し，部分的にオリーブ色を帯びる．また，塊状であることが多く，シルト岩偽礫お

よび貝殻片を含む． 
圧入井の周囲 3 ヶ所に観測井を掘削し，弾性波トモグラフィなどの計測が実施され，挙動予測シミ

ュレーションと結果の比較が行われている．CO2 の挙動を観測するためのモニタリングは現在も継続

して実施されている． 
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図  3.1-7  RITE による岩野原実験場における CO2 貯留実証実験の概念(RITE web site よ

り) 
 

(2) 実績（RITE, 2006） 
2003 年 7 月 7 日の圧入開始後，試運転･機器調整，圧入性試験を経て 2003 年 8 月 12 日より

圧入レート 20 t-CO2/日での連続圧入運転を開始し，2004 年 3 月 10 日～4 月 29 日の二酸化炭素

供給工場の定期点検による圧入休止時点の累計圧入量は 3,977.2 t-CO2 であった．2004 年 4 月 30 
日より圧入レート 40 t-CO2/日で再開された連続圧入運転は，夏季の二酸化炭素供給逼迫期の圧入

休止（7 月 7 日～8 月 11 日），10 月 23 日午後 17 時 56 分発生の新潟県中越地震による圧入

中断（10 月 24 日～1 月 5 日）を経て，2005 年 1 月 11 日まで継続され，同日正午に最終累計圧

入量 10,405.2 t-CO2 をもって完了した． 
圧力・温度計測は，圧入対象である貯留層 Zone-2 の圧力・温度変化を連続的に直接測定するも

ので，圧入井 CO2-1 坑では圧入区間（深度 1,093～1,105mMD）につながるチュービング内の深度

1,072.46mMD および観測井 CO2-4 坑のケーシングの外側深度 1091.5mMD の 2 箇所に設置し

た圧力・温度計で，二酸化炭素圧入開始前の 2003 年 6 月 23 日より，原則として 5 分間隔でデータ

の取得を開始した． 
3 本の観測井を利用して，坑井内計測（比抵抗検層，中性子検層，ガンマ線検層，音波検層）お

よび坑井間の弾性波トモグラフィによる地下の物性データの取得が行われ，帯水層での CO2 の挙動

の把握が試みられた．図 3.1-8 に示すように弾性波トモグラフィにより，CO2 が貯留された領域が弾性

波速度の低下域として検出されることが判った（斉藤他, 2008）． 
また，日本の地質構造の特性を考慮した CO2 長期予測シミュレータが開発され，それにより圧入さ

れた CO2 が 1000 年にわたり安全に貯留できると評価されている．CO2 の圧入停止後も継続してモニ
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タリングが続けられ，貯留した CO2 がほとんど移行していないことや，地下深部の圧入箇所周辺での

地下水の変化などが観測されている． 
 

 

図  3.1-8 弾性波トモグラフィによる CO2 貯留領域の検出結果（斉藤他 , 2008）  
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3.2 近年開始された・今後実施予定の主な実証実験 
本節では，CCS の実証実験事例として，近年開始された，あるいは今後実施予定の実証実験に

ついて，その概要を紹介する．取り上げる実証実験としては，グローバル CCS インスティテュート

(GCCSI)により取りまとめている大規模な実証実験(年間 100 万トン程度の回収・貯留 CO2 を取り扱う

プロジェクト)に関する情報(GCCSI，2016)をもとに整理した．図 3.2-1，図 3.2-2 に，取り上げた実証

実験の行われているおおよその位置を示す．また表 3.2-1 に，取り上げた実証実験について，主な

データを比較したものを示す．なお，回収・貯留 CO2 量が年間 100 万トンよりも少量であるものの，我

が国においても苫小牧において実証実験が開始されていることから，これについても取り上げること

とする． 

3.2.1 近年開始された主な実証実験 

(1) Pertrobras Lula Oil Field CCS プロジェクト 
本プロジェクトは，ブラジル Pertrobras において，2013 年度より回収が開始されたプロジェクトであ

る．天然ガスに含まれる CO2 を膜分離により回収するとしており(GCCSI，2016)，この新規回収プラン

トにより年間 70 万トンの CO2 が回収可能としている．この回収施設は，リオデジャネイロ沿岸 300km
にある Santos 堆積盆の海上において生産された天然ガスプラントに付近に位置する．回収された

CO2 は，Santos 堆積盆の海面下 5000～7000m の炭酸塩岩の地層に EOR(石油増進回収法)のため

に注入される．現状では 10 本の天然ガス生産井と 8 本の EOR のための注入井が掘削され，操業さ

れている． 

(2) Lost Cabin Gas Plant 
本プロジェクトは，Denbury Resources によって実施されているもので，2013 年より CO2 回収が開始

された．アメリカ・ワイオミング州 Lost Cabin Gas Plant において，天然ガス精製から物理吸収法

(Selexol：ポリエチレングリコールのジメチルエーテル溶液)を用いて，燃焼前に CO2 を回収するよう，

既設プラントを改良すること(レトロフィット)によりCO2回収を実施している．回収の能力は年間最大90
万トンとなっている．回収した CO2 はパイプラインによって，374km 離れたモンタナ州の Bell Creek 油

田まで輸送し，地下 1400m の白亜紀の泥質岩(Bell Creek 層)に EOR のために注入する．貯留量は，

2014 年に年間 100 万トンに達している． 

(3) Coffeyville Gasification Plant 
本プロジェクトは，Chaparral Energy 他によって実施されているもので，2013年よりCO2回収が開始

された．アメリカ・カンザス州南東部の Coffeyville にある石油コークスを用いた肥料製造プラントにお

いて，レトロフィットにより物理吸収法(Selexol)で CO2 回収を行う．CO2 回収能力は年間 100 万トンで

ある．回収 CO2 は径 20cm のパイプラインによりアメリカ・オクラホマ州まで 112km 離れた North 
Burbank 石油鉱区に輸送され，地下 914m にあるペンシルベニア紀の Burbank 砂岩層に EOR のた

め注入される．2013 年の時点で 1 日 2400 トンの CO2 を注入した実績がある． 

(4) Air Products メタン改質 EOR プロジェクト 
本プロジェクトは，回収部分は Air Products and Chemicals, Inc. ，輸送と貯留は Denbury 

Resources により実施されているもので，2013 年より CO2 回収が開始された．アメリカ・テキサス州
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Jefferson County の Port Arthur にある Valeo Energy refinery と呼ばれる水素製造プラントにおいて，

レトロフィットにより固体吸収法(VSA：Vacuum Swing Absorption)で CO2 回収を行う．CO2 回収能力

は年間 100 万トンである．回収された CO2 は径 20～61cm のパイプラインにより 158km 離れた West 
Husting 油田まで輸送され，地下約 1700m にある Frio 砂岩層に EOR のため注入を行っている．貯

留量は年間約 100 万トンであり，貯留された CO2 はモニタリング，検証，説明のための

MVA(Monitoring，Verification，Accounting)プログラムにより各種計測・モニタリングが行われてい

る． 

(5) Boundary Dam CCS プロジェクト 
本プロジェクトは，カナダ・サスカチュワン州政府の所有する SaskPower が中心となり実施されてい

るものであり，2014 年 10 月より CO2 回収が開始された，発電部門としては世界初の大規模 CCS プロ

ジェクトである．サスカチュワン州にある Boundary Dam 石炭火力発電所の Unit3(改良前出力

139MW)において，レトロフィットにより化学吸収法(アミン)で CO2 回収を行う．改良後の出力は

110MW であり，CO2 回収能力は年間 100 万トンである．回収された CO2 は，66km 離れた Weyburn
石油鉱区と 2km 離れた Aquistore プロジェクトの地点まで，それぞれパイプラインで輸送される．

Weyburn 石油鉱区では，地下 1500m にある地層に EOR の目的で注入が行われる．注入量は 2012
年より 10 年間，年間 100 万トンの注入量とする計画である．また，Aquistore プロジェクトでは，地下

3400m にある Willson 堆積盆の Winnipeg 層と Deadwood 層をターゲットとして，日量 1000 トンの CO2

を注入する計画であり，地表では 150m 離れた同深度の坑井が掘削され，モニタリングが実施される

計画となっている． 

(6) Uthmaniyah CO2 EOR 実証プロジェクト 
本プロジェクトは，サウジアラビアの Saudi Aramco により実施されている，中東で初めての大規模

CCS 実証プロジェクトであり，2015 年から CO2 の回収が開始された．回収する CO2 は天然ガスの精

製過程に由来するものであり，純粋な CO2 を圧縮すること等によって得られる．回収装置は既設設備

の改良(レトロフィット)により建設されたもので，回収能力は年間 80 万トンである．回収された CO2 は

85km のパイプラインにより輸送され，地下 1800～2000m のジュラ紀の有機物を多く含む泥岩層に

EOR を目的として注入される．貯留サイトでは，4 本の注入井，4 本の生産井，2 本の観測井が掘削さ

れ，3～5 年かけてプロジェクトが進められる予定となっている．また，このプロジェクトでは，貯留した

CO2 をモニタリングする新しい技術を適用する予定となっている． 

(7) Quest 
本プロジェクトは，シェル(Shell Canada Energy)，シェブロン(Chevron Canada Limited)，マラソンオ

イル(Marathon Oil Canada Corporation)の三社のジョイントベンチャーにより設立されたアサバスカ・

オイル・サンド・プロジェクトにより回収，輸送，貯留のすべてが運営されており，2015 年 11 月から

CO2 回収が開始された，地下深部帯水層に CO2 を貯留する初の大規模プロジェクトである．カナダ・

アルバータ州のオイルサンドから水素を製造する施設において分離された CO2 を用いて，レトロフィ

ットにより化学吸収法(アミン)で回収するものであり，能力は年間 100 万トンである．回収された CO2

は径 32cm のパイプラインにより 64km 離れた地点まで輸送され，地下約 2000m にあるカンブリア紀

の塩基性砂岩の帯水層を対象に貯留を行う．CO2 の注入には 3 本の坑井を用いて，年間 100 万トン
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の CO2 貯留を見込んでいる．モニタリング項目としては，地表や浅部坑井を用いた CO2 のモニタリン

グ，VSP(坑井内地震探査法)や 3 次元地震探査などが挙げられている． 
 
 

 

図  3.2-1 近年開始された・今後実施予定の主な実証実験位置図  
 

GorgonPertrobras Lula

Abu Dhabi

Uthmaniyah

図3.2-2に拡大図
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図 3.2-2 近年開始された・今後実施予定の主な実証実験位置図(北米大陸拡大) 

 
表 3.2-1 近年開始された・今後実施予定の主な実証実験リスト 

 
 
 

3.2.2 今後実施予定の主な実証実験 

(1) Kemper County エネルギー施設 
本プロジェクトは，CO2 の回収・輸送に関しては Mississippi Power，貯留に関しては Denbury 

Resources がそれぞれ運営するものであり，プロジェクトの名称は回収の設備がアメリカ・ミシシッピ州

Quest

Boundary Dam

Lost Cabin

Coffeyville
Kemper County

イリノイ

Petra Nova
Air Products

プロジェクト名 所在地 回収開始 回収方法 回収能力 輸送方法 主な貯留方法
1) Pertrobras Lula ブラジル 2013 膜分離/燃焼前回収 70万トン/年 なし EOR
2) Lost Cabin アメリカ 2013 物理吸収法/燃焼前回収 90万トン/年 パイプライン(374km) EOR
3) Coffeyville アメリカ 2013 物理吸収法/工業的回収 100万トン/年 パイプライン(112km) EOR
4) Air Products アメリカ 2013 固体吸収法/工業的回収 100万トン/年 パイプライン(158km) EOR
5) Boundary Dam カナダ 2014 化学吸収法/燃焼後回収 100万トン/年 パイプライン(66km) EOR
6) Uthmaniyah サウジアラビア 2015 圧縮/燃焼前回収 80万トン/年 パイプライン(85km) EOR
7) Quest カナダ 2015 化学吸収法/工業的回収 100万トン/年 パイプライン(64km) 帯水層貯留
8) Kemper County アメリカ 2016 物理吸収法/燃焼前回収 300万トン/年 パイプライン(98km) EOR
9) Petra Nova アメリカ 2016 化学吸収法/燃焼後回収 140万トン/年 パイプライン(132km) EOR

10) Abu Dhabi UAE 2016 化学吸収法/工業的回収 80万トン/年 パイプライン(43km) EOR
11) Gorgon オーストラリア 2017 化学吸収法/工業的回収 340～400万トン/年 パイプライン(7km) 帯水層貯留
12) イリノイ アメリカ 2016 発酵/工業的回収 100万トン/年 パイプライン(1.6km) 帯水層貯留
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の Kemper County にあることによる．2016 年に回収を開始する予定となっている．CO2 の回収は，

Kemper County に石炭ガス化複合発電(IGCC)所を新設し，物理吸収法(Selexol)により回収を行う．

現状では，回収能力の年間 300 万トンは世界一である．回収された CO2 は，径 36cm のパイプライン

により，98km離れたミシシッピ油田(Mississippi oil field)にEORのため注入することとなっているが詳

細は未定である．EOR には年間 100 万トンの CO2 を用い，回収できる残り年間 200 万トン相当の CO2

は既設パイプラインに接続することとなっている． 

(2) Petra Nova CO2 回収プロジェクト 
本プロジェクトは，回収に関しては NRG エナジーと日本の JX 石油開発の二社によるジョイントベ

ンチャー，輸送・貯留に関しては回収のジョイントベンチャーにヒルコープ(Hilcorp Energy Company)
を加えたジョイントベンチャーにより運営されているものであり，2016 年に CO2 の回収を開始すること

としている．アメリカ・テキサス州 Huston 近郊にある石炭焚火力発電所 W.A.Parish 発電所の Unit8
において，レトロフィットにより化学吸収法(アミン)で CO2 を燃焼後回収する．回収能力は年間 140 万

トンであり，燃焼後回収としては現状で世界最大のプロジェクトとされている．回収された CO2 は径

30cm のパイプラインにより 132km 離れた地点まで輸送され，地下 1640～2066m にある Frio 層と呼

ばれる砂岩層に EOR のため注入される．はじめは約 9 本の注入井と 16 本の生産井により EOR を

開始し，20 年間で 130 本ずつの注入井と生産井を利用することとしている． 

(3) Abu Dhabi CCS プロジェクト 
本プロ ジェクトは， 回 収・輸送 に 関しては ADNOC(Abu Dhabi National Oil Company) と

Masdar(Abu Dhabi Future Energy Company)のジョイントベンチャー，貯留は ADNOC により運営され

る，世界初の鉄鋼部門から排出された CO2 を対象とした大規模 CCS プロジェクトである．2016 年に

回収を開始する計画となっている．鉄鋼生産に伴い発生した CO2 を分離後，新設のプラントにおい

て化学吸収法(アミン)により回収する．回収能力は年間 80 万トンとなっている．回収した CO2 は径

20cm のパイプラインにより 43km 離れた地点まで輸送され，アラブ首長国連邦(UAE)の Abu Dhabi
油田における炭酸塩岩の貯留層をターゲットとして EOR のために注入される．2009 年から 2011 年に

かけて，パイロットプラントで CO2 注入井・生産井・観測井それぞれ一本掘削し，日量 60 トンの貯留を

実施済みである． 

(4) Gorgon CO2 貯留プロジェクト 
本プロジェクトは，シェブロン(Chevron)，シェル(Shell)，エクソンモービル(ExxonMobil)，大阪ガス，

東京ガス，中部電力のジョイントベンチャーにより運営されている，帯水層への貯留が世界最大とな

る見込みのプロジェクトである．GCCSI では，2017 年より回収が開始される見込みであるとしている．

回収能力は年間 340～400 万トンとなっている．オーストラリア・西オーストラリア州の Barrow 島にお

いて実施されている．天然ガスを生産する Gorgon ガス田では，もともと天然ガスに 14%程度の CO2

を含有しており，製品にするためにはこの含有率を 7%程度まで低減する必要がある．このため，この

精製過程で生じる CO2 を新規プラントにおいて化学吸収法(アミン)により回収し，7km 離れた地点ま

でパイプラインにより輸送する．輸送された CO2 は Barrow 島の地下約 2300m にある Dupuy 層と呼

ばれる砂岩層に注入する計画となっている．プロジェクト全体で 1 億トン(100 メガトン)の CO2 を貯留

する計画である． 
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(5) イリノイ CCS プロジェクト 
本プロジェクトは，ADM 社(Archer Daniels Midland)によりアメリカ・イリノイ州の Decatur において実

施される，世界初の大規模バイオ CCS プロジェクトであり，2016 年の早期に回収を開始する計画とな

っている．トウモロコシからエタノールを製造するプラントにおいて生じる CO2 を分離し，レトロフィット

のプラントにおいて発酵の過程で回収する．回収の能力は年間 100 万トンである．回収された CO2

は径 20cm のパイプラインで 1.6km 離れた地点まで輸送され，地下 2130m にある Mt. Simon 層と呼

ばれる砂岩層に注入する．注入井と観測井を 1 本ずつ掘削し，地表を含めたモニタリングを実施す

る計画となっている． 
 

3.2.3 苫小牧 CCS プロジェクト(JCCS，2016) 
我が国では，経済産業省による委託事業「二酸化炭素削減技術実証試験事業」を受託した日本

CCS 調査株式会社(JCCS)により，北海道苫小牧市において CCS 大規模実証試験を 2012 年度より

開始している．2012～2015 年度にかけて CO2 の供給源から CO2 を分離・回収するための設備と，地

下へ CO2 を貯留するための設備を設計・建設するとともに CO2 の圧入井・観測井を 2 本ずつ掘削し

た．また，既存井 1 本を観測井に転用した． 
商業運転中の製油所の水素製造装置から生成されるガスに含まれる CO2 を分離した後，1.4km あ

るパイプラインで輸送し，化学吸収法(アミン)により回収し，2 本の注入井によって地中に圧入する．

貯留層は垂直深度約 1100～1200mの萌別層(新第三紀砂岩層)，垂直深度約 2400～3000mの滝の

上層(新第三紀火山岩類)であり，年間 10 万トン以上の貯留を目標に 2016 年度より圧入が開始され

た．今後 3 年間圧入を継続して圧入を行い，その後 2 年間，2020 年度までモニタリングを継続するこ

ととしている．モニタリング項目としては，注入井・観測井における温度・圧力，観測井および海底に

おける微小振動・自然地震，2 次元・3 次元の弾性波探査，CO2 の濃度等である． 
 

引用文献： 
GCCSI(Global CCS Institute)ホームページ: 
http://www.globalccsinstitute.com/projects/large-scale-ccs-projects , 2016/08/05 閲覧. 
日本 CCS 調査株式会社(JCCS)ホームページ：  
http://www.japanccs.com/business/demonstration/ ，2016/08/05 閲覧. 

  

http://www.globalccsinstitute.com/projects/large-scale-ccs-projects
http://www.japanccs.com/business/demonstration/
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3.3 我が国が参画するモニタリング研究プロジェクト事例 

3.3.1 英国での浅海底下 CO2 放出実験（QICS） 

(1) QICS の概要 
CCS の実施においては，地中に貯留した CO2 が大気中や海中に漏出しないように地下深部に圧

入される．しかし，安全・安心な CCS の実施のためには，万一漏出した場合の周辺への環境影響，

および漏出の発生や漏出箇所の検知・特定方法をあらかじめ検討しておく必要がある． 
QICS（Quantifying and Monitoring Potential Ecosystem Impacts of Geological Carbon Storage, 

originally Quantifying Impact of Carbon Storage）は英国プリマス海洋研究所の Jeremy Blackford 博

士をプロジェクトリーダーとし，英国研究委員会（Research Councils UK），英国自然環境調査局

（Natural Environment Research Council），スコットランド政府および日本の複数の機関が資金を出し

合い，英国と日本の大学や研究機関の研究者が参加したプロジェクトである．英国からの参加機関・

団 体 は Plymouth Marine Laboratory, Scottish Association for Marine Science, National 
Oceanography Centre, British Geological Survey, University of Southampton, University of 
Edinburgh, Heriot-Watt University で，日本からの参加機関・団体は公益財団法人地球環境産業技

術研究機構，九州大学カーボンニュートラル･エネルギー国際研究所，株式会社環境総合テクノス，

一般財団法人電力中央研究所，東京大学，独立行政法人 産業技術総合研究所である． 
QICS では 2012 年に英国スコットランドの Oban に近い Ardmucknish 湾において，海底下から人

為的に CO2 を海中に漏出させる実験を実施した（図 3.3-1 参照）．QICS や現場実験の概要につい

ては QICS の web site に掲載されているほか，Blackford et al. (2014)による論文や，International 
Journal of Greenhouse Gas Control の Volume 38 (2015)に特集号として 21 編の論文（例えば，

Blackford et al., 2015，Taylor et al., 2015 など）発表がなされている．以下はその要約である． 

(2) 実施内容 
a) 実験方法 

CO2 による生物などへの影響については，これまで実験室などで行われているが，現象を単純化

しているため実際の影響については不明な部分が多い．そこで，QICS では実際の海域での CO2 放

出実験を実施することとした．英国における CCS は北海の海底下を CO2 の貯留場所として実施する

可能性が高いことから，北海の海底に類似した地質であること，ダイバーなどによる現場作業や現象

の確認を容易にするため水深 10m 程度であること，地元の了解が得られることなどの条件で実験地

が検討された．その結果，図 3.3-2 に示す英国スコットランド西海岸の漁港 Oban の北北東約 6km に

ある Ardmucknish 湾の海岸から 350m の海底が選ばれた．CCS 現場実験の実施に際しては，地元

に本拠地のあるスコットランド海洋科学協会（Scottish Association for Marine Science，SAMS）が地

元への説明や実験作業の調整を行った． 
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図  3.3-1 QICS 実験の概念（QICS Fact Sheet 5） 
 

現場実験では，まず図 3.3-2 に示すように Ardmucknish 湾沿岸の陸地から沖合へ水平距離で約

350m，水深 10～12m（潮位により変動）の海底下 12m で CO2 を放出するようにボーリング孔を掘削し

た．掘削や CO2 放出による地層の乱れを極力小さくするため，ボーリング孔はフルホールケーシング

で，坑口から約 330m は岩盤中を掘削し，その先の約 20m は未固結堆積物層でケーシングの先端

に取り付けられた長さ 5m のデヒューザー（直系 20mm で 0.5mm のメッシュ）から CO2 が放出された． 
海底下での CO2 放出にあたり，事前にどの程度の流量で放出させるかの検討が行われた．現地

の地質に関する既存の情報は少なく，実験地近傍の砂浜で採取された深さ 3m 程度までの粒度分

布や，地震探査による地下構造の概念図のみであった．海底下の地層は上位から 1～2m の厚さの

粗砂および砂礫（第 1 層），2m 程度厚さの微細シルト質砂（第 2 層），8m 程度の厚さの微細薄層泥

（第 3 層）の 3 層構造と推定されている（QICS Fact sheet 9）．これらのデータから CO2 放出箇所より上

部の地層の孔隙率や透水性が推定され，数値シミュレーションにより流量と実験期間の関係や，流

量と圧力の関係が求められた．地層を破砕せずになるべく早めに CO2 が海底に漏出するように放出

流量の設定が行われた． 
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図  3.3-2 CO2 放出実験場(Ardmucknish 湾)の位置  
 

CO2 の放出は図 3.3-3 に示すように 2012 年 5 月 17 日に開始された（QICS Fact Sheet 5）．はじめ

は 1 日あたり 10kg（10kg/day）程度で，その後徐々に増加させ，最終的には 210kg/day 圧入し，37 日

間で総量 4,200kg 放出させた． 

 

図  3.3-3 CO2 放出流量の変化（QICS Fact Sheet 5） 
 

事前の数値シミュレーションでは CO2 の海底への漏出は，放出開始後 2，3 日の想定であったが，

放出後数時間で局所的に少量の CO2 バブルが海底に出ていることがダイバーにより確認された．こ

れは，天然に存在していたか掘削により生じたか不明であるが，海底下地盤に何らかの流路が存在

し，そこを通して CO2 が流出したものと考えられた． 
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b) 計測結果 
弾性波探査の結果によると，10～80kg/day の放出時には，弾性波探査反射法の深さ断面図（図 

3.3-4 Ⅰ参照）で堆積岩中に鉛直な煙突（Chimney）のような CO2 のパスが第 3 層内に認められた．こ

の煙突は水平面では 5～10m に広がる，亀裂などで構成される流路になっており，CO2 がこのような

流路を流動している可能性が示唆された．この CO2 流動域は，CO2 放出初期は深さ 3m 程度までの

第 3 層内に留まっていたが，一部の CO2 は低透水性の第 2 層内を通り海底に漏出し，CO2 バブルと

なって海中に流出した．その後 CO2 の放出流量が増え 210kg/day になると，弾性波反射法の深さ断

面の第 2 層や第 1 層内にも煙突状の異常域が認められ，その異常域を通して CO2 が海底に漏出し

ている様子が認められている（図 3.3-4 Ⅱ参照）．これは低透水性の第 2 層が CO2 の放出圧力で破

砕され，新たな流路となったものと推定されている． 

 
図  3.3-4 CO2 放出時の弾性波探査の結果で推定された CO2 流動の様子（QICS Fact Sheet 9） 

（Ⅰ:CO2 放出初期，Ⅱ:CO2 大量放出時，赤丸は CO2 放出箇所） 
 

CO2 放出前，放出中および放出停止後 12 か月間に渡り，化学センサ，気泡の音響調査やダイバ

ーによるサンプル採取など様々な手法を組み合わせて，周辺海域の化学的・生物学的影響が評価

された．CO2 放出開始後 33 日目に海底から湧出している CO2 のフラックスをダイバーがバブルを集

めて計測した結果，210kg/day の放出流量に対し，バブルとして湧出した CO2 の量は 31.8kg/day で

あった．このことは，放出させた CO2 の 15%がバブルとして海中に流出し，85%は海底下に留まって

いることを示している．また，CO2 の海中への漏出の早期段階では生物学的な影響は見られなかっ

たが，漏出期間の終盤と漏出終了後の早い段階で微生物の多様性や海底に生息する生物群集構

造の変化が観察され，地層 1cm 深位の微生物の遺伝子に変化があることが確認された．また，海底

や海水中の化学的変化は CO2 漏出の停止直前近くで発生したことが確認された．しかし，これらの

影響は CO2 漏出停止後 17 日以内に元の状態に戻り，長期間続くものではなく限定的であることが示

された． 
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(3) 実験の成果 
QICS の実海域における小規模 CO2 漏出実験により，漏出イベントの検出・モニタリング手法の有

効性を検証するとともに，海底および海水中の物理，化学，生物学的環境への影響が詳細に調査さ

れた．この結果，人為的な海底下からの CO2 漏出による影響は極めて小さく，CO2 の漏出が終わると

短期間で回復することが示された．また，化学センサと気泡音響調査技術の組み合わせた計測によ

り，海底からの CO2 の漏出の検出が可能なことが示された． 
これらの知見は CCS を安全に実施するために必要な基礎データとして活用が期待される．ただし，

今回の結果は湾岸での小規模な CO2 の放出であり，大量の CO2 が漏出する場合は影響が大きくな

ると考えられる．一方，海域の海水流動も重要で，より強く海水が混合すれば CO2 がより速やかに拡

散し，影響はより小さくかつより速やかに回復する可能性もある． 
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3.3.2 インドネシアにおける事例 

(1) プロジェクトの背景と目的 
インドネシアは，2 億 5000 万人という世界第 4 位の人口を抱え，年率 4～6%の経済成長を続け

る東南アジア最大の経済大国である．そのため，資源大国インドネシアにおいても，国内の成長を支

えるための天然資源やエネルギーの開発が国家としての至上命題となっている．しかしながら，国内

の油田は生産量が減退する傾向にあり，2004 年には石油輸出国から輸入国にならざるを得ない状

況になった(Kadir et al, 2012)．また，インドネシアの天然ガスは CO2 の含有量が多いため，開発の急

増は大気中に放散される CO2 の急増につながることが懸念されている．インドネシアも 2015 年の

COP21 におけるパリ協定では 2030 年までに 29%の CO2 を削減することを宣言しており，今後の天然

ガス開発の増加に伴う随伴 CO2 の処理が大きな課題となっている． 
CCS は大量の CO2 を削減できる技術としてインドネシアでも期待されているが，一方で，インドネシ

アでは，減退した油田の増進回収（EOR）の方法の１つとして，天然ガス田の開発で発生した大量の

CO2 を EOR に利用することも考えられている（Gunadi et al., 2005）．しかしながら，国内では CO2 を地

下に圧入，モニタリングしたという実績がないため，それらの技術の導入・開発に対する強いニーズ

がある．そこで，ここで紹介する JST（科学技術振興機構）と JICA（国際協力機構）の共同研究開発

プロジェクトである SATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム）（科学技術振興機

構，2016）は，そのニーズに応えるとともに，地球温暖化という国際的課題を解決することを目的とし

て，日本とインドネシアが共同で CCS に関する技術開発を行うことを提案した（松岡，2015）．具体的

には，日本の京都大学を中心とする大学，研究機関，民間企業とインドネシアのバンドン工科大学を

中心とする大学，研究機関ならびに国営石油会社であるプルタミナ社とが共同で，同社が新しく生

産を始めた中部ジャワ州のグンディガス田から発生する CO2 の一部を利用して，分離・回収，輸送，

貯留・モニタリングの一連のプロセスに関わる研究開発を行うこととした．本プロジェクトは，SATREPS
プロジェクトとしては 2012 年から 5 年計画で進められているが，2016 年にはアジア開発銀行(Asian 
Development Bank: ADB)からの新たな支援が決まり，2022 年までの予定で研究開発が進められる

計画である． 

(2) 研究の内容とこれまでの成果 
本プロジェクトは，CCS に関わる技術の研究開発を主眼としたパイロットプロジェクトである．そのた

め，圧入する予定の CO2 も 2 年間で 20,000 トン（約 30 トン/日）と小規模であり，3.1 節で紹介された

日本の長岡でのパイロットプロジェクトと同規模である．本プロジェクトでは，実フィールドを使って，

CO2 の分離・回収，輸送，地下貯留，モニタリングの一連のプロセスに関連する技術開発や作業を実

施し，最終的には CCS 事業を実施する際に参考にできる作業標準書（SOP：Standard Operation 
Procedures）をまとめることを目的としている．そのため，CO2 の圧入前と圧入後をそれぞれフェーズ 1
と 2 に分け，技術開発を進めている．2016 年 9 月時点ではフェーズ 1 がほぼ終了した段階である．

以下にその概要を述べる．詳細については，JST のホームページ（科学技術振興機構，2016）に各

年度の成果報告書が公開されているので，それを参照いただきたい． 
本プロジェクトを実施しているグンディガス田は，インドネシアの中部ジャワ州に位置する（図 

3.3-5）．プルタミナ社が所有するこのガス田では，2014 年から生産が始まり，1 日当たり約 60 百万立
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方フィートのガスが 12 年間生産される予定である．その過程で発生する 1 日当たり 800 トンの CO2

は大気中に放散される．本プロジェクトでは，そのうちの 1 日 30 トンを分離・回収・液化し，タンクロー

リーにて約 40km 離れた同じくプルタミナ社所有の既存井に圧入する計画である． 

 

図  3.3-5 プロジェクトサイト（グンディガス田）の位置．  
左上図の矩形範囲が右下図  (Kadir et al.(2012)に一部追記)．  

 
フェーズ１の研究では，まず，圧入井近傍の最適な貯留層の選定および貯留性能の評価を目的

に．圧入井周辺の広域地質データから始まり，既存井で得られた地質，検層，孔内試験データ，なら

びに周辺の既往反射法地震探査データ等を収集し，再解析を行った．また，貯留候補層である砂

岩層（Ngrayong 層）が地表に現れている露頭で岩石試料を採取して室内試験により間隙率や透水

係数等の物性を求め，既往井での孔内試験結果も含めて検討を行い，貯留層パラメータを決定した．

一方，圧入井周辺の多数の反射法断面と検層データをもとに 3 次元地質構造モデル（図 3.3-6）を

作成し，上記物性を加味して 3 次元の貯留層モデルを作成した (Santoso and Kadir, 2016)．このモ

デルを用いて，上記砂岩層内の 4 つの薄層（厚さ 10~20m）を対象に，貯留層の透水係数と温度，圧

入する CO2 の量と期間を変えて圧入シミュレーションを行い，最適な貯留対象層および貯留条件を

決めた． 
上記作業と並行して，稼働中の天然ガス生産設備からの分離・回収設備の概念設計を行うととも

に，輸送方法の検討，ならびに上記シミュレーション結果を参考に圧入設備の概念設計を行った．

最終的に，天然ガス生産時に分離された CO2 の一部（30 トン）を分離・回収したものを液化し，タンク

ローリーにて圧入井に輸送し，圧入設備において超臨界状態にした上で圧入することとした．既存

井を圧入に使うため，ケーシングの腐食やセメントの劣化の可能性についても詳細な検討を行い，

必要な改修計画を立案した． 

グンディガス田 

中部ジャワ州 
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本プロジェクトでは，圧入した CO2 のモニタリング技術については予め検討を行った上で，必要な

観測機材の導入やシミュレーションによるモニタリング性能の検討などを行った．表 3.3-1 に計画し

ているモニタリング技術を示す．本プロジェクトでは CO2 の圧入量が少ないため，単独の手法での

CO2 の検知は難しいと考え，通常の測定・解析に加え，地震探査と組み合わせた電磁法探査や重力

探査データの複合解析，光ファイバーケーブルを利用した VSP，連続重力測定，干渉法を利用した

微小地震データの解析等の研究的な試みを実施し，その適用性を評価する予定である．現在(2016
年 9 月），圧入前のベースライン探査はほぼ終了しており，今後，圧入中に 3 回，圧入終了後に少な

くとも 1 回のモニタリングを計画している． 
表  3.3-1 適用予定のモニタリング技術  

手法 測定方法（繰り返し，または連続測定） 

地震探査 
(地震観測) 

反射法地震探査（疑似 3 次元反射法地震探査） 

VSP (Vertical Seismic Profiling) 

微小地震観測（浅孔での孔内観測） 

電磁法探査 時間領域電磁法 

重力探査（測定） 連続重力測定(g-Phone による連続測定） 
重力探査（通常の面的探査） 

リモートセンシング InSAR による地表面変動解析 

地球化学的調査 地表・土壌 CO2ガスの測定 



 

71 

 

 

図  3.3-6  CO2 貯留層の 3 次元地質構造モデル（JPN-A が圧入予定井の位置）．  
コンターは貯留層の上面の深度を表している（暖色系が浅く，寒色系が深い）  

（Santoso and Kadir, 2016）．  
 

上記のような技術的内容に関する研究に加えて，本プロジェクトでは CCS の実用化にとって不可

欠な法整備に関する検討や社会的受容性に関する様々な試みも行っている．特に，後者について

は，プロジェクトサイトを管轄する自治体の関係者を招いたシンポジウムや見学会等を日本およびイ

ンドネシアの双方で実施し，CCS に対する理解促進を図るとともに，今後の設備建設や CO2 の圧入，

モニタリング作業の円滑な実施に向けた準備を進めている． 

(3) 今後の予定 
本プロジェクトは，SATREPS から ADB のプロジェクトに切れ目なく継続される予定である．今後は，

上述したフェーズ 2 の段階に進み，分離・回収設備の設計および建設が行われ，完成後 CO2の圧入

が 2 年間継続される予定である．モニタリングは，圧入前に実施したベースライン探査を基準に，圧

入中に 3 回程度，圧入後に少なくとも 1 回予定している．圧入終了後の CO2 の状態を把握すること

は，サイトの閉塞を判断する上でも重要であるので，圧入終了後 1 年以上経過した段階で実施する

予定である．最終的には，フェーズ 1 及び 2 の結果をもとに，作業標準書（SOP）をまとめ，インドネシ

ア国内はもとより，今後 CCS が多くのサイトで実施されると想定される東南アジア各国にも普及・拡大

を図っていく予定である． 
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4. CCS コスト試算の事例調査 

4.1 はじめに 
CCS は CO2 の排出源，分離･回収技術，輸送方法，地中貯留の対象の相違により多様なシステム

構成がありうる(図 4.1-1)．さらに CO2地中貯留においては貯留層が陸域あるいは海域に分布する場

合，海域に分布する貯留層であっても沿岸付近であれば大偏距坑井などで貯留層にアクセスする

場合があり，コストはそれぞれ異なる(図 4.1-2)．このため全体システムの構成に応じて CCS コストは

大きく変化する．したがって，コストの数値，例えば単位 CO2 当たりの CCS コストの金額(円/t-CO2 な

ど)がどのような全体システム構成を前提としたものかを理解しておくことが必要となる．なお，海域に

分布する貯留層への CO2 船舶輸送については 5.1.3 項と 6.4 節に詳しく記載されているのでご参照

願いたい． 
ここでは全体システムを下記のように想定した上で(図 4.1-1 の赤丸で囲った部分)，コスト構造(4.2

項)，コスト試算事例(4.3 項)，大きなコスト感応度を有する要素(4.4 項)について既存の文献に基づく

整理を試みる． 
○ 全体システムの想定 

 分離･回収: 火力発電における燃焼後回収･燃焼前回収･酸素燃焼を想定 

 輸送: 海域のパイプライン･船舶輸送を想定 

 地中貯留: 海域に分布する帯水層を想定 (沿岸域からの大偏距坑井を含む) 

 

 

図  4.1-1 主な CCS 全体システム構成  
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図  4.1-2 排出源から貯留層へのアクセス (概念図の例) (秋元 , 2006) 

4.2 CCS のコスト構造 

CCS のプロセスは CO2分離･回収(火力発電コストを含む)，輸送，地中貯留の 3 つに大別される．

これら 3 つのプロセスにおけるコスト要因は相互に影響している．例えば，火力発電所側では電

力需給に応じた稼働率の変動や点検･補修などの実施により排出される CO2量が変化する．このた

め，排出される CO2量の変化に対応できるような輸送･地中貯留側の設備設計･運用･CO2圧入運転

などが求められる．一方，輸送，特に船舶輸送では海象条件により船舶の運航などに制限の発生

する可能性がある．また，地中貯留側でも，例えば貯留層内の圧力上昇が想定以上に大きくなり

そうな場合などには CO2の受入が短期的に制限される可能性も考えられる． 

上記のような制限条件はコスト想定に反映すべき要素ではあるが，このような条件を考慮して

全体システムの設計･運用を最適化し，CCS コストを想定した文献はほとんどない．このため，本

項では分離･回収，輸送，地中貯留プロセスの相互のコスト影響については記述しないこととした． 

化石燃料による火力発電と CCS の組合せを想定したコストの構造については IEA Greenhouse 

Gas R&D Programme (IEA GHG)の報告書によくまとめられている(IEA GHG, 2013)．以下の記載は

主にこの報告書に基づいている． 

4.2.1 前提条件など 

火力発電設備を含む CCS 設備の性能とコストは前提条件の設定内容に大きく左右される．したが

って CCS コストを何らかの形で報告する場合は，その前提条件とセットにするべきである．例えば図 
4.2-1 には良い報告例(上側)と悪い報告例(下側)が示されている．良い報告例では主要なコスト構成

とともに重要な前提条件が併記されている．具体的には，図 4.2-1 の上側のようにコスト構成項目で

ある設備費(資本費)，固定 O&M 費(operation and maintenance)，変動 O&M 費，燃料費，CO2 輸送・
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貯留費とその構成比率が図中に明示されるとともに，前提条件である石炭・ガス価格や発電設備の

稼働率(仮定値)が表記されている． 
IEA GHG 2013ではCCSコストに関して報告書，論文，プレゼンテーション資料で提示すべき情報

項目を表 4.2-1，表 4.2-2 のようにまとめている．提示すべき情報項目の内，特に重要な情報は「プ

レゼンテーション資料」で提示する項目として整理されている．なお，輸送については陸上パイプライ

ンのみを想定したものとなっている点に留意が必要である． 
 

 

 

図  4.2-1 CCS コストの報告例  (上側 : 良い例，下側 : 悪い例) (IEA GHG, 2013) 
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表  4.2-1 CCS コストの報告などにおいて提示すべき情報(その 1) (IEA GHG, 2013) 
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表  4.2-2 CCS コストの報告などにおいて提示すべき情報(その 2) (IEA GHG, 2013) 

 

 

4.2.2 火力発電設備の資本費，運用･保守費の表示方法 

火力発電設備の資本費(capital cost)および設備の運用･保守費(O&M cost)については，どのよう

なコスト項目が含まれているかを明示する必要がある． 
資本費については，含まれるコスト項目の範囲に応じて，設備原価 (Bare Erected Cost: BEC)，設

備費総額 (Total Plant Cost: TPC)，資本原価総額(Total Overnight Cost: TOC)，所要資本費総額

(Total Capital Requirement: TCR)の 4 段階で区分することが提案されている(表 4.2-3)．同様な区分

は米国エネルギー省国立エネルギー技術研究所の報告書 (US DOE/NETL, 2015) でも行われて

いる． 
また，保守･運用費については，固定費と変動費を分けて表示することを勧めている(表 4.2-4)．な

お，ここでは輸送，地中貯留のコストは保守･運用の変動費に組入れられている． 
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表  4.2-3 火力発電設備の資本費の表示方法案  (IEA GHG, 2013) 
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図  4.2-2 資本費の区分レベル  (US DOE/NETL, 2011) 

 



 

80 
 

表  4.2-4 火力発電設備の運用･保守費の表示方法案  (IEA GHG, 2013) 

 

 

4.2.3 CO2 地中貯留のコスト構成 

IEA GHG 2013 では地中貯留のコスト構成が詳細に述べられていないが，コスト想定を行う上で考

慮すべき事項として表 4.2-5 に挙げる項目が示されている．ただし，この表は陸域に分布する貯留

層を想定したものである． 
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表  4.2-5 地中貯留のコスト想定において考慮すべき項目  (IEA GHG, 2013) 

 

 
また，米国環境保護庁は CO2圧入井の設置，運用，管理に係る規則(US EPA 2008a, 2.3.1 節(4)

参照)を制定・施行するに当たり，規則の経済的影響度の評価の一環として，地中貯留のコスト内

容を検討している(US EPA 2008b, US EPA 2010)．これも陸域に分布する貯留層を想定した内容と

なっているが，コストを構成する項目として以下の 8 項目を挙げている． 
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4.2.4 コストの表示方法 

(1) 単位電力量当たりのコストとして表示する方法 (例: 円/kWh) 
化石燃料発電設備の設備寿命にわたる発電コストを平準化して単位電力量当たりの金額として

表示する方法．異なる電源の発電コストを比較する際に用いられることが多い．コストの算出方

法は IEA, OECD/NEA (2010)において定義されている．Levelized Cost of Electricity の頭文字をとっ

て「LCOE (均等化発電原価)」と表される．式では以下のように表記される． 

 

(𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿) = � ((𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑡𝑡 + 𝐿𝐿&𝑀𝑀𝑡𝑡 + 𝐹𝐹𝐹𝐹𝐼𝐼𝐹𝐹𝑡𝑡 + 𝐿𝐿𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐼𝐼𝑡𝑡 + 𝐷𝐷𝐼𝐼𝐷𝐷𝐶𝐶𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷𝐶𝐶𝐼𝐼𝐷𝐷𝐼𝐼𝐷𝐷𝑡𝑡) × (1 + 𝐶𝐶)−𝑡𝑡)
𝑡𝑡

/� (𝐿𝐿𝐹𝐹𝐼𝐼𝐷𝐷𝐼𝐼𝐶𝐶𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐼𝐼𝐸𝐸𝑡𝑡 × (1 + 𝐶𝐶)−𝑡𝑡)
𝑡𝑡

 

 

ここで 

Electricityt: “t”年における年間発電電力量 
(1+r)-t: “t”年における割引率 
Investmentt: “t”年における投資コスト 
O&Mt: “t”年における運用･保守費 
Fuelt: “t”年における燃料費 
Carbont: “t”年における炭素価格 
Decommissioningt: “t”年における閉鎖･撤去費 
 

(2) 単位 CO2 当たりのコストとして表示する方法 (例: 円/t-CO2) 
CCS のコストを実質的に削減される CO2 の単位重量当たりの金額として表示する方法．IPCC

の特別報告書(IPCC，2005)で提案されたものであり，現在では広く用いられている． 

化石燃料発電においては CO2 分離･回収設備が付設されることで設備全体の運用に必要なエネ

ルギー消費量(燃料消費量)が増加する．これに伴い CO2排出量も増加する．したがって CCS なし

の化石燃料発電と比べた場合の実質的な CO2 排出削減量(CO2 avoided)は CO2 分離･回収量(CO2 

captured)より少ないことに留意が必要である(図 4.2-3)．式では以下のように表記される． 

CCS コスト (円/t CO2) =
(𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿)𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 − (𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿)𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟

(𝐼𝐼 𝐿𝐿𝐿𝐿2/𝑀𝑀𝑀𝑀ℎ)𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 − (𝐼𝐼 𝐿𝐿𝐿𝐿2/𝑀𝑀𝑀𝑀ℎ)𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶
 

ここで 

(LCOE)ref: CCS なしの化石燃料発電コスト(LCOE) 
(LCOE)CCS: CCS 付設の化石燃料発電コスト(LCOE) 
(t CO2/MWh)ref: CCS なしの化石燃料発電における CO2 排出原単位(図 4.2-3 参照) 
(t CO2/MWh)CCS: CCS 付設の化石燃料発電における CO2 排出原単位(図 4.2-3 参照) 
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図  4.2-3 化石燃料発電における CCS による CO2 排出削減コストの概念  

(IPCC, 2005 に加筆) 

 

 

4.3 コスト試算事例 

4.3.1 RITE の試算事例 

2005 (平成 17) 年度に RITE がとりまとめた「二酸化炭素地中貯留技術研究開発 成果報告書」の

第 3 編 総合評価 第 3 章 有効性評価 3.3 地中貯留のコスト評価では次のように試算されている． 

(1) 主な前提条件 
新設の石炭火力発電，CO2 分離･回収，昇圧の前提条件とコストは表 4.3-1 のように想定されてい

る．輸送は陸域/海域のパイプライン輸送のみが想定されている．主要な前提条件は表 4.3-2 のとお

り．また，地中貯留における条件設定は表 4.3-3，表 4.3-4 のとおりである． 
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表  4.3-1 新設石炭火力からの分離･回収･昇圧コスト  (RITE, 2006) 
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表  4.3-2 パイプライン設備費  (100 万 t-CO2/年 , 陸上) (RITE, 2006) 

 

 
表  4.3-3 海域での事前調査･モニタリング費用  (RITE, 2006) 

 

 
表  4.3-4 坑井の単価  (RITE, 2006) 

 

 

(2) 試算結果 
CO2 分離･回収設備を付設した新設石炭火力 71.6 万 kW(送電端)，CO2 部分回収 100 万 t-CO2/

年(CO2 回収率 約 23%)，陸上パイプライン輸送 20km (輸送圧 7MPa)，圧入井は陸域からの大偏距
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坑井(ERD, 1 坑井当たりの圧入量 10 万 t-CO2/年を 10 坑設置)とした場合，表 4.3-5 に示すように

CCS コストは 7,300 円/t-CO2 と試算されている． 
概ねこれに近い数値が国内での CCS コストとして広く知られているものと思われる．しかしながら，

このコスト想定値の前提となっている条件の幾つかに留意が必要である．その一つ目は，圧入井が

陸域からの大偏距坑井となっていることである．大偏距坑井を適用するには，排出源と貯留層との水

平離間距離が概ね数 km 程度などの恵まれた条件が必要であり，貯留層との離間距離が大きく，海

上(プラットフォーム)あるいは海底(生産基地)の設備が別途必要になる場合などは CO2 貯留コストが

高くなる．RITE が 2006 年に発表した資料(秋元, 2006)では，離間距離が大きくなるに従って CO2 貯

留コストも増加することが指摘されている (図 4.3-1)．また，図 4.3-2 のように，海域の CO2 輸送にお

けるコストと離間距離の関係は海底パイプラインと船舶で異なり，近距離では海底パイプライン輸送

が有利，ある程度の距離を超えると船舶輸送が有利になることにも留意が必要となる． 
二つ目の点は，約 70 万 kW の微粉炭火力発電設備に対して年間 100 万 t-CO2 の分離・回収量を

仮定しているため，結果として CO2 分離・回収率が 23%程度になっていることである．CO2 分離・回収

率が大きくなれば，t-CO2 当たりの分離・回収コストは減少するが，kWh 当たりの発電コストは増加す

る．CO2 分離・回収率が CO2 分離・回収コスト，発電コストなどに与える影響度について米国エネルギ

ー省国立エネルギー技術研究所が検討を行っている(US DOE/NETL 2015c)．その検討結果の概

要は第 4.4.1 項に記載している． 
 

表  4.3-5 日本での帯水層貯留コストと海外の比較  (RITE, 2006) 
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図  4.3-1 各種ケースの CCS コスト推定  (秋元 , 2006) 

 

 
図  4.3-2 CO2 輸送コストの試算例  (秋元 , 2006) 
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4.3.2 NEDO の試算事例 

NEDO は石炭ガス化複合発電(IGCC)から CCS までのトータルシステムの実施可能性検討(フィー

ジビリティスタディ)を実施するため，一連の「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」を 2008
年度から 2012 年度にかけて実施している．その内，一般財団法人 エネルギー総合工学研究所

(IAE)が実施した「ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究」では CO2 の船舶輸送も組み

入れ，国内における具体的な地点の諸条件を用いて CCS コストのケーススタディを実施している．そ

の概要を図 4.3-2, 図 4.3-3, 図 4.3-4 に示す． 

 

図  4.3-3 CCS コスト試算  検討ケースの選定  (坪井 , 2013) 

 

 

図  4.3-4 IGCC 発電，CO2 分離回収の F.S.結果  (坪井 , 2013) 
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図  4.3-5 発電原価  – 各ケーススタディのトータルシステム評価  (坪井 , 2013) 

 

4.3.3 GCCSI の試算事例 

GCCSI は CCS のコストを検討した報告書を 2009 年，2011 年，2015 年の 3 回にわたって公開して

いる(GCCSI 2009, GCCSI 2011, GCCSI 2015)．その内，2011 年の報告書は感応度分析も含めて最

も内容が整っていることから以下に概略を記載する． 

(1) 主な前提条件 
 コスト指標 

発電コスト (LCOE: Levelised Cost of Electricity), 単位は USD/MWh, 金額は全て 2010 年ドル 

 主要設定 

全体システム: 新設化石燃料発電設備と CCS の組合せ 

燃料単価: 石炭 2.61USD/GJ (約 67USD/t *1)), 天然ガス 7.40USD/GJ (約 7.8USD/MMBtu, LNG

換算 約 404USD/t*2)) 

CO2 分離･回収: CO2回収率 90%, プラント稼働率 85%, 以下の電源種を想定 

石炭火力: 超臨界圧, 超々臨界圧, 酸素燃焼, IGCC*3) 

ガス火力: 天然ガス･コンバインド･サイクル (NGCC) 

輸送: パイプライン, 長さ 100km 

地中貯留: 塩水帯水層を想定, モデル想定地点は米国 メキシコ湾岸地域, 貯留層の平均浸

透率 400md 

事業期間: 30 年間 

 

*1) 発熱量を資源エネルギー庁の定める輸入一般炭の標準発熱量 25.7 MJ/kg とした場合 

*2) 発熱量を資源エネルギー庁の定める LNG の標準発熱量 54.6 MJ/kg とした場合 

*3) ガス化炉は Shell を想定 
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(2) 発電方式別の CO2 分離･回収の条件設定 
具体的な設定値は表 4.3-6 のとおりである． 
 

表  4.3-6 CO2 分離･回収の条件設定  (GCCSI, 2011) 

 

 

(3) 試算結果 
 燃料価格を石炭2.61USD/GJ (約67 USD/t)*a), 天然ガス7.40USD/GJ (約7.8 USD/MMBtu) とし

た場合，米国では CCS 付の USC 酸素燃焼火力の発電コストが 112USD/MWh と最も安くな

る(図 4.3-5) 

 CCS の付加による LCOE 増分は微粉炭火力*b)で 44～56 USD/MWh (60～74%増)， IGCC, 

NGCC で 31～33 USD/MWh (34～38%増) 

 日本における CCS 付の化石燃料発電コスト試算値は，超臨界圧石炭火力を除き，概ね 180

～190 USD/MWhと石炭火力，ガス火力がかなり拮抗 (輸送, 地中貯留条件は同一) (図 4.3-6) 

 日本のケースにおける燃料価格には留意が必要．石炭は 4.95 USD/GJ (約 127 USD/t*a)), 天然

ガス(LNG)は 11.09 USD/GJ (605.5 USD/t*c)) と設定されている (図 4.3-6) 

 *a) 発熱量を 25.7 MJ/kg とした場合 

*b) Supercritical, Supercritical 2, Ultra-supercritical, Oxy-combustion 

*c) 発熱量を 54.6 MJ/kg とした場合 
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図  4.3-6 発電方式別の発電コスト比較  (米国) (GCCSI, 2011) 

 

 

図  4.3-7 国別の CCS 付の化石燃料発電コスト  (GCCSI, 2011) 

 



 

92 
 

4.3.4 米国エネルギー省国立エネルギー技術研究所 (US DOE/NETL)による試算事例 
米国エネルギー省 国立エネルギー技術研究所 (United States Department of Energy, National 

Energy Technology Laboratory: US DOE/NETL) では，米国内における主要な電源別の代表的な

発電コストを試算し，その結果を不定期の報告書として公開している．石炭(微粉炭)火力発電，天然

ガス火力発電，石炭ガス化複合発電(IGCC)については CO2 分離・回収を組入れた場合の発電コス

トについても試算している (US DOE/NETL 2015a, US DOE/NETL 2015b)．以下では，最新版の報

告書である 2015 年版に示されている試算結果の概要を記載する． 

(1) 主な前提条件 
 コスト指標 

発電コスト (LCOE: Levelised Cost of Electricity), 単位は USD/MWh, 金額は全て 2011 年ドル 
 主要設定 

全体システム: 新設化石燃料発電設備と CCS の組合せ 
発電方式: 石炭火力発電(亜臨界圧，超臨界圧)，天然ガス複合発電，石炭ガス化複合発電

(IGCC*1)) 
発電設備容量(送電端): 55 万 kW 
燃料単価: 石炭 2.78USD/GJ (約 71USD/t *2)), 天然ガス 5.81USD/GJ (約 6.1USD/MMBtu, LNG

換算 約 317USD/t*3)) 
CO2 分離･回収: CO2 分離･回収率 90% 
CO2 輸送: 陸上パイプライン, 長さ 62km (100 マイル) 
CO2 貯留: 米国中西部の深部帯水層(陸域)を仮定 
CO2 輸送･貯留コスト: 11 USD/t-CO2 で固定，発電コストの増分は 4 USD/MWh～10 USD/MWh の

範囲 
 
 
 

(2) 発電方式別の主要な設備性能 
具体的な性能値は，石炭火力発電(亜臨界圧，超臨界圧)と天然ガス複合発電(NGCC)について

は表 4.3-7 のとおり，石炭ガス化複合発電(IGCC)については表 4.3-8 のとおりである．送電端での

設備出力がすべてのケースで 55 万 kW になるように設定されている． 
 

*1) ガス化炉は Shell, E-Gas (Dow), GE Energy (Texaco)の 3 種類を想定 

*2) 発熱量を資源エネルギー庁の定める輸入一般炭の標準発熱量 25.7 MJ/kg とした場合 

*3) 発熱量を資源エネルギー庁の定める LNG の標準発熱量 54.6 MJ/kg とした場合 
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表  4.3-7 石炭火力発電設備･天然ガス複合発電設備の主要性能値  
(US DOE/NETL, 2015a) 

 

 
表  4.3-8 石炭ガス化複合発電設備の主要性能値  (US DOE/NETL, 2015b) 

 

 

(3) 試算結果 
石炭火力発電･天然ガス複合発電における発電コストを図 4.3-7 に，石炭ガス化複合発電(IGCC)

におけるコストを図 4.3-8 に示す． 
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図  4.3-8 石炭火力発電･天然ガス複合発電における発電コスト 
(US DOE/NETL 2015a) 

 

 

図  4.3-9 石炭ガス化複合発電(IGCC)におけるコスト 
(US DOE/NETL 2015b) 
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4.4 大きなコスト感応度を有する要素の例 

ここでは CCS のコスト想定に関する各種の文献から，コストに大きな感応度を有すると思われ

る要素の例を幾つか取り上げたい．具体的には，化石燃料発電と CCS の組合せにおける CO2分離･

回収率，燃料費(石炭価格, ガス価格)，貯留層の圧入性(浸透性)，その他である． 

4.4.1 CO2 分離・回収率 

米国エネルギー省国立エネルギー技術研究所 (US DOE/NETL) は，石炭火力発電設備におけ

る CO2 分離・回収率が CO2 分離・回収コストと発電コストに与える影響度に関するスタディを実施して

いる (US DOE/NETL 2015c)． 
超臨界圧石炭火力発電設備 (Supercritical PC Plant) に関しては，CO2 分離・回収率 16%で CO2

分離・回収コスト 124 USD2011/t-CO2，90%で 58 USD2011/t-CO2 と試算され，CO2 分離・回収率の CO2

分離・回収コストに与える影響の大きいことが示されている．一方，CO2 輸送・貯留を除く発電コストは

CO2 分離・回収率が大きくなるほど増加しており，CO2 分離・回収率 16%で 98 USD2011/MWh，90%で

133 USD2011/MWh と約 36%増と試算されている(図 4.4-1)．同様の傾向は石炭ガス化複合発電にお

いても見られる(図 4.4-2)． 
注) USD2011: 2011 年を基準年とした場合の米ドル額 

 

図  4.4-1 CO2 分離･回収率と CO2 分離･回収コスト，発電コストの関係  
超臨界圧石炭火力発電設備の場合  (US DOE/NETL, 2015c) 
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図  4.4-2 CO2 分離･回収率と CO2 分離･回収コスト，発電コストの関係  
石炭ガス化複合発電設備(IGCC)の場合  (US DOE/NETL, 2015c) 

 

4.4.2 電源種別と発電用燃料費 

国際エネルギー機関(IEA)の Energy Technology Perspective 2014 (IEA, 2014)では,図 4.4-3 のよ

うに，超臨界圧石炭火力，超臨界圧石炭火力+CCS，コンバインド･サイクル･ガス火力(CCGT)，
CCGT+CCS，シンプル･サイクル･ガス火力(OCGT)の 5 つの発電方式について燃料価格(石炭価格，

ガス価格)と炭素価格に応じてどの発電方式がコスト優位となるかを検討している．図中の各領域の

境界線となっているのは発電方式別のコストの優劣分岐線となっている． 
このような分析は米国エネルギー省国立エネルギー技術研究所の報告書 (DOE/NETL 2015) に

おいても行われており(図 4.4-4)，発電用燃料価格の発電コストへ感応度が高いことが指摘されてい

る． 
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図  4.4-3 石炭火力発電･ガス火力発電におけるコスト優位性の分岐線  (IEA, 2014) 

 

 

図  4.4-4 発電コスト(CCS 付を含む)に対する発電用燃料価格の感応度  

(US DOE/NETL 2015a) 
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4.4.3 圧入性 

貯留層の圧入性(浸透性)は圧入井 1 本当たりの圧入可能量を左右し，結果として圧入井の数量

に影響する．このため，圧入井の CO2 地中貯留コストへの感応度が高いことは以前から指摘されてき

ている (RITE (2005), 秋元 (2006), 高木 (2007))．(図 4.4-5 参照) 
同様の分析は GCCSI (2011)でも行われている．米国内に分布する貯留層を想定しての感応度分

析ではあるが，貯留層内の水平浸透率が概ね 100md 以下の場合には，必要な圧入井が多くなるな

ど，コストへの影響が急激に大きくなる傾向にあるとしている(図 4.4-6 参照)． 
 

 

図  4.4-5 圧入性(1 坑井当たりの年間圧入量)に応じた CO2 地中貯留コストの相違  

(RITE, 2006) 
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図  4.4-6 貯留層の浸透率が CCS コスト(LCOE)へ与える影響  (GCCSI, 2011) 

 

4.4.4 その他 

プロジェクト一般に該当することと思われるが，技術的な前提条件以外に，財務的な要因も CCS コ

ストに大きく影響する．図 4.4-7 はコスト要因の CCS コストへ与える影響度とコスト要因そのものの不

確実性を定性的に表した図である(UK DECC, 2012) Potential cost reductions in CCS in the power 
sector)．影響度の最も大きな要因のグループに WACC (Weighted Average Cost of Capital) と割引

率 (Discount Rate) が入っていることに留意すべきであろう． 
注) WACC: 資本コストの代表的な指標の一つ．加重平均資本コスト．借入にかかるコストと株式調

達にかかるコストを加重平均したもの． 
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図  4.4-7 CCS 付の発電コストへの影響要因，不確実性  (UK DECC, 2012) 
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5. これまでに開発された CCS に関わる技術 

5.1 CO2 輸送技術 
二酸化炭素（CO2）は気体，液体，固体の 3 状態で輸送される．気体および液体二酸化炭素の商

業規模の輸送にはタンク車，パイプラインおよび船舶を使用する．高コストで扱いが困難なことなどの

理由から，固体での CO2 輸送は，将来を含め採用されることは極めて少ないと想定される

(IPCC,2004)． 
本節では，タンク車については簡単に記すこととし，主としてパイプライン・船舶輸送について示

す． 

5.1.1 タンク車輸送 
実証試験等のように年間輸送量も累積総輸送量も少なく，輸送距離が決して短くない場合に採用

される場合がある． 
国内で運行されている販売用液化 CO2 のタンクローリー車の殆どは，積載量が 8t 又は 10t であり，

温度圧力は-20℃，2 MPa である．この積載量では，年間輸送量 10 万 tCO2（平均日量 300tCO2）の

計画輸送量に対し，一日約 30 台以上のタンクローリー車の往復が必要となり，道路交通上も課題が

多くなる．この場合の輸送距離は数百 km（200～最大 500km）に及ぶ（新エネルギー・産業技術総合

開発機構(NEDO)，2013a）． 
国内では道路法による総重量規制があり，20t までの通行が可能である．高速自動車国道または

道路管理者が総重量について指定した道路については，最遠軸距すなわち車の最前部の車軸中

心から最後部の車軸中心までの水平距離および長さに応じ最大 25t まで通行が可能である． 
道路とは，道路法上の道路をいい，臨港道路，農道，林道，私道などには，道路法および車両制

限令は適用されない． 
海外ではより大きな積載量のタンク車で輸送する事例もある．また，タンクローリー車のタンクだけ

を鉄道の貨車に積降して，輸送することも可能である． 

5.1.2 パイプライン輸送 
年間輸送量・累積総輸送量が大きく，輸送距離が短～中距離程度の場合に最も低コストな輸送方

法とされる．また，輸送量が大きく，排出源と貯留サイト間に海が無い場合には，長距離であってもパ

イプライン輸送が採用される． 
海外では陸上，海上両方を通って運ぶ実績がある．パイプラインは砂漠，山岳地帯，人口密集地

帯，農地，平野，北極および亜寒帯，および水深 2,200m までの海中に敷設されている．すでに米国

西部では 2,500km 以上にわたって設置され，自然排出源からテキサス州西部やその他地域の原油

増産回収プロジェクトに年間 50MtCO2 を運ぶ（IPCC，2005）． 
国内では CO2 の長距離パイプライン輸送の実績が無いため，海外の CO2 パイプライン事例や，国

内における天然ガス等のパイプライン事例を参考にして，わが国の地理的・地質的特性に適した輸

送システムを検討する必要がある． 

(1) 適用法規等 
二酸化炭素パイプラインに適用可能と考えられる現行の法規は高圧ガス保安法と，一部，限定的

に電気事業法である（NEDO，2013a）．国内における適用法規と技術基準を表 4.1-1 に示す． 
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表  5.1-1 適用法規・技術基準一覧表（NEDO，2013a）  

 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)成果報告書「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジ

ェクト／発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ／CO2 輸送システムの概念設計」

(2013) 

 

(2) 輸送圧力 
海外の実績を見ると，運転上の困難があるため，敷設地域の温度を考え，２相流を避け気相また

は液相・超臨界相（Dense Phase と呼ばれる）のいずれかの状態で輸送している．輸送温度条件が 5
～25℃の範囲と想定される場合には，気相の場合 4.5MPa 以下であり，液相・超臨界相の場合

10MPa 以上となる（NEDO，2013a）． 
気液二相流には単相流にはない複雑な現象があるが，その特性を十分に理解し，設計，操業上

の留意点に配慮すれば，気液二相流輸送が可能である．実際，石油･天然ガス分野や地熱発電分

野などにおいて，日本を含め，世界で多くの気液二相流パイプラインが稼動しており，このことは気

液二相流輸送が技術的に困難で特殊な輸送方式ではないことを示している． 



 

106 
 

また，国内の現行法規で CO2 パイプラインへの適用可能性が考えられる高圧ガス保安法では圧

力の上限に関する規制はなく，Dense Phase 輸送が可能である．ただし，同法で規定されている技

術基準との関係において，例示基準にはない材質のパイプを使用し，国内のパイプライン設計圧力

の最高実績である 7MPa を超える場合や，7MPa 以下であっても実績のない高強度材料を用いる

場合には，実管，実圧力でのバースト試験をはじめとする各種試験を行い，学識経験者から成る委

員会による技術基準への適合証明が必要となる．これには実験計画から始めて 2 年以上かかる場

合もあるとのことであり，上述のような仕様による CO2 輸送パイプラインに対し最初に許認可を得るに

は多大の労力と時間が必要となる可能性が高い．したがって可能ならば，実績のある材料を使用し，

設計圧力 7MPa 以下であることが望ましい（NEDO，2013a）． 
二酸化炭素を人口集中地域内でパイプライン輸送することは，設計要因，過圧予防策，漏洩探知

に注意を払うことを必要とする．現在の経験は低人口密度地域での経験であり，安全問題は人口集

中地域ではもっと複雑になるであろう（IPCC，2005）．CO2 は大気より重い気体であり，緊急に放散す

る場合には，放散塔の設置が必要となる． 

(3) ガス成分 
現行法規の中で CO2 パイプラインへの適用可能性がある高圧ガス保安法では，ガス成分に応じた

保安措置等の対応をとればよく，CO2 濃度や不純物に対する特段の規定はない． 
しかしながら貯留する CO2 については，海洋汚染防止法で「アミン法で分離回収された濃度 99％

以上（石油精製に使用する水素製造で回収されたものは 98％以上）の CO2 であり，廃棄物等が加え

られていないもの．」と規定されている． 
国内外のパイプラインでは，通常の（経済的な）炭素鋼が用いられており，その腐食防止の理由に

より，硫化水素，水分を出来るだけ削除することが要求される．両者を含有する場合には，耐食パイ

プラインを検討する必要がある．（IPCC，2005）． 

(4) ルート選定 
国内の陸上パイプライン（天然ガス/都市ガス，石油，水道，他）は，ほとんどが道路下に埋設され

ている．民地は細かく文筆され地権者が多く，用地交渉に時間と手間を要することがその主要な理

由である．海域では漁業補償等の問題が懸念される漁場・養殖場を回避する他，出来るだけ短距離

になるようルート選定を行う． 

(5) コスト 
パイプラインコスト試算事例を表 5.1-2～表 5.1-5 に示す． 
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表  5.1-2 陸上パイプライン選定材質と管厚（NEDO，2013a）  

 

 
表  5.1-3 陸上パイプライン概算工事費（NEDO，2013a）  

 

特殊部：河川横断部 9 か所 
 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)成果報告書「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジ

ェクト／発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ／CO2 輸送システムの概念設計」

(2013) 
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表  5.1-4 海底パイプライン工事費算定諸元（NEDO，2013a）  

 

設計圧力は，ケース１が 3.5MPa（0℃での液化圧力），ケース２が 15.0MPa（13.0MPa 以上+余裕） 
 

表  5.1-5 海底パイプライン概算工事費（NEDO，2013a）  

 

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)成果報告書「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジ

ェクト／発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ／CO2 輸送システムの概念設計」

(2013) 
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(6) 課題 
パイプライン輸送技術については，ほぼ完成された技術と言える．しなしながら，国内でパイプライ

ン輸送を行う場合には，陸上に於いては高人口密度地域の地元交渉，海域に於いては沿岸域の高

度に利用が進んだ漁業交渉などが想定され，計画遂行のスケジュールが組み難いなどの課題があ

る．また，前述したように 7MPa以上の実績が無いため，許認可に多くの時間を要すことが想定される

など，コスト以外の課題がある． 
パイプライン輸送は，年間輸送量・累積総輸送量が大きい場合に有利な方法となるが，一度敷設

すると移動が困難で，貯留ポテンシャルの小さい貯留サイトには適さない．貯留層の不均質性や断

層の存在等により，貯留ポテンシャル評価にリスクがある場合にも，当初は船舶輸送を行い，貯留ポ

テンシャルが十分に期待できると判明した後にパイプライン輸送を検討するなどの配慮が必要になる

場合もあると想定される． 

5.1.3 船舶輸送 
年間輸送量・累積輸送量がパイプライン輸送と比べて少なく，排出源と貯留サイト間に海があり，

輸送距離がパイプライン輸送に比べて長い場合に採用される．現在，CO2 船舶輸送の検討はまだ初

期段階であり，世界的に本目的で使用されているのは数艘の少規模船のみである（IPCC，2005）．ま

た，CCS 用に船舶輸送した事例はなく，ノルウェー・韓国・日本等において設計研究が行われてい

る． 
本節では，2008～2012(平成 20～24)年にかけて NEDO が実施した積載量 3400ｔおよび 21000ｔ

の輸送船についての詳細な設計検討（NEDO，2013a）の結果概要を記す． 

(1) 適用法規等 
船舶は国籍および船籍港が登録され，船籍国の法律が適用されることになる．その法律は関係す

る国際条約の内容を反映させたものとなっている．国際条約の主なものは，海上人命安全条約，海

洋汚染防止条約，国際満載線喫水条約である．船舶に適用される規則は航行区域により適用に違

いがある．また，貨物船については船級協会（我が国の場合は日本海事協会）が審査の代行を行う．

液化 CO2 輸送船に適用される法律には，1) 船舶法，2) 船舶安全法，3) 海上衝突予防法，4) 海

洋汚染および海上災害の防止に関する法律，5) 鋼船規則（液化ばら積船規則・日本海事協会）が

ある． 
具体的には液化 CO2 輸送船は液化ガスばら積船に分類されるので，船級協会規則を適用するこ

とで，船級協会が各法律の審査を行い，証書を発行することができる（NEDO，2013a）．CO2 の輸送

に関する諸設備については，高圧ガス保安法及び同法に基づく政省令，技術基準等が適用され，

また，船舶輸送の場合には，船舶安全法及び同法に基づく船級協会の構造基準等が適用される． 

(2) カーゴタンク 
液化 CO2 輸送船の類似の船種としては LPG 船，LNG 船がある．LPG 船は LPG の積載状態，

即ち圧力および温度の組合せにより加圧式，低温式およびこれらの中間のセミレフ式の３種類があ

る．小型である内航船は圧力式およびセミレフ式で，外航の大型船は低温式が一般的である

（NEDO，2013a）．LPG 輸送船等では，常温/高圧から低温/大気圧までの様々な積荷条件で適用で

きるように設計されているタンカーもある．（IPCC，2005）．一般に，タンク内の温度が高いほど圧力は
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高くなり，構造応力的に厚板が必要になる．逆に，温度を下げるほど圧力は低くなり，必要なタンクの

板厚は薄くなり容器は軽くなるが，低温に耐える高級な材料が必要となる（NEDO，2013a）． 
輸送するためには低温・低圧に，圧入するためには 0℃以上に昇温する必要があるため，エネル

ギーロスを低減するためには，輸送温度は液体状態で出来るだけ高い温度が望ましいが，タンク設

計上は低温・低圧が選択される．NEDO(2013a)で検討した輸送船は，いずれも温度-46℃，圧力

0.7MPa である． 
タンク構造について，陸上タンクを中心に種々の関連規則があるが，船舶用のタンクとしては，日

本海事協会の鋼船規則/検査要領の 1) N 編-液化ガスばら積船，2) D 編-機関 ---10 章-圧力容器，

3) K 編-材料が最も基本的な基準となる（NEDO，2013a）．タンク形状は，主として単胴および双胴タ

ンク方式が小型の LPG 船，球形タンク方式が大型の LNG 船に採用されてきた（NEDO，2013a）．

NEDO(2013a)での検討事例は，3400t 輸送船が単胴式，21000t 輸送船が双胴タンク方式である．後

者の輸送船説明図を図 5.1-1 に示す．双胴方式は，円筒状の二つのタンクを長軸方向に接続した

ものである． 
 

 

図  5.1-1  21000t 輸送船概略配置図（NEDO，2013a）  
 

(3) その他の設備 
二酸化炭素は継続的に陸上の工場で回収されるが，船舶の輸送サイクルは不連続である．その

ため，積出港至近の陸上に一時的な貯留タンク基地と荷役施設が必要となる．また，配送先では一

時貯留タンクを有する着底式基地あるいは浮体式の基地に荷卸しされ，そこから昇温・昇圧され，貯

留層に圧入される．分離回収～船舶輸送～洋上圧入基地の説明を図 5.1-2 に示す． 
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図  5.1-2 液化 CO2 船舶輸送説明図（NEDO，2013a）  
 

(4) コスト 
NEDO(2013b)で検討された CO2 輸送船の諸元と建造コストを表 5.1-6 に示す． 
 

表  5.1-6  CO2 輸送船の諸元，コスト(NEDO，2013a) 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)成果報告書「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェ

クト／発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ／CO2 輸送システムの概念設計」

(2013)より作成 

 
NEDO(2013b)では，CO2 ハイドレード船舶輸送についても検討されているが，ハイドレード輸送は

液化 CO2 輸送と比べて，概略建設費が大幅に高くなるとされている（NEDO，2013b）． 
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(5) 課題 
主としてタンクについて抽出された課題を以下に箇条書きに示す(NEDO，2013b)． 

 液化CO2用の大型タンクの製造は実績が無く，材料の曲げ加工性，溶接性など施工面での詳細

な検討・開発が必要である． 
 大型タンクを製造するに際して，加工能力，製作効率向上のための設備投資が必要である． 
 低温タンク用に利用される高張力鋼は多くの種類が整備されており，その中から板厚が厚くても

低温に対応できる材質を開発できると考えられる． 

5.1.4 シャトル船輸送・船上圧入方式 
船舶輸送の低コスト化を図るために，東京大学尾崎雅彦教授が発案し，一般財団法人 電力中央

研究所，GCCSI（Global CCS Institute），NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合

開発機構）それぞれの委託・資金援助等により設計研究が逐次進められてきた手法であり，環境省

が推進している CCS 実証試験の輸送手法として検討されている手法である． 

(1) 基本コンセプト 
基本的な概念を以下に箇条書きで示す． 

 複数の排出源から海域貯留サイトまで船舶輸送し，シャトル船搭載の設備により昇温・昇圧後，

フレッキシブル・ライザー・パイプを用いて船上から直接圧入する（図 5.1-3 参照）． 
 CO2 積載量は 3000t とし，年間 100 万 t-CO2 を輸送・圧入する． 

（3000t／日＊330 日／年 → 100 万ｔ／年） 
 洋上設備は，無人とする．一時貯留タンクは，積出港の陸上だけに設置． 

 

 

図  5.1-3 シャトル船コンセプト（環境省，2015）  
 
本方式の長所・短所を以下に箇条書きに示す． 

a) 長所 
 輸送距離の増加によるコスト増が少ない． 
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 フレッキシブル・ライザー・パイプを用いることにより水深の制限を緩和できる． 
 洋上一時貯留設備が不要となる． 
 輸送量の変化，排出源・貯留サイトの変更など，計画変更に対する柔軟性（スケールメリット⇒ユ

ニット化）がある． 
 撤去，移設・再利用などへの対応が容易である． 

b) 短所 
 最適化されたパイプライン輸送と比べ，コスト高（短～中距離輸送）になる． 
 海象の影響を受ける． 
 船舶燃料消費による CO2 排出がある． 

(2) シャトル船輸送・船上圧入方式のシステム概要 
シャトル船・洋上圧入方式説明図を図 5.1-4 に示す． 
主要構成設備は，以下の通りである． 

 CO2 の圧縮・液化設備 
 積出港近傍における一時貯留タンク 
 積出港におけるローディングシステム 
 DPS（Dynamic Positioning System）と圧入設備搭載のシャトル船 
 圧入井と連結される FRP（Flexible riser pipe）．FRP には電力線を付帯し，圧入井坑口設備・コミ

ュニケーションブイに電力を供給する．  
 FRP に連結されたピックアップシステム 

 
モニタリングデータ送受信用のコミュニケーションブイ．貯留サイトに到着したシャトル船から必要

電力の供給を受け，シャトル船不在時の蓄電をする．貯留サイトの海象条件観測をする． 
貯留サイト近傍に到着したシャトル船は，人為的にピックアップブイをピックアップし，

上記ピックアップロープ，ピックアップワイヤーの順にウィンチを用いてシャトル船上に巻

き上げた上で，フレキシブル・ライザー・パイプをシャトル船に嵌合させる．シャトル船と

フレキシブル・ライザー・パイプが嵌合されると，シャトル船は，DPS により自動制御され，

CO2の圧入が開始される． 
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図  5.1-4 シャトル船・洋上圧入方式説明図（環境省，2015）  
 
シャトル船概観図を図 5.1-5 に，カーゴタンク断面図を図 5.1-6 に示す． 
 

 

図  5.1-5 シャトル船概観図（GCCSI，2011）  
 
シャトル船の仕様を以下に示す． 

 全長=89.6m,船幅=14.6m, 型深さ=6.9m, 喫水=5.6m． 
 船速=15.0 knot． 
 サイドスラスタ 1,150 kW×2,  アジマス プロペラ 3,000 kW×1． 
 推進機 3,500 kW×2． 
 DPS(Dynamic Positioning System） 搭載． 
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図  5.1-6 カーゴタンク断面図（GCCSI，2011）  
 
カーゴタンクの仕様を以下に示す． 

 タイプ: Bi-lobe． 
 基数: 2 (縦列)． 
 単円筒の直径=7.0m． 
 長さ=27m． 
 容積: 1,500m3(X2)． 
 設計温度: -10 degC． 
 設計圧力: 3.1 MPa． 

ボイルオフにより 2.65MPa から 3 日間で 0.1MPa の割合で圧力が上昇すると想定． 
 材質: Quenched and tempered carbon steel for low temp use． 

引張強度 795N/mm2． 
降伏強度 685N/mm2． 

 

(3) コスト 
シャトル船の諸元・コストを表 5.1-7 に示す．シャトル船の建造コストは，その後の検討により増額

する可能性が強くなっている． 
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表  5.1-7 シャトル船の諸元・コスト(GCCCSI(2011)，GCCSI(2012)を編集) 

 

 

(4) 船舶輸送検討の動向 
表 5.1-8 に国内外の CO2 船舶輸送研究事例について示す．同表には，船舶輸送の方がパイプラ

イン輸送に比べて有利になる距離について，参考のために記している． 
表 5.1-8 に示す事例のうち概念設計以上の検討事例は，NEDO 及びシャトル船の国内 2 件だけ

である．コストについては，総じて輸送量が多いほどパイプラインが有利，輸送距離が遠いほど船舶

が有利である．Tel-Tek+TNO は，年間 30 万 t，60 万トンの輸送量では輸送距離を問わず船舶が有

利と試算している． 
 

表  5.1-8 国内外の CO2 船舶輸送研究事例の比較（環境省，2015）  

調査対象 輸送・圧入方式の検討状況 
パイプラインより船舶のほう

が経済的になる輸送距離 
備考 

国

内 

NEDO ●洋上着底基地から圧入 

●洋上浮体基地から圧入 

▲係留ブイ＋船上直接圧入 

▲潜水ブイ＋船上直接圧入 

300～500 ㎞ H24 に終了 

海

外 

KIOST + 

KAIST 

（韓国） 

▲洋上中間貯留タンク 

＋船上直接圧入 

パイプラインと船舶の輸送距

離(ルート)が異なり比較でき

ず 

現在の船舶輸送

の検討状況は不

明 

CINTRA 

(蘭) 

▲オフローディングタワー＋船上直

接圧入 

▲STL ブイ＋船上直接圧入 

150 ㎞前後 

（年間 100 万, 

200 万,400 万 t） 

中止 
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Tel-Tek ( ノ

ル ウ ェ ー ) 

+TNO(蘭) 

★洋上タンク＋浮体 距離問わず(年間 30 万,60

万 t)，500km(年間 500 万 t)，

1,200km (年間 1,500 万 t) 

圧入も含めた技

術検討を開始予

定 

UNSW + 

CO2CRC 

(豪州) 

－（輸送のみ，圧入なし） 750 ㎞(年間 600 万 t，深海

域)，900 ㎞(年間 600 万 t，

浅海域) 

 

参

考 

シャトル船 ●ピックアップブイ＋船上直接圧入

（洋上タンクなし） 

－ 船上直接圧入シ

ステムの検討中 

検討状況：●概念設計以上，▲概念検討，★今後検討予定，－検討外 

 

(5) 課題 
シャトル船・船上圧入方式の主要な課題を以下に箇条書きで示す． 

 ピックアップ嵌合システム 
 洋上無人・低コスト化のために是非とも成功させたいシステムであるが，類似前例のないシステ

ムであり，机上再検討・原位置試験が必要である． 
 運転計画・非常時対応の検討 

 分離回収・船舶輸送・貯留の全体システムを考え，陸上での一時貯留タンクを含む，それぞれ

の運転・運航計画の整合と非常時対応の検討が重要である． 
・圧入・貯留計画との整合 

 
シャトル船では，3,000t の CO2 を約 20 時間で圧入出来ると仮定している．この圧入レートで年間

100 万 t -CO2 となる． 
貯留層の圧入性能は，浸透率・層厚・貯留層の広がり等で決まるが，この圧入レートを満足するた

めには，複数の圧入井が必要になる場合もある．これらの圧入井の離間距離の程度によっては，貯

留サイトでの圧入方法を大きく変更する可能性もある． 
これは本方式固有の課題ではなく，パイプラインを含む輸送全体の課題でもあり，貯留層評価と

圧入計画が，輸送方法の決定と計画策定に大きく影響することに配慮が必要である． 
 

参考文献 
東京大学，(株)システム工学研究所船舶による CO2 輸送および海底下地層への圧入システムに関

する技術調査とコスト試算業務報告書，平成 22 年 3 月，（電力中央研究所） 
GCCSI（Global CCS Institute）：Preliminary Feasibility Study on CO2 Carrier for Ship-based CCS，

2011. 
GCCSI（Global CCS Institute）：Preliminary Feasibility Study on CO2 Carrier for Ship-based CCS

（Phase-2 – unmanned offshore facility），2012. 
GCCSI（Global CCS Institute）：Preliminary Feasibility Study on CO2 Carrier for Ship-based CCS

（Phase-2 – unmanned offshore facility）- VOLUME 2 - Storage Site Identification beyond the 
Japanese Continental Shelf，2012. 
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新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）：平成 20 年～平成 24 年度成果報告書 革新的ゼ

ロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト 発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージ
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5.2 CO2 貯留サイト評価技術 

5.2.1 サイト評価のための調査・試験方法 
CO2 貯留を実施する対象としては，一般的な地温勾配，静水圧分布であれば CO2 が超臨界状態

となる温度・圧力条件を持つ地下 800m よりも深い深度に，貯留層となる浸透率の大きい砂岩等によ

り構成される地層があり，この貯留層よりも上位に浸透率の小さい泥岩等により構成された遮蔽層が

連続して分布している領域が必要となるものと考えられる．また，CO2 漏洩防止の観点から，あらかじ

め活断層や規模の大きな断層の存在が想定されるような地域は回避する必要がある．これらの条件

を満たす領域を抽出し，CO2 を貯留する容積を十分有する貯留層や，CO2 の上方への移行を防止

する遮蔽性能を有する遮蔽層の分布，ならびにそれぞれの地層における CO2 の移行特性に関わる

物性を明らかにすることにより，貯留サイトの評価が可能となる． 
このための調査・試験方法としては，従来から実施されている地下深部を対象とした調査・試験，

すなわちサイト評価の初期段階となる文献調査を実施し，地表地質調査，物理探査，坑井調査・試

験といった流れで実施することが考えられる．上述した調査・試験の具体的方法について，以下に概

説する． 

(1) 文献調査 
これまでに実施された地下深部を対象とした地質調査として，石油・天然ガス資源調査，地熱資

源調査，活断層調査，地下水調査が挙げられる．これらの調査結果を収集・整理することにより，初

期段階におけるサイト評価を行うことができるものと考えられる．CO2 貯留においては，地下深部にお

ける貯留層・遮蔽層の分布や性状，貯留された CO2 の漏洩経路となり得る断層の分布や性状を把握

する必要がある． 
貯留層・遮蔽層の分布に関しては，公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE)により反射

法地震探査および坑井掘削の結果に基づくデータの収集，整理結果が示されている(RITE，2008)．
図 5.2-1 に RITE により作成された全国貯留層賦存量分布図を示す．また，海外も含めた文献調査

により CO2貯留サイトの地質特性の比較が行われている(田中他，2010)．国外の CO2貯留サイトにつ

いて，地質特性を比較した結果を表 5.2-1 に示す(海江田他，2012)． 
一方，断層については，活断層の分布や性状については活断層研究会により取りまとめられてい

る(活断層研究会，1991)他，産業技術総合研究所による出版物や地方自治体における調査報告書

が利用できる．しかしながら，CO2 の漏洩に関わる断層の物性評価や海域の断層についての分布，

性状については評価事例が少ないのが現状である(田中他，2009)．電力中央研究所において提案

している CO2 貯留に関わる断層の調査フローを図 5.2-2 に示す(海江田他，2012)． 
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図  5.2-1 全国貯留層賦存量分布図(RITE，2008) 
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表  5.2-1 国外 CO2 貯留サイトの地質特性の比較(海江田他，2012) 
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図  5.2-2  CO2 貯留に関わる断層の調査フロー(海江田他，2012) 
 

(2) 地表地質調査 
地表地質調査では，地下深部の地質に関する直接の評価を行うことは出来ない．しなしながら，

地下に連続する，または存在が想定できる地質構造を地表において調査できる点や，堆積岩の堆

積相・砂泥比，断層の性状を把握することができる点から，低コストに貯留サイトにおける概略貯留可

能量を評価することができるメリットがある(田中他，2009)．また，坑井等により地下深部の情報が得ら

れていない地域では，CO2 貯留時における移行特性を評価するため岩石試料を露頭から採取し，室

内試験を実施することが考えられる． 

(3) 物理探査 
CO2 貯留サイト評価のための地質構造ならびに物性を評価するための物理探査手法として，反射

法地震探査，屈折法地震探査，微動アレイ探査，電磁探査，重力探査などが挙げられる．現状では

CO2 貯留サイトの地質構造評価に関しては反射法地震探査が最も優れていると考えられる． 
反射法地震探査は，地震波(弾性波)を人工的に発生させ，地下深くの地層境界面で反射して地

表に返ってきた振動を受振機によって観測することにより，反射波の走時から主に境界面(反射面)
の深さを推定する方法である(例えば，狐崎，2001)．図 5.2-3 に反射法地震探査の測定例を示す． 

その他の探査手法として，屈折法地震探査は，地中を伝わる弾性波の中で地層の境界面で屈折

し地層の境界を伝わり地表に返ってくる波を利用して地質構造を明らかにする手法，微動アレイ探

査は，海洋の波浪などにより遠方からやってくる周期の長い自然の弾性波を観測して地下の速度構
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造を求める手法，電磁探査は，地中を流れる地電流と地磁気の相互作用を利用し，地下の比抵抗

を求める手法，重力探査は重力を測定することで，地下物質の密度差から概略の地質構造を推定

する手法である．これらの手法の詳細については 5.5 節を参照されたい． 

 

図  5.2-3 米国 California 州 Coalinga 背斜における反射法地震探査断面の例  
（Guzofski and Shaw, 2005）．  

 

(4) 坑井調査・試験 
CO2 貯留サイトが概略選択された際，地点における貯留特性評価のため，坑井掘削および調査・

試験が行われる．まず，物理探査等で推定された貯留層・遮蔽層の深度や分布範囲を確認するた

め，坑井掘削ならびに地質調査が行われる．地質調査は掘削により得られるコア試料やカッティング

ス(掘削屑)を用いて実施する．また，貯留層や遮蔽層における CO2 の流動に関わるパラメータ，すな

わち絶対浸透率(地層中における流体の種類に依存しない流体の通りやすさ)，間隙率(地層全体の

体積のうち岩石粒子を除いた間隙の体積の占める割合)，相対浸透率(水と CO2 が共存して流動する

場合の両者の浸透しやすさを示す割合)，毛管圧(間隙中に水と CO2 が共存する場合の両者の圧力

差)はコア試料を用いた室内試験により評価する場合が多い．絶対浸透率は掘削後の坑井を用いた

現場透水試験を用いて評価することも可能であり，費用が掛かるものの，より現実的な評価の方法と

なる． 
坑井を用いた調査・試験として，物理検層が挙げられる．物理検層は，上述した室内試験による

CO2 の流動に関わるパラメータが坑井内の一部の地層から得られた岩石試料を用いたものであるの

に対し，坑井全体におけるパラメータの分布を評価することが可能となる．物理検層手法として，比
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抵抗検層，音波検層，密度検層，中性子検層，坑壁イメージング検層等があり，これらを組み合わせ

て実施することが多い．検層の手法の詳細については文献(物理探査学会，1989)を参照されたい． 

5.2.2 貯留可能量評価技術 
CO2 貯留において，事前に貯留可能量を把握しておくことは重要である．サイト評価の初期の段

階において評価する貯留可能量は，石油・天然ガス資源における原始埋蔵量(石油技術協会，

2013)に類似した概念であり，理論的に地層に貯留可能な CO2 の量を表す．我が国では RITE により

示された以下の式(RITE，2006)がある． 

貯留可能量 =  Sf × A × h × φ ×
Sg

BgCO2
× ρ 

ここに， 
Sf ：貯留率 
A ：貯留層の面積 
H ：有効層厚 
φ ：貯留層の間隙率 
Sg ：超臨界 CO2 の飽和率 
BgCO2 ：CO2 の容積係数 
ρ ：CO2 の密度 

である．Sf については，背斜構造のような構造性帯水層では 0.5(50%)，同斜構造などの非構造性帯

水層では 0.25(25%)を用いている(RITE，2006)．図 5.2-4 に Sf，h，Sg の概念図(田中他，2009)を，図 
5.2-5 に貯留可能量評価のフロー図(田中他，2009)をそれぞれ示す．h については，貯留層の全層

厚に砂泥比率を掛け合わせたもの，Sg については 0.2，0.5，0.8 をそれぞれ用いる．BgCO2，ρ は貯留

する地点における温度・圧力条件に依存するが，深度 2000m で一般的な地温勾配(100m 当たり

3℃)の場合，それぞれ 0.003，630kg/m3 程度となる． 

 

図  5.2-4 貯留率 Sf，有効層厚 h，超臨界 CO2 飽和率 Sg の概念(田中他，2009) 
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海外では，CSLF(Carbon Sequestration Leadership Forum)による方法(Bachu et al., 2007)やこれを

ベースとした改良版(Gorecki et al., 2009)，USDOE(米国エネルギー省)による方法(USDOE, 2007)な
どが提唱されている(Bachu, 2015)が，基本的には RITE による方法と同様の考え方に基づくものであ

る． 

 

図  5.2-5 貯留可能量の評価フロー(田中他，2009) 
 

上述した貯留可能量算定式に基づき，RITE によって実施された算定事例について述べる．大阪

湾を対象に 2005(平成 17)年度に算出された理論上考えられる貯留可能量は 49.4 億 t- CO2 であっ

た(RITE，2006)．これに引き続き 2006(平成 18)年度にはより詳細な地質モデルをもとに，数値解析

による CO2 移行挙動評価を行い，さらに確率論的手法による貯留可能量の再検討を行った(RITE，

2007)．その結果，貯留可能量は 12.0 億 t- CO2となり，理論上考えられる値の 4 分の 1 程度となった．

このように理論上の貯留可能量は必ずしも実際的に貯留できる CO2 の量を予測することと等価となら

ないことに注意を要する．また，数値解析等により評価された貯留可能量についても，実際に対象と

する貯留層におけるCO2流動に関するパラメータを入力していないため，あくまでも予測の値となる．
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このため，貯留サイトが決定した場合，より精度の高い貯留可能量評価を行うためには，5.2.1(4)に示

したような詳細な調査が重要となる． 
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5.3 CO2 地中挙動シミュレーション技術 

5.3.1 CO2 地中挙動シミュレーションの目的と概要 
CO2 貯留サイトの選定や計画の策定にあたっては，貯留サイトに圧入可能な流量，移行範囲，封

じ込め性能などを予測・評価し，貯留プロジェクトの経済性や安全性を事前に十分に吟味することが

重要である．貯留開始後は，CO2 挙動を監視するモニタリングとあわせて，貯留 CO2 の移行範囲や

安定性を確認することが必要になる．これらが CO2 地中挙動シミュレーションの主な目的となる． 
CO2 地中挙動シミュレーションの手順を図 5.3-1 に示す．まず貯留サイトで取得された地震探査

や坑井データに基づいて貯留層モデルを作成する．貯留層モデルとは，貯留層の地質構造や浸

透率や孔隙率などの物性値の空間分布を規定するものである．CO2 の地中挙動シミュレーションは，

このモデルを用いた多相流体系の数値シミュレーションにより行うのが一般的である． 
 

  
図 5.3-1 CO2 地中移行評価の手順 

 
図 5.3-2 に示すようなサイト特性評価，モニタリング，シミュレーション，リスク分析の繰り返しアプロ

ーチが，CO2 貯留事業の安定かつ安全な操業に重要であり，社会的な受容性にも寄与するもので

ある（IEA-GHG, 2011）． 

 
図 5.3-2  CO2 貯留における地中挙動シミュレーションの位置づけ（DOE/NETL, 2011） 

  

地震探査 坑井掘削・検層

• 地層境界、断層形状
• 物性分布（孔隙率など）

• 岩相、孔隙率、浸透率
• 相対浸透率、毛管圧など

貯留層モデル

CO2の地中挙動シミュレーション
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5.3.2 CO2 の貯留メカニズム 
図 5.3-3 に示すように，CO2 は圧力 7.38MPa， 温度 31℃以上の温度・圧力で超臨界流体となり，

気体と液体の中間的な物理化学的性質（粘性，密度など）を示す．超臨界流体は，気体よりも密度

が大きく，液体よりも粘性が小さいため，圧入性や貯留効率の面で有利と考えられている．超臨界状

態の CO2 密度は概ね 0.4～0.8 g/cm3 であり，地下水中で浮力が働くが，貯留層の上部が泥岩層な

どの遮蔽層で覆われていれば，CO2 を貯留層内に長期間留めることが可能である．そのため， CO2

が超臨界状態となる深度（約 800m 以深）の，遮蔽層（浸透性の低い泥岩など）で覆われた多孔質で

浸透性の高い地層（砂岩層など）が CO2 貯留に適する地層とされている． 
 

 

図  5.3-3 温度・圧力条件による CO2 の相と密度変化  
 
 

CO2 を地層中にトラップするメカニズムには，構造・層序トラップ，残留ガストラップ，溶解トラップ，

鉱物トラップなどがある（図 5.3-4）．構造・層序トラップは，CO2 が低浸透性の地層（遮蔽層）の下に

物理的にトラップされることである．残留ガストラップは，気泡が貯留層の空隙中に取り残されて動け

なくなるメカニズムをいい，溶解トラップは地下水中に CO2 が溶解することを意味する．鉱物トラップ

は炭酸塩鉱物化による固定化を意味する．ただし，炭酸塩鉱物の生成には 1000 年以上の長期を

要すると考えられている（図 5.3-5）． 
 

 
  

40

35

30

25

20

15

10

5

0

圧
力

(M
Pa

)

温度 (◦C)
10        30         50         70        90   

1000
900

800

600

400
200

100
50

液体

気体

超臨界流体

密度（kg/m3)



 

129 
 

 
 

 
図  5.3-4  CO2 の貯留メカニズム(Emami-Meybodi et al., 2015) 

 

 

図  5.3-5 貯留メカニズムの時間変化(IPCC, 2005) 
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5.3.3 貯留層モデル 
坑井検層や物理探査（地震探査など）の調査データに基づいて貯留層モデルを構築する．貯留

層モデルの作成手順を図 5.3-6 に示す．これは天然ガス・石油開発の例であるが，CO2 貯留におい

ても同様の手順がとられる．地層ならびに断層の面形状は地震探査データと坑井データを組み合

わせた解釈により決定される．後述の数値シミュレーションに必要な物性値としては，貯留層の浸透

率，孔隙率，相対浸透率，毛管圧力，温度・圧力条件，地層水ならびに岩石鉱物の化学組成など

があり，地震探査，坑井検層に加えて，室内コア分析，坑井試験などの結果と合わせて求められる．

貯留層の孔隙率などの不均質な空間分布についても，信頼性の問題はあるが，地震探査データ波

形のアトリビュートなどから推定する技術も開発されて石油開発等の実務で広く用いられている． 

 

図 5.3-6 貯留層モデルの作成手順(Oil & gas ウェッブサイト) 
 

5.3.4 CO2 の地中挙動シミュレーション 
CO2 の地中挙動シミュレーションに用いる数値解析コードとしては，前述の種々の貯留メカニズム

を考慮するため，石油や地熱開発用の多相系流体シミュレータをベースに次のような機能追加を施

したものが開発され，多くの CO2 貯留プロジェクトで用いられている． 
 超臨界 CO2 の流体物性（密度，粘性，比エンタルピーなど）の温度・圧力による変化 
 相対浸透率や毛管力曲線のヒステリシス（残留ガストラップ） 
 地層水中への CO2 の溶解（溶解トラップ） 
 CO2－水－岩石の地球化学反応（鉱物トラップ） 

代表的な数値解析コードとして，石油開発用コードを改良した ECLIPSE（Schlumberger 社）, 
GEM（CMG 社）や地熱や放射性廃棄物地層処分から発達した汎用コード TOUGH2（LBNL），

STOMP-WCSE（PNNL）などがあげられる．これら解析コードの比較研究（例えば, Pruess et al., 2004）
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により，いずれのコードでも同様の支配方程式や構成則が用いられており，同等の解析結果が得ら

れることが示されている． 
数値シミュレーションの精度は，貯留層モデルに大きく依存する．事業開始段階では十分なデー

タ取得は困難であり，貯留層モデルひいては貯留シミュレーションの信頼性は乏しいのが通常であ

る．しかし，地震探査や坑底圧力などのモニタリングデータに基づいて繰り返しモデルを補正（ヒスト

リーマッチング，図 5.3-7）すれば，予測シミュレーションの信頼性を次第に高めることか可能と考え

られている． 

 

図 5.3-7 ヒストリーマッチングの概念(Oil & gas ウェッブサイト) 
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5.3.5 評価事例 
これまでに数多くのプロジェクトで CO2 地中挙動シミュレーションが実施されている．ここでは，シミ

ュレーションと観測データを比較した事例をいくつか紹介する． 

(1) 米国 Frio パイロット試験 
米国テキサス州の Frio パイロット試験では，CO2 の到達時間や２次元弾性波トモグラフィによる

CO2 の分布状況などに対するヒストリーマッチングが実施されている．相対浸透率と毛管圧力のヒス

テリシスを考慮した TOUGH2 ECO2N が使用されている．観測井の CO2 到達時間や圧入井，観測

井での圧力とCO2飽和率の変化に対するヒストリーマッチングを行った結果，シミュレーション結果は，

孔間弾性波トモグラフィにより評価された貯留層内の CO2 分布域を良く再現できることが示されてい

る（図 5.3-8）．相対浸透率と毛管圧力のヒステリシスの感度分析結果は，残留ガストラッピングの有

効な作用を示唆している． 
 

 

図  5.3-8  CO2 圧入前後での孔間トモグラフィ（弾性 P 波速度差）と数値シミュレーシ

ョン結果の比較（米国，フリオ実証試験 ; Doughy et al., 2008）  
 

(2) ノルウェー Sleipner プロジェクト 
ノルウェーの Sleipner プロジェクトでは，北海油田において深さ 2.5km の地層からの天然ガス生産

おいて分離回収した CO2 を地中に圧入している（1996 年から現在まで年間約 100 万 t）．圧入対象

は，Utsira 砂岩と呼ばれる高浸透性（数ダルシー）でかつ層厚が100m以上の良好な貯留層である．

貯留層内には薄い泥層を数枚はさんでいる．4 次元地震探査によって CO2 の 3 次元的な移動が 20
年の長期にわたって経時的に把握されており，これとシミュレーションとのマッチングが試みられてい

る．貯留層の浸透率が高いため，圧入中にも関わらず CO2 移行への浮力の効果が大きく，図 5.3-9
に示すように，CO2 は貯留層上面の標高の浅い部分にそって移動している．平面的に南北方向に

卓越した CO2 の移動は，貯留層上面の形状と良く整合するが，シミュレーション結果での再現には

限界がある（図 5.3-10）．その理由として，貯留層上面の形状の弾性波探査による推定精度により，

貯留層上面に沿った浮力による移動が過小評価されている可能性などが考えられている． 
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図  5.3-9 貯留層上面での CO2 の広がり(Sleipner; Chadwick and Noy, 2015) 
(a) 1994 年から 2001 年の振幅値の変化，(b) 1994 年から 2004 年の振幅値の変化，(c) 1994 年か

ら 2006 年の振幅値の変化，貯留層上面における CO2-地層水界面の広がり（赤線：2001 年，紫

色：2004 年，青色：2006 年）の３次元表示 
 

 

図  5.3-10 地震探査とシミュレーション結果の比較  
（CO2 飽和率 , 2006 年時点 ; Chadwick and Noy, 2015）．  

(a) 地震探査から推定した CO2 飽和率，(b)浸透率 6 Darcy（等方），温度 29℃，(c) 浸
透率  東西方向 3Darcy，南北方向  10 Darcy，温度 29℃，(c) 浸透率  東西方向 3Darcy，

南北方向  10 Darcy，温度 31℃．  
 

  



 

134 
 

(3) 長岡 CO2 貯留プロジェクト 
圧入完了後の CO2 移行を長期にわたって観測して検証した事例は少ない．我が国の新潟県長

岡市で 2002～2005 年にかけて実施された CO2 貯留試験では，圧入完了後も 10 年以上にわたって

CO2 挙動モニタリングを継続してデータを取得し，CO2 の安定性を確認している．具体的には，圧入

中～圧入完了後の 10 年以上にわたり，物理検層（比抵抗検層，中性子検層，弾性波検層），孔間

弾性波トモグラフィ，地層水サンプリングが繰り返し実施されている（例えば，Sato et al., 2011)． 
ここでは，この長期モニタリングデータを対象にした数値シミュレーションの事例を紹介する． 

a） 貯留層モデル 
CO2 圧入対象の貯留層は，深度約 1,100m に分布する前期更新世灰爪層の砂岩卓越部（層厚約

60m）であり，傾斜 15 度で東北東に傾斜する単斜構造を有する．貯留層は岩相から 5 つのゾーン

（Zone-1～Zone-5）に区分でき，そのうち浸透性が最も良好な Zone-2（層厚約 12m）を圧入対象区間

としている．解析格子モデルを図 5.3-11 に示す．貯留層の上下面形状は弾性波探査から決定し，

孔隙率や浸透率の空間分布はシーケンス層序区分を踏まえた地質統計学手法に基づいて設定し

ている(Nakajima et al., 2016a)．Zone-2 は上部から Zone-2a～2c の 3 つに区分される．高浸透性の

Zone-2a と 2b は厚さ数 10cm 以下の細かな砂泥互層からなり，深度方向に不均一な孔隙率や浸透

率分布を有する．そこで，Zone-2a と 2b は鉛直方向の格子間隔を 50cm に詳細化し，不均一な浸透

率分布を反映している（図 5.3-11 b）．コア分析等から存在が示されている Zone-2a と 2b の境界の

薄い泥層もモデルに組み込んでいる． 
b) 解析結果 
 シミュレーションから得られた圧入開始から 10 年経過時の貯留層内の CO2飽和率の鉛直断面分布

を図 5.3-12 に示す．高浸透性ゾーンを選択的に CO2 が移行しているのが分かる．図 5.3-13 に，中

性子検層から求めた CO2 飽和率（区間平均）の経時変化をシミュレーション結果と合わせて示した．

シミュレーション結果は，CO2 到達時間やその後の CO2 飽和率の低下など，観測結果を定量的に再

現している．約 1500 日以降で CO2 飽和率の減少が見られるが，これは地層水よりも比重が軽い超臨

界 CO2 が浮力上昇によるものである．ただし，残留ガストラップの効果によりある一定値以下には減

少しない点において，シミュレーションと観測の傾向の一致が見られており，長期的な CO2 の安定性

を示唆するものである． 
観測井 OB-2 の複数回の比抵抗検層結果を総合したマップを図 5.3-14a に示す(Nakajima et al., 

2016b)．Zone2 中央区間（図中 B～D）の比抵抗値の上昇（赤色部）は超臨界 CO2 の到達を示してお

り，その上下での比抵抗値の低下（青色部）は地層水中への CO2 溶解によるものと解釈される．一方，

シミュレーションから得られた CO2飽和率ならびに地層水中へ CO2溶解量をもとに計算した比抵抗変

化を図 5.3-14b に示す．この両者の比較から，10 年間の CO2 移行に関して，次のような解釈が可能

である．すなわち，超臨界 CO2 の上昇は区間 B の上部に存在する薄い泥層による有効なトラッピング

効果を示していると考えられる．区間 B～D の上下に広がる高比抵抗ゾーンは，圧入中における CO2

溶解水の水理学的分散と圧入完了後のゆっくりした濃度拡散により説明が可能である． 
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(a) 鳥瞰図 

 
(b) 断面図 

 
図 5.3-11 ３次元貯留層モデル（Nakajima et al., 2016a; Yamamoto et al., 2016） 

 

 
 

図 5.3-12 CO2 移行解析結果（圧入開始から 10 年後）：上図は CO2 飽和率，下図は溶解 CO2
濃度（水層中の質量分率，圧入井 IW-1 と観測井 OB-2 を通る鉛直断面（Yamamoto et al., 2016） 
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図 5.3-13 観測井における CO2 飽和率の経時変化と解析結果の比較, Yamamoto et al., 2016） 

 

        
(a) 比抵抗検層（Nakajima et al., 2016b）  

 
(b) シミュレーション（Yamamoto et al., 2016）  
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図 5.3-14 長岡 観測井 OB-2 における比抵抗値の変化 

(4) 国際モデリング比較 Sim-SEQ 
このような数値予測の信頼性をどのように評価するかが問題となる．特に，シミュレーションに用いら

れる数値モデルは，作成者によって着目する物理化学プロセスや地質・水理データの解釈などの違い

から，大きく異なる予測結果を導く場合がある．  
米国エネルギー省の国際モデリング比較プロジェクト SimSEQ（Mukhopadhyay et al., 2014）では，米国

で行われた実証試験のデータを共有し，複数のモデリングチームによる予測結果の相互比較を通じて，

CO2 の地中挙動モデルに係る不確実性の程度や原因の理解を目指した国際共同研究プロジェクトで

あり，世界 8 か国の 15 チーム（表 5.3-1）が参加している． 
a) 対象サイト 
米国炭素隔離地域協力 SECARB では，米国ミシシッピ州の南西部において大規模な CO2 圧入試

験を実施中である．図 5.3-15 中に示す DAS（Detailed Area Study）サイトでは，白亜紀河川成砂岩で

ある下部 Tuscaloosa 層（深度 3300m）を CO2 圧入対象の貯留層とし，図 5.3-16 に示す圧入井（F-1）と

２本の観測井（F-2, F-3; 圧入井の東側の各々70m，100m 地点）を掘削し，2009 年 4 月に開始した

CO2圧入中の経時変化データ（圧力，温度，地層中のCO2飽和度など）を取得している．このプロジェ

クトでは，このサイトを S-3 サイトと呼んでいる． 
b) 貯留層モデル 
 上述の通り，Sim-SEQ では複数のチームが独立に貯留層モデルを構築しており，概念モデルや

使用している数値解析コード（表 5.3-2）は様々である．Mukhopadhyay et al. (2014) は，これらのうち，

図 5.3-17 に示す LBNL，PNNL，シェル，大成建設の４モデルに絞って比較結果を取りまとめている． 
ここでは，そのうち大成建設チームが構築した数値モデルについてのみ簡単に述べる（山本･

Mukhopadhyay, 2014)．数値解析には，積分差分法による多孔質・亀裂媒体中の非等温・多成分・多

相流体解析コードである TOUGH2-MP を用い，超臨界 CO2－水－NaCl の 3 成分 2 相系の EOS モジ

ュール ECO2N を用いている．モデル化領域は，圧入井 F-1 を中心とした半径 1.2km の貯留層であり，

図 5.3-17(d)の解析格子を構築している． CO2 圧入レートは，実測の変動レート（総圧入量約 11 万ｔ）

を使用している．有効孔隙率と絶対浸透率は，観測井 F-3 で取得されたコア試験データ（図 5.3-18）

に基づき，深度ごとに異なる値を解析格子の各層に与えている．本貯留層は河川堆積物で側方への

激しい岩相変化が予想されるが，上記の仮定は水理物性値の側方への完全な連続性を仮定している

ことに相当しており，このモデリングにおける最大の不確実性要因になっている． 
圧入開始から１年後の CO2 飽和度の分布を図 5.3-19(a)に示す．CO2 は貯留層の中部と下部に存

在する高浸透性ゾーン中（図 5.3-18）を選択的に広がっている．観測井 F2 と F3 での CO2 飽和度の変

化を図 5.3-19(b)に示す．CO2 の到達時間は各々8.8 日，21.8 日と計算される． 
c) 比較結果 

 解析結果のうち，観測井 F2 と F3 への CO2 到達時間を比較した結果を表 5.3-3 に示す．観測値に

近い予測結果を得ているグループもある一方で，全体を眺めると F2 で 8～36 日，F3 で 18～94 日と予

測に大きな差があることが分かる．実測の到達時間は 11 日（F2）と 16 日（F3）であった．CO2 の移行速

度は，貯留層モデルの有効孔隙率や浸透率の値や分布の不均質性などによって大きな影響を受ける．

PNNL の計算結果に見られる幅は，貯留層の浸透率や孔隙率を地球統計学による確率的試行（10 ケ

ース）によるものであり，同一の概念モデルにおいても 2 倍以上の差があることが分かる．ただし，各グ
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ループの予測結果の差異は，数値解析コードや解析精度の違いなどよりも，貯留層モデルでなされた

仮定や不確実性に起因するものと考えられる．その他，詳細な分析は Mukhopadhyay et al. (2014)を
参照されたい． 

 
表 5.3-１ 参加チームと解析コード（山本･Mukhopadhyay, 2014) 

 
 

No Organization/Institution Name of Software/Model

1. Bureau of Economic Geology, USA CMG-GEM

2. BRGM, France TOUGH2/Petrel

3. Geological Storage Consultants, USA Not available

4. Imperial College, UK Eclipse

5. Institute of Crustal Dynamics, China CCS_MULTIF

6. Lawrence Berkeley National Laboratory, USA TOUGH2-EOS7C

7. Pacific Northwest National Laboratory, USA STOMP-CO2E

8. RITE, Japan TOUGH2-ECO2N

9. Sandia National Laboratory, USA Not available

10. UFZ, Germany OpenGeoSys

11. Shell (China) Innovation and R&D Center MoReS

12. Taisei Corporation, Japan TOUGH2-MP/ECO2N

13. Uni Research, Norway VESA

14. University of Stuttgart, Germany DUMUX
15. University of Utah, USA STOMP-CO2E
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図 5.3-15 対象サイト（Mukhopadhyay et al., 2014) 
 
 

 
図 5.3-16 ＣＯ２圧入井（F-1）と観測井（F-2, F-3） 
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図 5.3-17 解析モデル： (a) ローレンスバークレー国立研究所， (b) パシフィックノースウエスト国立

研究所，(c) シェル，(d) 大成建設（Mukhopadhyay et al., 2014) 
 
 
表 5.3-2 各チームが使用した数値シミュレータ，モデル化手法，解析モデル領域（Mukhopadhyay et 

al., 2014) 
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図 5.3-18 観測井 F-3 内の岩相，孔隙率，浸透率 

 

 
(a) CO2 飽和率の分布（圧入井と観測井を通る鉛直断面） 

 
(b) 観測井 F2 および F3 における CO2 飽和率の経時変化 

図 5.3-19 解析結果の一例 （大成建設チーム） 
 

表 5.3-3 観測井への CO2 到達時間（Mukhopadhyay et al., 2014) 
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5.3.6 今後の課題 
 CO2 の地中挙動シミュレーション技術は，この 10 数年ほどの間に，石油開発の貯留層評価技術をベ

ースに大きく進歩し，CO2 地中貯留で生じる種々の物理化学的プロセスを包括的に考慮できる高度な

数値シミュレーション技術が確立されている．特にこの数年は，世界各国で行われている多くの実証試

験や商業プロジェクトへの適用を通じ，また国際的な協力や知識共有のもと，その検証や限界の理解

も進んでいる． 
前述の通り，地中挙動シミュレーションの精度は，支配方程式や構成則だけでなく，むしろ貯留層モ

デルに含まれる種々の仮定や不確実性に大きく依存する．これは地中を可視化することの困難さに起

因しており，一般の地下水解析や物質移行解析で広く認識されている課題である．したがって，特に

地下情報が不十分な操業開始前の地中挙動シミュレーション結果の不確実性には十分に注意する必

要がある．この段階での予測誤差は，貯留事業の経済性あるいは安全面の成立性を大きく左右する．

貯留開始後は，地中挙動モニタリングデータとのヒストリーマッチングによりモデルの信頼性は徐々に

向上するものと考えられる．貯留完了後においても，サイト閉鎖後の CO2 の長期安定性をモニタリング

で検証された予測シミュレーションにより示すことが重要であり，例えば EU の CCS 指令ではそれが民

間事業者から国などへの責任移管の条件とされている（図 5.3-20）． 
長期的なシミュレーションの信頼性については，主としてフィールドデータの欠如から，比較的多く

の課題が残されている．例えば，CO2 が炭酸塩鉱物に固定化される長期的な地化学シミュレーション

の検証は非常に困難である．また，CO2 の地中移行に関しても，圧入完了後は粘性力（圧力勾配）より

も毛管力や浮力が支配的になるため，現在の数値シミュレーションで採用されている流れの構成則

（相対浸透率など）に抜本的な改良が必要になるとの指摘もある．ただし，上に挙げたような不確実性

が貯留事業の経済性や安全性に与える影響は限定的と考えられることから，今後の CCS の進展と並

行して時間をかけて検証されるべき課題であろう． 
 

 

図 5.3-20 CCS プロジェクトでの操業者の実施事項（European Parliament and the Council of the 
European Union (2009)に基づいて作成） 
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5.4 CO2 化学的影響評価技術 

5.4.1 CO2 の地化学トラップ 
CO2 貯留では，地下に圧入された CO2 が様々な時間的，空間的スケールで，超臨界状態から気

相あるいは液相，さらには溶存態から固相へと，種々の形態でトラップされていくことが予想されてい

る．これらは，既に図 5.3-5 に示したように，時間スケールの短いものから順に，構造および層位トラ

ップ，残留ガストラップ，溶解トラップおよび鉱物トラップと呼ばれる(IPCC, 2005)． 
構造および層位トラップは，背斜構造や断層構造等の地質構造により CO2 が保持されるメカニズ

ムであるのに対して，残留ガストラップは，地層水を含む岩石孔隙中から CO2 が浮力で移動する過

程で，毛管圧により間隙内に CO2 が捕捉されるメカニズムである．一方，溶解および鉱物トラップは，

特に地化学プロセスが関与したメカニズムである．地層水と接した CO2 は，その界面を通しての溶解

により炭酸(H2CO3)となるが（溶解トラップ），その結果酸性化した地層水中では，貯留岩鉱物の溶解

に伴って種々のイオン種が形成され，CO2 は主として重炭酸イオン(HCO3
-)の形に変換される．このよ

うなイオン種の形成は，地層水の pH を再び増加させ，最終的に炭酸塩鉱物の沈殿により，CO2 が鉱

物中に固定される（鉱物トラップ）．一般的には，トラップメカニズムの時間スケールは，溶解トラップ

で数年～数百年，鉱物トラップで数千年～数万年以上と考えられている(IPCC, 2005)． 
溶解トラップにより CO2 が地層水に溶解すると，浮力による CO2 の上方への移動が抑制され，CO2

の溶存成分はきわめて遅い地下水流動に従って移動することになる．さらに鉱物トラップにまで移行

すると，CO2 は炭酸塩鉱物として地質学的な時間スケールで安定に固定される．したがって，地化学

トラップは，時間スケールが長いメカニズムに移行するに従い，CO2 貯留の安全性をより高める方向

に機能する． 

5.4.2 地化学プロセスに起因したリスク 

(1) キャップロックおよびき裂・断層からの CO2 漏洩 
キャップロックは一部で CO2 溶存水と反応するが，その反応自体が CO2 漏洩の発端になることは

考えにくい(Gaus, 2010)．すなわち，漏洩経路が形成するためには，地層水の流動下での鉱物の連

続的な溶解が必要となるが，このような状況は，特にキャップロックのような粘土鉱物を主体とする低

浸透性の岩石では現実的でない．むしろ，溶存 CO2 とキャップロックの反応の結果，二次鉱物が沈

殿し，シール能力が増大することが期待される． 
一方，炭酸塩鉱物が充填されたき裂や断層を想定すると，CO2 を含む流体の浸透により炭酸塩鉱

物が溶解し，き裂や断層が拡大する可能性がある(Gaus, 2010)．実際に，キャップロックにき裂が存

在しない場合には，貯留層からの物質移動が主として溶存化学種の分子拡散に限定されるが，き裂

が存在する場合には CO2 に富む流体の移流が卓越し，その結果，浸透率が増加することがシミュレ

ーションで再現されている(Gherardi et al., 2007)．これに関連して，き裂を有する泥岩試料に対する

浸透実験では，CO2 溶存塩水のみでは浸透率が変化しないが，CO2 溶存塩水および CO2 ガスを周

期的に流すことによりき裂開口幅が拡大し，浸透率が増加する様子が観測されている(Andreani et 
al., 2008)． 

これらの研究からは，CO2 と岩石の相互作用は，キャップロック中での漏洩経路の形成にまでは至

らないが，既存のき裂に対しては流動性を促進するポテンシャルを有していることが示唆される(徂徠, 
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2013)．このような地化学的な効果は，環境条件や鉱物組成，流速等に強く依存することが予想され

るため，室内実験やナチュラルアナログ研究により，種々の条件下でデータを整備する必要がある．  

(2) 坑井周辺からの CO2 漏洩 
一般的な坑井では，鋼鉄製ケーシングと母岩層の間がセメントで遮蔽されており，セメント－ケー

シング間あるいはセメント－地層間の接着不良や，セメント中の空隙および亀裂，ケーシングの破損

等により，CO2 が上方に漏洩する可能性が指摘されている．これに関して，特に地化学的な観点から

は，セメントあるいはケーシングと CO2 の反応が重要となる(徂徠, 2013)． 
CO2 環境下でのセメントの反応に関する研究は，いずれもセメントがカルサイトやアラゴナイト等の

炭酸塩に変化することを示している(Bachu and Bennion, 2009; Carey et al. 2010; Duguid and Scherer, 
2010)．このようなセメントの炭酸塩化は，セメントの物理的性質および反応性の変化の 2 つの観点か

ら重要である(Rochelle et al., 2004)．前者において，セメントの収縮が起こると，ケーシングあるいは

キャップロックとの間で乖離が生じ得る．一方，体積増加が起こると，シール性が増大する反面，ケー

シングの変形を起こし，坑井の健全性が損なわれることが予想される．これに対して，後者について

は，初期に形成した炭酸塩がセメントを被覆することにより，さらなる劣化が抑制される可能性があ

る．  
天然で 30 年以上 CO2 環境に曝露されてきた坑井から，室内実験より長い時間スケールでの挙動

を明らかにする試みも行われている．Carey et al. (2007)は，テキサス州西部の EOR 石灰岩フィール

ドの CO2 注入井および生産井について，ケーシング，セメントおよび頁岩キャップロックのコア試料を

回収して詳細な分析を行い，ケーシングおよび頁岩との接触部において炭酸塩化の進行を確認し

た．特に，頁岩との界面には，炭酸塩およびアルミノ珪酸塩等からなる集合体が最大 1 cm 程度の厚

さにまで形成していた．なお，セメントと接触したケーシングにはほとんど腐食が生じていなかった．こ

こでは，少なくとも 30 年間にわたり坑井からの CO2 の漏洩は生じておらず，炭酸塩のシールが有効

に機能することの一つの実証例と言える． 

(3) 地下水汚染 
貯留層から CO2 が漏洩した場合，上位のより浅い帯水層中に CO2 あるいは CO2 溶存水が浸入し，

そこで一連の地化学プロセスを誘起して地下水の水質を変化させる可能性がある(徂徠, 2013)．この

ような状況は，特に貯留サイトが陸域にある場合には，飲料水への影響の観点から重要となる． 
例えば，Wang and Jaffe (2004)は，反応輸送シミュレーションにより，CO2 漏洩に起因して飲料用

地下水中の pH が低下した結果，鉱物中に微量金属として含まれる鉛が溶出し，局所的なスケール

ではその濃度が限界レベルに到達し得ることを算出した．また，同様のシミュレーションからは，貯留

層からの CO2 の漏洩速度やその結果生じる CO2 プルームの形状，地下水流等に依存して有害元素

濃度が変化し，鉛は許容範囲内に収まるが，ヒ素は限界レベルを超える場合があることも示されてい

る(Zheng et al., 2009; Apps et al., 2010)．なお，残留オイルや特定の有機物が存在する帯水層では，

地下水汚染の原因物質として，微量元素以外の有機物にも留意する必要がある(Kharaka et al., 
2006)． 
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(4) 圧入性 
CO2 貯留のオペレーション時の圧入性は，地層圧の変化と関連した安全性や経済性に関わる重

要な因子である．このような圧入性に対して，地化学プロセスが，圧入井周辺での孔隙率および浸透

率の変化を通して影響を及ぼすことが予測されている(徂徠, 2013)． 
一般的には，圧入井近傍で地層水が酸性化すると，貯留岩中の鉱物の溶解により孔隙率や浸透

率が増加し，圧入性が増加する方向に機能すると考えられる(e.g. Xu et al., 2004; Knauss et al., 
2005; Gaus et al., 2008)．一方で，二次鉱物が沈殿すると貯留層の孔隙率の低下を引き起こし，CO2

の圧入性を低下させることが予想される．このような二次鉱物としては炭酸塩鉱物に加えて(e.g. Xu 
et al., 2004; Knauss et al., 2005; Gaus et al., 2008)，ドライアウトによる沈殿鉱物も想定される．すなわ

ち，圧入井近傍では超臨界 CO2 により地層水が蒸発し，高濃度の塩水が形成された結果，ハライト

やその他の二次鉱物の沈殿が起こることが示唆されている(André et al., 2007; Giorgis et al., 2007; 
Zeidouni et al., 2009)．また，ジュール・トムソン冷却（高圧の CO2 ガスが多孔質壁を通して圧力差を

保ちながら膨張する際の温度低下）に起因して形成した CO2 ハイドレートも孔隙率低下の原因になり

得る．Oldenburg (2007)は，圧入 CO2 が非常に低温である場合に，貯留層の温度が CO2 ハイドレート

安定領域および水の凝固点以下になり得ることを数値シミュレーションにより示している．しかしなが

ら，このような状況はおそらく現実的ではなく，CO2 の温度や注入速度，貯留層の浸透率が極端なケ

ースについてのみ検討すべき課題であろう． 

5.4.3 地化学プロセス評価のためのアプローチ 
地化学プロセスの評価には，室内実験，ナチュラルアナログ研究，シミュレーション研究および現

場試験の 4 種類のアプローチが適用される．いずれの方法も，対象とする時間的，空間的スケール

が異なっており，それぞれの特性に応じた適用が必要である(徂徠, 2013)． 

(1) 室内実験 
室内実験は，時間的，空間的スケールの制約が大きい反面，厳密に環境条件を制御できるため，

個々の要素プロセスに対するパラメータの取得とメカニズムの解明に適している． 
再現可能な時間スケールが限定されるため，その役割は短期的な地化学プロセスの検証に留ま

っているが，一部のより長期の地化学プロセスについては，実際より温度を上げた条件下での加速

試験や，鉱物表面の微視的な解析を行うことにより，現実的な時間内に現象を捕捉できる可能性が

ある． 

(2) ナチュラルアナログ 
天然における類似の現象に学ぶナチュラルアナログ研究では，地質学的な時間スケールでの現

象の理解のみならず，単純な平衡論では予見できない現象の把握が可能となる．しかしながら，環

境条件の変遷履歴が必ずしも明らかでないことから，反応キネティクスに関わる定量データの取得に

は適していない．最大の課題は，対象となる地域の偏在性や得られる知見の定量性の問題に起因し

て，CO2 貯留の評価に直接適用することが困難な点にある．したがって，今後その成果を最大限に

活用するためには，世界各地の CO2 フィールドに対して，過去の地質学的イベントと環境条件，その

結果生じる地質や岩相変化の関係を整理し，汎用性の高い形で知見の集約を図ることが重要であ

ろう． 
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(3) 数値シミュレーション 
地化学プロセスは時間スケールが非常に長い現象であるため，最終的な評価は数値シミュレーシ

ョンに頼らざるを得ない．実際に，数値シミュレーションは原理的に全てのスケールの現象を扱うこと

が可能であるため，他のアプローチを補完する役割を担っている．特に近年は，計算処理能力の飛

躍的な向上もあり，3 次元の反応輸送シミュレーションが主流となりつつある(e.g. Xu et al., 2003; 
Johnson et al., 2004; White et al., 2005)．しかしながら，これまでの研究で指摘されているように，現行

のシミュレーションには，種々の不確定性を含む仮定や未知のパラメータが多数設定されている．し

たがって，これらの不確定性を排除し，シミュレーション結果の高精度化を図ることが，CO2 貯留の長

期評価において急務とされている． 

(4) 現場試験 
現場試験は，天然環境下での定量的な CO2 挙動の解析の観点からきわめて重要である．帯水層

への CO2 貯留として 1996 年に開始されたノルウェースライプナープロジェクトに始まり，現在では，世

界各国で大小様々な規模の実証プロジェクトが進行中である．しかしながら，地化学プロセスは地上

からのモニタリングが困難であることから，必ずしも十分な解析には至っていない．代わりに，現場試

験においては，可能な限り地層水や岩石コア試料を採取することが前提となる．その際，CO2 の移動

を直接捕捉するためには，不活性化学物質や放射性炭素などのトレーサをあらかじめ圧入 CO2に混

入させ，採取試料中のトレーサ濃度を測定することが有効である．なお将来的には，地層水の pH や

溶存イオン濃度のその場計測を目的とした，多孔質媒体中で機能する耐圧センサの開発も重要な

課題である． 

5.4.4 地化学トラップの観測事例 

(1) 溶解トラップ 
長岡サイトの実証試験では，2003 年 7 月から 2005 年 1 月にかけて計 10,400 トンの CO2 が地下

1,100m の塩水性帯水層に圧入されたが，その後の継続したモニタリングにより地化学トラップの兆候

が捉えられつつある．図 5.4-1 に，圧入層の上下地層を含めた比抵抗鉛直分布の経時変化を示す

（RITE ホームページ）．ここで，赤い部分は比抵抗が増加して電気が流れにくくなった超臨界 CO2，

青い部分は逆に比抵抗が減少して電気が流れやすくなった CO2 溶存水に相当する．図 5.4-1 では，

圧入後の時間の経過とともに貯留層中の超臨界 CO2 の飽和度が低下し，その上下の地層で超臨界

CO2 の地層水への溶解が進行していることが明らかである．このような溶解トラップの観測は世界的

にも例がなく，圧入後の CO2 の長期計測により初めて明らかとなったものである． 
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図  5.4-1 長岡実証サイトにおける比抵抗の経時変化(RITE) 

(2) 鉱物トラップ 
カンラン岩や蛇紋岩，玄武岩などの超苦鉄質あるいは苦鉄質の岩石は，Mg，Fe，Ca 等の 2 価の

陽イオンを多量に含むため，CO2 の炭酸塩化の観点からは最適の貯留層であるとみなされる．このう

ち特に玄武岩は，陸域では洪水玄武岩として知られるインドのデカン高原や米国のコロンビア川台

地，海域では中央海嶺に始まる海洋底プレートとして，地球表層の大部分を占めることが知られてい

る．そのため，圧入後の漏洩リスクを回避できる貯留層として，実験室のみならずフィールドにおいて

各種実験が行われている． 
最も代表的な例として，アイスランド地熱地域での CarbFix プロジェクトが挙げられる．ここでは，

2012 年 1 月～8 月の期間に，230 トンの CO2 が地下水と混合された後，400～800 m の深度の玄武

岩層に圧入された．その結果，図 5.4-2 に示すように，観測井における溶存無機炭素(DIC)濃度お

よび放射性炭素(14C)濃度に関して，トレーサに基づいた地層水流速から得られる予測値と比較して

実測値がきわめて低いことが判明し，その差分である 95%以上の CO2 が炭酸塩化したと結論づけら

れた(Matter et al., 2016)．この実験では，わずか 550 日以内に圧入した CO2 のほぼ全量が炭酸塩化

したことになるが，そのメカニズムを含めて今後の詳細な解析が待たれる． 
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図  5.4-2  CarbFix プロジェクトの玄武岩層における DIC（上図）および 14C 濃度（下図）

の計算値（●）および測定値（□）の比較  (Matter et al., 2016) 
 
一方，米国の Wallula 玄武岩プロジェクトでは，2013 年 7～8 月にコロンビア川台地の深度 826～

886 m の玄武岩層に 1,000 トンの超臨界 CO2 が圧入された(Tollefson, 2013)．ここでは，炭酸塩化に

までは至っていないが，地層水中の Ca，Mg，Mn，Fe の濃度が増加する様子が観測された．なお，

数値シミュレーションでは圧入 CO2 の約 20%が 10～15 年で鉱物固定されると予測されている． 
このように，地化学的な観点からは超苦鉄質岩あるいは苦鉄質岩が貯留層として適していることが

示唆されている．しかしながら，表 5.4-1 に示すように，これらの岩相は必ずしも貯留ポテンシャルが

高くないことに加えて，適切な貯留サイトも限定されている．また，短時間で効率的に炭酸塩化させる

ためには，多量の水の同時注入やより高い温度などが必要となる．したがって，上記の貯留層が具

体的な貯留サイトのオプションとして選定されるために，これらの課題を解決していくことが重要であ

る． 
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表  5.4-1 玄武岩貯留における課題と解決策  

項 目 課 題 想定される解決策 

貯留ポテンシ

ャル 
・一般的に玄武岩は堆積岩と比較

して，孔隙率・浸透率が著しく

低い． 
・仮に圧入により直ちに炭酸塩化

が進めば，圧入井近傍の浸透率

が低下し，圧入自体が困難にな

る． 

・水圧破砕等による孔隙率・浸透

率の向上（微小地震を起こさな

いことが前提） 

貯留サイト ・玄武岩の産出地域は必ずしも

CO2排出源に近くない． 
・海洋底は玄武岩でできているが，

そのような深い深度の硬い岩盤

中に CO2を圧入することは技術

的に困難． 

・高精度の適地選定（貯留ポテン

シャル，漏洩経路となるチムニ

ー等の回避） 
・海底下大深度での圧入技術，モ

ニタリング技術の確立 

炭酸塩化（反応

性） 
・大容量の CO2の炭酸塩化には，

大容量の水が必要． 
・効率的に炭酸塩化させるために

は，CO2 と水の混合や交互の圧

入が不可欠． 

・地熱域などの高温環境，あるい

は高アルカリ環境の選定 
・炭酸塩化促進物質の選定 
・微生物活動の活用 

 

5.4.5 今後の課題 
本稿では，CO2 貯留における地化学プロセスの影響について述べてきたが，今後はより積極的な

立場での地化学プロセスの活用も重要な視点となる(徂徠, 2013)．地化学プロセスの最大の特徴は，

漏洩に対してより安全な溶存態や固体などの形態に CO2 を移行させる，あるいは貯留層そのものの

水理特性を変化させる点にある．例えば，浸透率の低い貯留層において鉱物の溶解を促進させるこ

とができれば，孔隙率の増加に伴って CO2 の圧入性が改善することが予想される．また，急速な CO2

のゲル化や鉱物化の技術が実用化されれば，万が一坑井周辺から CO2 が漏洩した場合でも，緊急

の漏洩停止の手段になり得る．さらに，圧入した CO2 全体の鉱物化が促進できれば，安全性の確保

のみならず，コストのかかる圧入終了後のモニタリングの早期終了にもつなげることができる．したが

って，CO2 貯留の安全性，経済性，環境影響など，地化学プロセスが関与する多様な課題について，

新たな視点でその活用の検討を行っていくことが重要であろう． 
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5.5 CO2 モニタリング技術 

5.5.1 モニタリングの目的 
CO2 の貯留においては，長期間にわたり安全に CO2 を貯留することが求められる．そのために，地

下に圧入した CO2 の挙動をモニタリングする必要がある．モニタリングは，圧入前，圧入中，そして，

圧入した CO2 の漏洩等がないことを確認するために圧入後も実施する必要がある．それぞれの段階

でのモニタリングの目的は表 5.5-1 に示すように多様である（當舎・中尾，2008；Pearce et al., 2006）．

圧入前のモニタリングは，CO2 が存在しないベースラインの状態を把握することが主たる目的となるが，

貯留層評価のためのモデルの改良や貯留計画の見直し等にも不可欠である．圧入中のモニタリン

グの目的は，温度・圧力や微小地震等のモニタリングを通じた安全かつ効率的な操業の実現，圧入

した CO2 の分布状態や漏洩のないことの確認，排出権等の評価のための貯留量の検証等，多岐に

わたる．また，圧入期間中，連続的または繰り返し実施することが必要である．圧入後は，漏洩等の

ないことを確認することが主たる目的であるが，貯留層の状態変化の有無を確認し，サイトの閉鎖が

可能かどうかを判断するための情報を提供することも重要な目的である．圧入後のモニタリングにより

安全性を確認したうえで閉鎖することを原則とすれば，閉鎖後のモニタリングは不要と考えられるが，

確認手法や規準等については今後の課題である． 
 

表  5.5-1 モニタリングの目的（當舎・中尾(2008)を一部修正）  
事業の段

階 
想定される期

間 
モニタリングの目的 

圧入前 3-5 年以内 ・環境影響評価 
・貯留層モデルの改良 
・貯留計画の見直し 
・ベースライン測定 

圧入中 5-50 年 ・安全で効果的な操業の実現 
・貯留された CO2の分布や量の把握 
・貯留量の検証 
・海中や大気中への漏洩の確認 
・サイト周辺地域の HSE 基準のクリアー 
・貯留層モデルの改良 
・関係者の信頼性の確保 

圧入後 50-100 年 ・圧入中の目的に加え，閉鎖判断のための情報の提供 
閉鎖後 10,000 年 （原則不要と考えられるが，今後の検討課題） 

 

5.5.2 モニタリング技術 
これまでに研究段階での適用も含めて，CO2 の貯留のモニタリング技術として適用された実績のあ

る手法を表4.5-2 にまとめた．ここでは，各手法の測定場所（観測位置），測定方法ならびに適用の結

果得られる情報についてその概要を記載した．これらの手法は，その原理・測定方法の違いにより，

大きく次の 3 つの手法に分類される． 
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(1) 物理探査法 
表 4.5-2 に示す地震探査，電気／電磁探査，重力探査，検層がこれにあたる．物理探査法は，そ

れぞれが対象とする物性（例えば，地震探査であれば地層の弾性的特性）の違いに着目して，圧入

された CO2 を検知する手法である．具体的には，CO2 は弾性波（地震波）速度や密度は地層より小さ

く，比抵抗は大きいという特性を有するので（Xue and Ohsumi, 2004; 窪田ほか, 2006），貯留量が多

くなると周辺地層との物性コントラストが大きくなるため，CO2 の分布する範囲をこれらの手法により検

知できる可能性がある．しかしながら，地下 1000m を超える地層に圧入された CO2 を検知する場合，

探査が実施できる測定場所の違いによってその地層分解能が大きく異なることに留意する必要があ

る．一般的に，地表からの探査では，地層分解能は１～100m 程度，ボーリング孔間で実施するトモ

グラフィでは，数 10cm～数 10m であるの対して，ボーリング孔内での測定手法である検層では，数

cm～数 10cm と高い．反面，検層ではボーリング孔周辺数 10cm 程度以内の探査しかできず，広範

囲におよぶ貯留層全体を把握するためには，地表探査との併用が不可欠である．後述するように，

モニタリングを計画する場合，これら各手法の特徴を理解したうえで立案する必要がある．なお，物

理探査法は，貯留サイト評価の際にも利用される．その詳細については，5.2 節に挙げられている文

献に加えて，物理探査学会(1998)等を参照されたい． 

(2) 測位・地形解析 
表 5.5-2 に示すリモートセンシング，海底地形測定，地表傾斜がこれにあたる．これらの技術は，

圧入された CO2 が原因で生じる地表あるいは海底面の変位を検知し，その変動範囲や変位量から

地下の CO2 の分布範囲や貯留量を推定する技術である．リモートセンシング技術の１つである衛星

データを利用した干渉 SAR（合成開口レーダ）解析により，繰り返し圧入サイト周辺の地表変動を計

測し，圧入状況のモニタリングに利用された例が後述する In Salah サイトで報告されている

（Mathieson et al.,2010）．地表の傾斜測定は，高精度傾斜計等を利用して，地表面の傾斜変化を継

続的に観測し，圧入による地表の傾斜変化をとらえるという手法である．しかしながら，傾斜計を多く

の地点に設置することは難しいため，上記リモートセンシングにより検知された地表変位の代表的な

地点での検証のための計測等への適用が考えられる．一方，リモートセンシングは，陸域サイトしか

適用できないため，海域では広範囲の海底面地形を高精度にイメージングできるサイドスキャンソナ

ー等が利用されている． 

(3) 孔内流体・地球化学・生物学的調査 
これらの手法は上述した２つの手法と異なり，CO2 による直接的影響を観測する技術である．圧入

時の孔口および孔内流体の温度・圧力のモニタリングは，安全かつ効率的な圧入を実現するための

操業管理技術の１つとして利用されている．地球化学的モニタリング項目として，観測井での孔内水

の水位計測や組成分析，圧入サイト周辺の土壌中や空気中の CO2 の濃度測定は，CO2 の漏洩監視

のための直接的なモニタリング手法として多くのサイトで実施されている．サイト周辺の環境影響評価

基準や HSE 基準を満たすことを確認するためにも圧入前から継続的に実施する必要がある．CO2 が

漏洩すると生態系への影響も懸念されるため，サイト周辺の植生などの生態変化のモニタリングも行

われる場合がある．このような地球化学的，生物学的モニタリングは陸域だけでなく，海域でも行わ

れる． 
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表  5.5-2 適用実績のあるモニタリング手法  
 

 
 

5.5.3 最適なモニタリング技術の選択 
実際のモニタリングにおいては，前項に述べた多くのモニタリング手法の中から，貯留サイトや貯

留条件，モニタリングの対象，サイト周辺の環境，加えてモニタリングに要する費用等を考慮して最

適な手法を選定する必要がある．特に，周辺環境として，住宅地との関係やサイト周辺の環境（HSE）

規準等との関係について検討することも重要である．また，各種の手法を組み合わせて効果的なモ

手法
測定
場所

測定方法 CO2貯留に関して把握可能な情報

地震探査 地表 ・3次元/4次元反射法地震探査 ・地質構造

(能動的探査) 海上 ・(繰り返し)2次元反射法地震探査
・貯留層/キャップロックの構造

 （分布・層厚等）

海底 ・3成分/4次元反射法地震探査 ・ CO 2の分布範囲・飽和度

・孔周辺の地震波速度分布
・孔周辺の地質構造

・孔周辺の CO 2の分布範囲・飽和度

・孔間の地震波速度分布

・孔間での CO 2分布範囲・飽和度

地震探査 地表 ・(繰り返し)微動探査・測定 ・地質構造

(受動的探査) 海底 ・地層のS波速度、強度分布

地表 ・微小地震の分布

孔内 ・CO 2フロントの位置

・地殻応力
地表 ・(繰り返し)電気探査 ・地質構造

海底 ・(繰り返し)電磁探査 ・CO 2の分布範囲・飽和度

・孔間の比抵抗分布

・孔間の CO 2の分布範囲・飽和度

地表 ・(繰り返し)重力探査 ・地下の密度分布

海底 ・(連続)重力測定 ・CO 2の分布範囲

・孔周辺の地層の物性変化

・孔周辺の CO 2の分布範囲

・地表変動

・CO 2の分布範囲

・地層の変形特性

・海底面変動

・ CO 2の分布範囲

・地表変動
・ CO2の分布範囲

・(連続)温度・圧力測定 ・孔口、孔内での温度・圧力変化

・(繰り返し)流体組成分析 ・孔内流体組成変化

地表 ・地下水位
海上 ・水質変化
孔内

地表 ・(連続/繰り返し)土壌ガス測定 ・土壌ガス成分の変化

地表 ・(連続/繰り返し)地表ガス測定 ・地表でのCO2濃度の変化

地表
海底

※情報欄の中の斜字体は、探査・測定結果から推定できる可能性がある情報

・生態・植生の変化

孔内流体 孔内

地球化学的調査

・(繰り返し)地下水分析

生物学的調査 ・(繰り返し)生態・植生調査

海底地形測定 海底
・(繰り返し)海底地形測位・測深、

     サイドスキャンソナー

地表傾斜 地表 ・(繰り返し)地表傾斜測定

重力探査

検層 孔内 ・(繰り返し)検層

リモート
センシング

地表 ・(繰り返し)地表変位観測

孔内

・(繰り返し)VSP/3次元VSP

・(繰り返し)トモグラフィ

・(連続)微小地震(AE)観測

電気/電磁探査

孔内 ・(繰り返し)トモグラフィ



 

157 
 

ニタリングを計画することが重要である．例えば，上述した物理探査法では，反射法地震探査は地層

分解能が高く 3 次元探査を実施することにより貯留層全体の CO2 の分布範囲を高精度に把握できる

可能性があるが，探査費用が高いため，探査の繰り返しの頻度を限定せざるを得ない．そのような場

合に 3 次元反射法地震探査で得られた詳細な地質構造や貯留層内の CO2 の分布状態に関する情

報をベースに，モニタリングに効果的な測線配置を決めた上で，比較的安価に実施できる 2 次元反

射法地震探査を，3 次元反射法地震探査を補完するようなタイミングで実施することなどが考えられ

る．また，CO2 の飽和度等の定量的な推定を行うためには，圧入井や観測井で検層を実施し，推定

された CO2 の飽和度と，反射法地震探査で得られる地震波速度や振幅から推定できる AI（音響イン

ピーダンス）等の特性との関係を，岩石物理モデル等を介して求めて，貯留層全体の CO2 の飽和度

を推定する手法などが考えられる． 
最適なモニタリング手法選定の参考になるのが，IEAGHG のウェブサイトで公表されている

Selection tool である（IEAGHG, 2016）．このウェブサイトでは，40 種類のモニタリング手法について，

与えられたモニタリング条件に従って適用の可能性が点数化され，利用者が選択しやすいようにな

っている．利用者が入力すべき選定条件としては，次の 9 項目が挙げられている．1) サイトの位置

（陸域，海域，両方），2) 貯留深度，3) 貯留層のタイプ（帯水層，油層，ガス層，石炭層），4) サイト

周辺状況（住宅地，農地，森林地帯，乾燥地帯，保護地），5) モニタリング時期（圧入前，圧入中，

圧入後，閉鎖後），6) モニタリングの目的（CO2 の分布の把握，キャップロックの健全性の把握，CO2

移動状況の把握，定量的評価，効率の評価，貯留層モデルのキャリブレーション，漏洩の検知，微

小地震の検知，貯留層の健全性の評価，信頼性の確保），7) 選定する手法（適用性の高い手法，

補完的に利用する手法，可能性のあるすべての手法），8) 圧入レート，9) 圧入期間．図 5.5-1 に選

定結果の一例を示す．この例は，陸域の森林地帯のサイトで，深度 500-1500m の帯水層に，年間 20
万トンの CO2 を 3 年間圧入する際の圧入中の CO2 の分布とキャップロックの健全性，CO2 の移動状

況を定量的に評価するとともに，漏洩の検知も可能にする主要なモニタリング手法を選定した結果で

ある．適用性の高い手法として，3 次元反射法地震探査，孔内での温度・圧力のモニタリング，検層

および孔内水の組成分析が推奨されている． 
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図  5.5-1  IEAGHG のウェブサイトの Selection tool での選定結果例(IEAGHG,2016) 
 

5.5.4 モニタリング技術の適用の現状と課題 
現在実施されている CO2 の貯留事業は，年間数万トンから数 10 万トン規模の圧入を行い，各種の

検討を行う研究段階と年間 100 万トン規模の圧入を行う商業段階に，大きく２つに分けられる．図 
5.5-2 は，世界各地で実施されている商業段階と研究段階の主な事業でのモニタリング技術の適用

の状況をまとめたものである（薛，2013）．この図からわかるとおり，商業段階の事業では，探査コスト

は高いものの，確実に成果の得られる繰り返し 3 次元反射法地震探査（４次元反射法地震探査）が

いずれのサイトでも適用されている．一方，研究段階の事業では，適用性の研究を目的として，各種

のモニタリング手法が適用されている．以下では，これまでに報告されている事例の中から，上記３

分類の手法について，適用事例の多い手法を選んで，その適用性と課題について述べる． 
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図  5.5-2  モニタリング技術の適用実績（●印で示された手法）（薛，2013 を一部修正）  
 

(1) 4 次元反射法地震探査 
反射法地震探査は，地表（海上）にて人工地震波を発生させ，地下の反射面から戻ってくる反射

波を地上（海上/海底）に設置した地震計で記録，解析し，地下の断面を描き出す手法である．3 次

元の発受振点配置にて反射法地震探査を時期を変えて繰り返し実施し，地下の状態変化を 3 次元

的に把握する技術が 4 次元反射法地震探査である．地層分解能が高く，広範囲におよぶ貯留層内

の CO2 の挙動をモニタリングする技術として最も有効な技術である．しかしながら，探査コストが高い

ため，他の手法と組み合わせて繰り返し回数を減らすなどの検討が必要である．また，陸域では地

形や探査に使用可能なアクセス道路等による制約，海域では漁場等による制約のため，3 次元での

規則正しい発受振点配置が難しい場合も多く，その結果，探査精度が低下する，あるいはイメージン

グ範囲が制約されるといった場合も生じる．そのような不規則な発受振点配置でも探査精度の低下

やイメージ範囲の制約を最小限にとどめる測定，解析法の開発が今後の課題である． 
この手法の適用例として最もよく知られた例が，北海の Sleipner での探査結果である．ここでは，

1996 年の圧入開始以来，これまでに 8 回の３次元反射法地震探査によるモニタリングが実施され，

図 5.5-3 に示すように，1994 年に実施されたベースライン探査での反射波を基準にした振幅変化か

ら貯留層内での CO2 の分布の変化が鮮明に捉えられている(Skalmeraas, 2014)．反射波の振幅変化

量の解析から CO2 の飽和度の推定等の更に進んだ解析も行われている（Chadwick et al., 2010）． 
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図  5.5-3  Sleipner での 4 次元反射法地震探査結果（カラーは反射波の振幅値を表す）

(Skalmeraas, 2014) 
 

(2) サイスミックトモグラフィ 
サイスミックトモグラフィは，ボーリング孔内で発振，受振が可能な孔内装置を使用して複数のボー

リング孔間で地震波の発受振を行い，地震波の伝播走時や波形の解析から孔間の地震波速度や

反射面のイメージング等を行う地震探査法である．CO2 のモニタリングでは，圧入井と貯留層を挟む

ように配置した複数の観測井間で繰り返し測定を行い，地震波速度の変化等から CO2 の分布状態を

推定する．この手法は，地表からの反射法に比べ，地層分解能は高いが，観測井間の 2 次元的な断

面内の変化しか把握できないため，3 次元的に広がる CO2 を精度よくモニタリングするためには，多

数のボーリング孔が必要となる．また，観測井の配置が適切でないと CO2 の挙動を精度よく把握でき

ないため，圧入前の観測井配置計画が特に重要である． 
サイスミックトモグラフィで圧入された CO2 を精度よく把握できた例としては，長岡での探査例がよく

知られている（薛・松岡，2008）．このサイトでは，ベースラインを除き，圧入中および圧入終了後に 6
回の探査が実施された．図 5.5-4 は，圧入中の４回のモニタリング探査結果とベースライン探査の結

果の差から推定された孔間の地震波速度の変化を表している．貯留層内だけの速度変化を仮定し

た解析の結果，最大 13.4%の速度低下が推定された（薛・松岡，2008）．このサイトでは，圧入終了後

2 年 9 か月後に 6 回目のモニタリング探査が実施され，圧入終了直後の探査結果と比較され，サイス

ミックトモグラフィでは CO2 分布の変化は検知できなかったことが報告されている． 
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図  5.5-4 長岡におけるサイスミックトモグラフィによるモニタリング結果（薛・松岡，

2008）（BLS：ベースライン探査，MS：モニタリング探査）  
 

(3) 微小地震観測 
CO2 を圧入すると貯留層内の間隙水圧が上昇するため，圧入個所付近で微小地震を誘発する可

能性がある．地熱開発や油ガス田の開発では，圧入に伴う微小地震を観測し，貯留層の動態を推定

し，生産管理に役立てられている．CO2 の貯留事業においても，圧入による貯留層の状態変化をモ

ニターする手法としての利用が考えられている．また，圧入によって規模の大きな地震が誘発される

場合に対処するためのトラフィックライトシステムの開発研究も行われている（地球環境産業技術研

究機構，2015）．この手法は，高温岩体発電事業やシェールガス開発ではすでに運用されており，

CCS 事業でも PA（パブリックアクセプタンス）のための重要な技術の１つとして，今後検討が必要であ

る． 
カナダの Weyburn サイトでは，CO2を使用した増進回収（EOR）の際のモニタリング技術として微小

地震の観測が行われている．ここでは，注入井（鉛直）の脇 50m 地点に観測井（鉛直）が設けられ，8
個の 3 成分ジオフォンが貯留層の約 200m 上部にあたる深度 1181-1356m に 25m 間隔で埋設され

た．CO2 注入に伴い，2004 年 12 月から 2005 年 10 月までに震源決定可能な微小地震が約 100 個

観測された．地震のモーメントマグニチュードは，-3.0～-1.0 で，多くは-2.0 以下であった．卓越周波
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数は 150Hz に及ぶものもあったが，多くはジオフォンの固有周波数に近い 20Hz 程度であった．図 
5.5-5 と図 5.5-6 に見られるように，微小地震の発生場所や時期は CO2の注入と相関性が高いと思わ

れるが，全体としてみた場合活動度は低く，貯留層の力学的変形を引き起こすまでには至っていな

いと報告されている（Verdon，2010）． 
 

 

図  5.5-5  Weyburn において 2003 年 8 月～2006 年 1 月の間に観測された微小地震（小丸印）．

大きい黄色丸が圧入井，赤丸が観測井，黒線が生産井（水平坑井）（Verdon，2010） 
 

 

図  5.5-6  Weyburn における CO2 及び水の圧入レートと地震活動の関係（Verdon，2010） 
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(4) 電気/電磁法探査 
電気/電磁探査法は，人工的な電流や電磁場を利用して，地下の比抵抗分布を推定する手法で

ある．塩水帯水層への CO2 の貯留モニタリングの場合には，比抵抗の大きい CO2 と小さい塩水の物

性コントラストに着目して，圧入した CO2 の分布やその動態を推定できる可能性がある．しかしながら，

一般に電気探査では CO2 を貯留する深部までの探査は難しいため，ボーリング孔内での測定を併

用するか，電磁法探査を適用する．一般に，深部になるほど地層分解能や検知能が低下するため，

貯留層が薄い場合や貯留量が少ない場合には，ボーリング孔を利用したトモグラフィ法の適用を検

討すべきである．あるいは，反射法地震探査と併用し，反射法で得られた地下構造モデルをベース

に，貯留層の CO2 の分布域だけに比抵抗の変化が発生すると仮定して，モニタリングデータを逆解

析し，地層分解能や検知能を向上させる必要があると考えられる． 
電気探査の適用例としては，ドイツの Ketzin サイトがある．ここでは，CO2 の分布を確認するため，

地表とボーリング孔を利用した 3 次元比抵抗法電気探査が実施された．地表には 16 ダイポール，孔

内には深度 590m～735m に 10m 間隔で 45 電極が配置された．図 5.5-7 に示すように，圧入された

CO2 によると推定される高比抵抗ゾーンの面的な拡がりが，４次元反射法地震探査結果と同様な傾

向を示したことが報告されている(Matrtens and the Ketzin Team, 2010)． 
 

 

 電気探査による比抵抗分布  反射法地震探査による振幅分布 
図  5.5-7 Ketzin における 3 次元探査により推定された CO2 の拡がり（水平分布） 

（Matrtens and the Ketzin Team, 2010） 
 

(5) 重力探査 
重力探査は，地下の密度異常を重力の変化としてとらえ，異常源の位置や密度値を推定する探

査法である．貯留で地下に圧入される CO2 は一般に超臨界状態の CO2 であるため，深度 1000m 程

度では密度が 600kg/m3程度と周囲の水よりも軽い．そのため，貯留される CO2の量が多くなると周囲

との密度コントラスが大きくなるため，重力探査によってその分布や量を検知することが可能となると

考えられる．しかしながら，電気/電磁探査法同様，貯留層が薄い場合や貯留量が少ない場合には
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一般に検知が難しい．そのため，最近はより精度の高い超電導重力計等の適用が試みられている

（杉原ほか，2014）．また，重力を連続的に観測することによりその変化を検知する連続型の重力計

の適用も試みられている．海域では，特殊な耐圧容器にいれた重力計を用いて海底で測定が行わ

れる． 
海域での探査例が，Sleipner サイトで報告されている．ここでは，貯留層を横断する測線上の海底

30 ケ所にベンチマークが設置され，2002 年，2005 年，2009 年に重力測定が実施された．観測され

た重力変化には，CO2 圧入による変化に加えて，海底面の変形，CO2 貯留層下位にあるガス貯留層

におけるガスの生産および水の流入による変化が含まれているため，圧入 CO2 以外の変化がモデ

ル解析により除去され，CO2 による重力変化が検出された（Alnes et al.，2011）．（図 5.5-8）． 
 

 

図  5.5-8  Sleipner における 2002 年と 2009 年間の重力変化と推定された CO2 による重力変

化（左図）および CO2 貯留層との位置関係（右図）（Alnes et al.，2011） 
 

(6) 検層 
一般に，CO2 の貯留では，モニタリングのための観測井が設けられ，圧入した CO2 のブレークスル

ーの直接観測ならびに検層やトモグラフィ等のモニタリングが実施される．特に，貯留層内の CO2 の

定量的な評価を行うためには検層が不可欠である．検層結果はその他の手法によるモニタリング結

果のキャリブレーションとしても重要であり，例えば，反射法探査結果と検層の併用により貯留層全体

の CO2 の定量的な評価が可能となる． 
日本の長岡サイトでは，圧入井を囲む位置に 3 孔の観測井が掘削され，音波検層，電気検層，中

性子検層の３種類の検層が，圧入前，圧入中，圧入終了後に 37 回実施された（薛・松岡，2008）．そ

のうちの 2 孔で CO2 の到達によると思われる測定値の変化が確認された．そのうちの 1 孔での音波

検層の結果を図 5.5-9 に示す．音波検層では，14 回目にあたる圧入開始後 250 日後（約 4000t 圧

入後）に圧入井から 40m 離れた観測井で初めて CO2 によると推定される変化が検知された．図から

わかるように，その後の検層でその分布範囲が拡大し，最大で圧入前の 28%の速度低下が観測され

た．この低下量は，観測井から採取されたコア試料による室内試験やサイスミックトモグラフィによる

結果と比較され，モニタリングによる飽和度の推定精度が議論された（薛・松岡，2008）． 
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図  5.5-9 長岡における音波検層結果（左：全検層結果を重ねたもの，右：CO2 到達後の

14 回目から 31 回目までの検層結果）(薛・松岡，2008) 
 

(7) リモートセンシング 
リモートセンシングを利用したモニタリング手法の１つとして，人工衛星からのマイクロ波による測位

を利用した干渉 SAR（合成開口レーダ）解析が適用されている．大量の CO2 が地下に圧入される場

合，貯留層はもちろんその上位の地層も変形し，その結果，地表にも変形が及ぶことが考えられる．

その変形量を干渉 SAR によって広域的に把握することにより，圧入された CO2 の分布域やその量を

推定することができる可能性がある． 
実際に，アルジェリアの In Salah サイトでは干渉 SAR 解析によって地表変位の観測が行われた．

図 5.5-10 は，圧入前(2003 年)と圧入後(2009 年)のデータの解析結果の差をとることによって得られ

た地表における上下変位量の変化図である．圧入井や生産井近傍に 2cm にもおよぶ隆起・沈降が

観測されていることがわかる（Mathieson et al.,2010）．これらの結果をもとに，貯留層やその上位層の

水理学的，力学的な特性の推定も行われている． 
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図  5.5-10  In Salah における干渉 SAR データの解析結果（2003 年と 2009 年の差） 
(KB-501，502，503 が圧入井) （Mathieson et al.,2010） 

 

(8) 地球化学的調査 
圧入された CO2 の漏洩監視のため，多くのサイトで地表での CO2 フラックスおよび土壌ガス中の

CO2 の測定が実施されている．しかしながら，大気中や土壌中には生物起源等，天然の CO2 も多く，

圧入された CO2 の検出は難しい．CO2 の同位体指標を用いて識別するなどの手法も提案されている

が，今後の課題である． 
しかしながら，多くのサイトで地表および土壌ガスの測定は実施されている．カナダの Weyburn サ

イトでは，2001 年（ベースライン）から 2003 年にかけて 3 年間測定が行われた．注入井を囲む 4km
四方の範囲内の 360 地点で，CO2 フラックスと土壌ガス中の CO2 濃度の計測が行われた．その結果

を図 5.5-11に示す．この期間においては，注入されたCO2の漏洩を示唆するデータは得られていな

いと報告されている（Wilson and Monea, 2004）． 
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図  5.5-11  Weyburn における 3 回のモニタリング時（a，b，c）の CO2 フラックス（左）

および土壌中の CO2 ガス（右）の測定結果（Wilson and Monea，2004）  
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6. CCS において今後貢献できる土木技術 
ここまで，CCS についての一般的事項に関して現状を整理した． 
2 章では，CCS を取り巻く世界情勢として気候変動問題を取り上げ，これに対応するための国内

および海外における政策の動向について概観し，CCS に関する研究開発を推進する世界的枠組

みについて整理した．全世界の CO2 排出量を低減し，温暖化抑止の目標である平均気温 2℃以内

を達成するためには，CO2 排出削減メニューに CO2 貯留を位置づけ，着実に履行していく必要があ

ることが示された．特に我が国では，2030 年までに 2013 年比で 26%の CO2 排出量削減を約束し，

2050 年までに 80%の排出量削減を目指すこととしており，より CO2 貯留事業の実現化に向けた努力

が払われることが求められているものと考えられる． 
3 章では，これまで世界で行われた，あるいはこれから実施される予定となっている CO2 貯留の実

証プロジェクトを取り上げ，事例紹介を行った．現状において実施中または実施予定のプロジェクト

は，EOR をはじめとした石油・ガス資源の増進回収のための CO2 貯留が多くを占める．これは，CO2

を資源の回収に利用することにより，貯留コストの低減を図ることができるため，帯水層貯留よりも先

行して実施できた経緯がある．これに対して，我が国では石油・ガスの貯留層が少なくかつ偏在して

おり，適地に乏しいことから，帯水層貯留への対応を検討していく必要がある．帯水層貯留には

EOR のような資源開発におけるコスト低減の要素がないことから，CO2 貯留を含む CCS 全体のコスト

低減を図っていくことが重要となるものと考えられる．また，3.3 節で述べたように，CO2 貯留では貯留

した CO2 の漏洩が大きなリスクとなると考えられていること(QICS プロジェクト)，今後アジアにおいて

産業の発展に伴い CO2 削減のニーズが高まると考えられる(インドネシアにおけるプロジェクト)ことか

ら，CO2 漏洩のメカニズム解明やリスク回避のための技術開発，さらには CO2 貯留のアジアをはじめ

とした発展途上国への事業展開を図っていく必要があるものと考えられる． 
4 章では，CCS に関するコスト算出事例の調査結果を示した．CCS を推進してくためには，全体の

コストを低減することが不可欠であると考えられる．しかしながら，CCS 全体のコスト評価に関しては，

輸送・回収・貯留それぞれにおいて，土木技術と関連しない項目も含めてコストに影響する要因が

多く存在する．したがって 4 章では，コスト評価に関する既往研究のレビューを行うことにより，コスト

評価に強く影響を与える因子の抽出を試みた． 
5 章では，CCS に関して土木の関連する既往技術として，CO2 輸送技術，CO2 貯留サイト評価技

術，貯留 CO2 移行評価技術，貯留 CO2 化学的影響評価技術，貯留 CO2 モニタリング技術を取り上

げ，技術の現状を概観した．CO2 輸送については，パイプラインは技術として確立しているものの，

我が国の排出源と貯留候補地との離隔距離やパイプライン敷設に伴うコスト・リスクを勘案すると，船

舶を用いることが有利であると考えられ，その場合，船舶輸送に伴うインフラ構築が必要となる．CO2

貯留サイト評価では，現状における貯留可能性の概算評価の精度を向上していくためには，物理

探査技術の高精度化による地質構造の詳細把握が必要であり，貯留 CO2 移行評価におけるシミュ

レーション技術の高度化による移行挙動評価の精緻化も必要となる．貯留 CO2 化学的影響評価で

は，地化学プロセスのより深化した理解により，CO2 貯留の安全性・経済性・環境影響の課題を解決

する積極的な地化学プロセスの活用が重要となる．これについては，地化学プロセスのみならず，

物理的な CO2 の溶解や CO2 による岩盤破砕なども活用していくことにより，さらなる技術の進展が期

待できると考えられる．貯留 CO2 モニタリングでは，現状で有力な反射法地震探査は他の探査技術
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よりもコストがかかるため，これを補完する既往技術との組み合わせ最適化を行うとともに，新たな技

術開発が求められるものと考えられる． 
以上の議論を受け，以降では，土木技術の観点から現在もしくは将来にわたり貢献が可能と考え

られる以下に挙げる技術について，個々に述べることとする． 
 

・貯留層評価のための物理探査技術 
・CO2 貯留に関するリスク評価技術 
・貯留 CO2 漏洩評価技術 
・CO2 船舶輸送におけるインフラ構築技術 
・溶解型 CO2 貯留技術 
・石油・天然ガス・地熱分野における CO2 利用技術 
 

6.1 貯留層評価のための物理探査技術 
現在，CO2 貯留サイトの貯留層評価に適用される物理探査手法は，反射法地震探査が主流であ

る．反射法地震探査は石油や天然ガスなどの資源探査分野で開発・活用されてきた経緯があり，大

容量データ取得やデータ解析技術の高精度化も伴って，地質構造モデルの構築並びに深部貯留

層評価では不可欠な技術である．一方，大容量データ（例えば，3 次元による探査）の取得に伴って

測定機材や期間も大掛かりなものとなり，それに従って調査コストも増大する．特に，海域では傭船

等に掛かる経費が調査コストに大きく影響する．また，制約条件のある中でいかに効率的に調査を

実施していくことも重要な課題である． 
本項では貯留層評価の内，コスト低減・効率化が重要視される事前調査（候補地選定）段階とモ

ニタリングについて述べる． 

6.1.1 CO2 貯留候補地選定 
CO2 貯留候補地選定の手順は，対象地域において広域的な地質調査を実施した後，貯留層や

遮蔽層を対象とした詳細な地質調査が実施され，これらの地質調査では反射法地震探査がメインと

なる．初期段階における広域調査では，反射法地震探査の効率化あるいは土木分野等で広く適用

されている他の物理探査技術との組合せによって，大幅なコスト低減が期待できるものと考える． 

(1) 反射法地震探査 
近年の石油・天然ガス資源探査では 3 次元反射法地震探査が標準手法と位置付けられているが，

各発振点について多大なチャンネルを稠密展開するアレイ配置は高コストにつながる．大局的な地

下構造を把握する初期段階では 2 次元反射法地震探査を利用することで，初期コストを抑えること

が可能となる．ただし，複雑な地質構造は 3 次元性を有することが多いので，後述する重力探査な

どと併用することもある． 
また最近では，陸域の反射法地震探査にケーブルレス受振システムを適用する事例が増えつつ

ある（図 6.1-1）．チャンネル数の増加に伴う伝送系の負荷，測線維持管理にかかるコスト増大，不

規則な受振配置に対応したものであり，単体の記録システム内部に記録媒体と GPS 時刻装置を組

み込み，各ユニットが単独でデータ収録を行うシステムとなっている．特に障害物等の制約条件が

大きいサイトでは有効である． 
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海域の場合，浅海域では調査船が入れないことから陸域との間の地質構造が把握できないこと

が多いが，最近では浅海域をターゲットととしたシステムも開発されてきた．P-Cable と呼ばれるシス

テム（図 6.1-2）は従来の 3 次元探査システムに比べてコンパクトであり，水深 20m 程度以深の浅海

域であれば調査可能である．また，従来型は資源探査用の専用船が必要となるが，P-Cable システ

ムは曳航する機器がコンパクトであることから専用船は必要とせず，コスト低減の観点からも有利で

ある．品質の面においては従来型よりも探査深度は浅くなるが，分解能が高い点を活かして詳細な

地質構造把握，あるいは浅部の漏洩検知といったモニタリング手法としての適用も期待できる． 

 
図  6.1-1 有線テレメトリーシステムとケーブルレスシステムの対比図  

（物理探査学会，2016）  
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図  6.1-2 P-Cable システムの概念図（応用地質提供） 
 

(2) 重力探査 
精密な重力計が開発されて微細な重力変化が測定できるようになったことから，最近では土木分

野の地盤調査やモニタリング手法としても適用させるようになったが，重力探査は元々従来油田など

深部を対象とした大規模な地下構造を把握する目的で利用されてきた．重力探査が他の手法と大

きく異なる点として，広域的な概査からマイクログラビティと呼ばれる精査まで，目的に応じて幅広く

適用されていることである．また，調査エリアも陸上・海上・海底・空中といった様々なところで利用さ

れている．測定で得られる重力値は，地下に分布する岩石・岩盤の密度，分布する深度および形状

を反映している． 
重力計は主に絶対重力値を測定する絶対重力計と相対的な重力値を測定する相対重力計があ

るが，重力探査ではほとんどの場合相対重力計が使われている．相対重力計を使用する場合には，

重力値の基準とする固定点との重力差から測点の重力値を決定する．陸上の重力探査で使用され

ている重力計には，ラコスト重力計とシントレックス重力計とがあり，両者とも読み取り精度は 1μGal
である（ラコスト重力計は標準型の場合）．海域の場合には，船上測定，潜水船による測定（陸上用

重力計を搭載），海底測定となる．この中では海底測定が最もデータの安定性が良く，重力計で得

られる精度は陸上用重力計と同等である．図 6.1-3 に海底重力計と船上ユニットの外観を示す． 
また，産業技術総合研究所では公的機関の重力データを中心とした重力データベースと重力図

の CD-ROM を発行しており，これらのデータと調査データをコンパイルすることにより，調査コストを

低減させることができる． 
国内の事例としては，CO2 貯留サイト候補地の一つであった北九州地点で重力探査が実施され

ており，重力探査によってハーフグラーベン構造を示唆する地下構造が検出されている（図 
6.1-4）． 

 

3,000m以上

1,000m以上
従来型の三次元探査システム

（資源探査用）

P-Cableシステム

100～300m

100～300m
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図  6.1-3 海底重力計（上）と船上コントロールユニット（応用地質提供）  
 

 

図  6.1-4  CO2 貯留サイト候補地における重力探査の事例（日本 CCS 調査，2012）  
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(3) 微動アレイ探査 
微動（常時微動）は，交通振動や工場施設等から発生する比較的短周期の振動や，海洋波浪等

によって発生する長周期の微動まで様々な原因で発生する雑微動である．これらの振動は，陸域で

は主に地表付近を伝播する表面波（レイリー波，ラブ波）から，海域では海底面に沿って伝播する表

面波の一種である Scholte wave から構成されていることが知られている．表面波の伝播特性は，伝

播する地盤物性（特に，S 波速度）によって変化するため，微動を観測し，その伝播特性や周波数

特性を解析することによって地盤特性を推定することができる（図 6.1-5）．微動は極めて微弱振動

であるが，適切な観測機器を使えば，いつでもどこでも容易に観測できるといったメリットがあり，最

近では土木分野や地震防災分野において地下深部構造を推定する一探査手法として微動アレイ

探査が適用されている． 
微動アレイ探査では，微動のアレイ観測からレイリー波成分の分散特性を求め，逆解析によって

アレイを配置した直下における一次元の S 波速度構造を求める．微動の振動源が何であるかは問

題でなく，定量的な地下構造の推定ができる．探査深度に応じてアレイ設計し，必要な周波数帯域

の微動を観測することによって，地表付近から深度数 km までの S 波速度構造を求めることができる．

アレイを面的に配置して複数地点で観測を行うことにより，3 次元的な S 波速度構造を求めることが

できる．ただし，微動アレイ探査は一定範囲内における地下構造を水平多層構造と仮定して解析さ

れるため，従来の地震探査手法より地下構造の推定精度は劣る．薄層の検出や速度検層のような

深度方向の詳細情報を目的とする調査には向かない点に留意する必要がある． 
海域では，観測された微動を利用して地下構造を求めるという事例は少ない．近年，海底地震計

や常設型 OBC（Ocean Bottom Cable）を利用した地震探査が実施されるようになってきたことにより，

常時観測される微動を利用した探査を実施できる可能性がある． 

 

図  6.1-5 微動アレイ探査で S 波速度構造を推定するまでの流れ（物理探査学会，2008）  
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6.1.2 CO2 地中挙動モニタリング 
地下へ圧入された CO2 の貯留状況をモニタリングすることは，安全性評価の観点から重要である．

また，CO2 貯留の場合には限られた地下情報からモデリングおよび CO2 圧入シミュレーションを実施

するケースが多く，モニタリング結果とのヒストリーマッチングによってモデルをアップデートしていくこ

とで，長期挙動予測の信頼性を向上していくことが重要である．圧入前のベースライン測定から，圧

入中ならびに圧入終了後も継続してモニタリングすることが予想されるため，初期段階から終了段

階まで長期的な視点での計画立案が必要とされている．反射法地震探査はモニタリングにおいても

主要技術として適用されてきているが，特に 3 次元で実施する場合にはコスト高となり定期的に実施

するには負担が大きく，これらの課題については第 5.5 節でも述べられている．このような背景のもと，

産業技術総合研究所では弾性波探査を補完するモニタリング技術の開発に取り組んでいる． 
一方，我が国は世界で最も地震の多い国のひとつであり，CO2 圧入による地層への影響（微小振

動等）や自然地震が貯留層に与える影響を検討する上で，地震観測も併用するのが望ましい． 

(1) 反射法地震探査 
CO2 を圧入することによって，地下深部塩水層との音響インピーダンスの相違が期待できることか

ら，CO2 の貯留状況を把握するためには弾性波を用いたモニタリングが有効とされている．このこと

から，現在操業中の CCS サイトでは反射法地震探査によるモニタリングが実施されている．圧入終

了後も安全に貯留されていることを監視することになるため，モニタリング期間は長期にわたることと

なる．ここで課題となるのは，コスト面と繰り返し測定による再現性である． 
a) コスト・効率 

品質面から 3 次元で実施するのが理想的ではあるが，作業上の制約やコスト面を考慮すると 2 次

元反射法地震探査と併用していく方法も考えられる．特に陸域では障害物が多いことから，3 次元

反射法地震探査では標準的な規則配列の測線設定が困難であるケースが多い．その場合には，2
次元反射法地震探査で複数の測線を設定した方が効率的である．ただし，2 次元反射法地震探査

の場合には，測線間のデータがない部分を他の情報で補完して解釈をしなければならないため，モ

ニタリングにおいては補完した区間の検出精度に問題が生じることも考えられる．したがって，費用

対効果を考慮しながら 2 次元と 3 次元探査を組み合わせることが重要である．図 6.1-6 に 2 次元と 3
次元反射法地震探査の基本概念図を示す． 

苫小牧 CCS 実証試験サイトでは，2 次元と 3 次元を併用したモニタリングが実施されている． 
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図  6.1-6  2 次元および 3 次元地震探査の基本概念図（物理探査学会，2016） 
 

b) 繰り返し探査の再現性 
モニタリングでは貯留層内部の微細な変化や長期的変化を観測することになるため，調査仕様

やジオメトリーを同一に設定し，探査の再現性を高める必要がある．これは反射法地震探査に限ら

ず，他の手法にもいえることである．反射法地震探査の場合，地震記録の再現性を評価するために

いくつかの指標が提案されてはいるが，できるだけ条件を揃えて測定することが重要であることに変

わりはない． 
地表から行う反射法地震探査の場合には，長期間のモニタリング測定中に地表条件が変化する

ことも多く，また季節変動や不規則なノイズの影響などを受けやすいため，再現性のある記録を取得

することは一般に難しい．再現性を高めるためには震源や受振器を固定するのが効果的であるが，

土地利用の制約が多いことから容易ではない．坑内受振器を設置できる観測井がある場合には，

VSP を併用することにより再現性向上を図ることが期待できる．VSP の利点は上記の影響を軽減で

きるだけではなく，坑内に受振器を設置することから地表からの反射法地震探査よりも高周波数を

扱うことができることである．VSP の場合にはモニタリングできる範囲は限定されるが，検出精度の向

上に寄与できる可能性がある． 
海域では潮流や潮位の条件変化によって発振・受振の条件を同一にすることは一般に難しく，海

水部分の往復走時や震源ウェーブレットの変化によって記録も変化することが多い．最近では常設

型 OBC を採用しているケースが増えつつあり，受振点位置が固定されることから再現性の高い記録

を取得することができる．また，漁場や航路等による制約も回避できるという利点がある．設置時の初

期コストは大きいが，受振器展開に伴う作業時間がないため，1 回当たりのモニタリング費用を低減

させることができる．長期連続稼働への対応となるため，維持管理面における保守の容易さと耐久

性が要求される． 

(2) 反射法地震探査を補完する手法 
モニタリングの実施に当たっては，コスト面から反射法地震探査を補完するだけではなく，各サイ

トにおける地域社会や規制当局のニーズに十分応えられるように，種々のモニタリング技術の組み
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合わせを決定することも重要である．ここでは，第 5.5 節で紹介されている手法以外のものとして，微

動を利用したモニタリングについて述べる． 
 

a) 微動や自然地震を利用したモニタリング 
微動の発生源は特定できない場合が多く，その時間的定常性も不明な場合が多いことから，観

測した微動そのものの変化から対象の状態変化をモニタリングすることは難しい．微動を利用したモ

ニタリングとしては，微動に含まれる表面波を利用し，その特性変化をモニタリングに利用することが

考えられる．具体的にはアレイによる微動観測や地震波干渉法，レシーバ関数などの適用が考えら

れる．常設型 OBC や観測井内に受振器を常設する場合には，反射法地震探査や VSP を実施しな

い期間は微動観測として利用することができる．ただし，微動アレイ観測の場合，深度 1,000m 以上

の貯留層の変化を検知するためには，長波長の地震波を観測しなければならないが，波長から考

えて貯留層内の微小変化を検出することは難しいといえる． 
b) 地震波干渉法 
地震波干渉法は，異なる受振点で観測された地震記録の相互相関により，ひとつの受振点位置

を仮想的な震源として，他の受振点で観測を行ったような地震波形を合成することができる信号処

理法である．図 6.1-7 に陸域，図 6.1-8 に海域での適用事例を示す．地表や海底での観測データ

では人工震源による結果に比べて品質が劣るため，モニタリングとして利用するにはまだ課題が残

されている．一方，EOR のモニタリングとして，観測井を利用した VSP 型の合成波形記録によって，

貯留層内の変化を捉えた事例がある（図 6.1-9）．この事例では，地震波干渉法を利用することで地

表部分の影響を取り除くことができ，モニタリングが可能となったとのことである．VSP 型の場合には

イメージングできる領域が限られるため，イメージング範囲を広げるためにはオフセットを変えた VSP
型の合成記録を作成する工夫が必要となる． 
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図  6.1-7 陸域における地震波干渉法解析例  a)地震波干渉法  b)人工震源  
（Dragonov et al., 2009）  

 

 

図  6.1-8 海域における反射法断面の合成結果例  左：地震波干渉法  右：人工震源  
（Hohl and Mateeva, 2006） 
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図  6.1-9 地震波干渉法による VSP 型合成記録（Balulin et al., 2007b） 
 
c) レシーバ関数 
レシーバ関数は，三成分受振器で記録された水平動成分の観測記録を上下動成分の観測記録

でデコンボリューションすることにより，地下の速度層境界で P 波から S 波（あるいは S 波から P 波）

に変換した波を抽出する方法である．主に深部構造探査で用いられており，地震基盤以浅の S 波

速度構造を推定することができる．PS 変換波は S 波速度に敏感なため，CO2 を圧入した際に生じる

速度変化に起因し，PS 変換波の振幅にも変化が生じることが予想される．一般に振幅は伝播速度

に比べて媒質の性質の変化に敏感であり，伝播速度の変化では検知できない微細な構造や性質

の変化を検知できる可能性がある．その反面，振幅は媒質の持つ多くの要因によって複雑な影響を

受けるばかりではなく，測定機器や観測条件によっても影響を受けるため，取扱いが難しいという特

徴がある．図 6.1-10 にレシーバ関数によって地震基盤深度を求めた例を示す． 
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図  6.1-10 レシーバ関数によって修正された地震基盤深度（黒瀬ほか，2008）  
 

(3) 自然地震観測 
自然地震観測には，強震計による地震動観測，高感度地震計による微小地震観測などがあるが，

ここでは微小地震観測について取り上げる．国内では，防災科学技術研究所が Hi-net と呼ばれる

観測網を全国に構築している． 
高感度地震計による微小地震観測は，人体には無感の非常に小さな地震を検知するため，でき

るだけ静穏でノイズの少ない場所に地震計を設置する必要がある．したがって，主要幹線道路や鉄

道，高圧電力線などのノイズ源からできるだけ離れた地点を選定の上，事前にバックグラウンドノイズ

を把握しておく．地震計は観測井内に設置するが，設置深度は地質状況に応じて決定する．設置

深度としては，中新統ないしそれよりも古い地層が分布する深度が一つの目安であり，観測井掘削

に合わせて速度検層によって速度構造を把握しておくことも有効である． 
地震計は電磁式動コイル型コイルの速度型地震計が使われることが多く，固有周波数は 1～5Hz

程度のタイプが一般的である．データ収録装置は連続観測ができ，正確な刻時を得るために GPS と

の接続が可能なタイプが使われる．また，観測地点から離れた場所で観測波形をリアルタイムで確

認するケースも多く，ほとんどの装置にデータ伝送機能が内蔵されている．これらの観測機器を運用

していくために，用地選定に当たってはノイズ状況の他にも電力や通信回線の確保も考慮する． 
地震観測記録から震源位置やマグニチュード等を決定するためには，複数の観測地点が必要と

なる．上記のとおり，防災科学技術研究所や気象庁による地震観測網が整備されているため，これ

らの観測データを利用することができれば観測点を減らすことが可能である． 
図 6.1-11 に苫小牧 CCS 実証試験のモニタリングの一環で設置された地震観測システムを示す． 
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図  6.1-11 苫小牧実証試験サイトに設置されている地震観測システム  
（日本 CCS 調査提供）  

6.1.3 地層変形モニタリング 
CO2 貯留におけるモニタリングは，圧入 CO2 の流動範囲を監視することがメインであるが，今後は

圧入に伴う地層変形を監視していくことも必要となるであろう．地層変形は局所的な応力の状態変

化や間隙圧力の変化によって亀裂の発生が伴う． 
トンネルや地下空洞掘削の監視，地熱・石油貯留層評価，シェールガス開発における水圧破砕

のモニタリングなどの分野で適用されているのが，微小地震・AE 法（以下，微小振動観測で統一）

である．CO2 貯留でも貯留層の健全性評価のために，微小振動観測の適用が検討されている．可

能であれば観測井内の貯留層深度付近に地震計を設置することにより，微小振動の検出精度や震

源決定精度を向上させることができる．海底に常設 OBC が設置されている場合には，反射法地震

探査を実施しない期間中は微小振動観測にも適用できる．最近ではカナダの Aquistore プロジェクト

で微小振動観測によるモニタリングが行われており，国内でも苫小牧 CCS 実証試験サイトで，常設

型 OBC，海底地震計および観測井内の地震計による微小振動観測が実施されている． 
物理探査以外の技術としては，RITE が光ファイバーを利用した地層安定性観測技術を開発中で

ある．地中に光ファイバーを埋設し，埋設深度方向の地層特性を反映した歪を連続的に測定するこ

とにより，深部貯留層圧力変化と地表の変状との関連性を評価している（図 6.1-12）．  
地表や海底における変位を観測する手法としては，津波や地殻変動観測で利用されている圧力

計も適用できる可能性がある．気象庁によって設置されている海底津波計には，水晶振動圧力セン

サが採用されており，センサの分解能は水深6,000mで津波の高さに換算して1mm とされている（図 
6.1-13）．圧力計の観測データは音響トランスジューサーで受信し，海上ブイの衛星通信装置から陸

上局へ送られ，インターネット通信網経由で気象庁内のサーバへ送られる．水晶振動圧力センサに

よるモニタリングは，メタンハイドレートの海洋産出試験時の地層変形モニタリングで適用された事例

がある． 



 

182 
 

 

図  6.1-12 光ファイバーによる地層変形の計測状況（薛，2014）  
 

 

図  6.1-13 海底津波計の外観（中田ほか，2014）  
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6.2 リスク評価技術 

6.2.1 CO2 貯留のリスク評価 
CCS で認知されているリスクの大部分は貯留に関するものである（GCCSI, 2015）．CO2 貯留の実施

にあたっては，様々なリスク要因を常に分析して，適切な管理・意志決定につなげていく必要がある．

CO2 貯留のリスク分析の現状と実際については，国際的に多くの機関でとりまとめがなされている（例え

ば，IEA-GHG, 2009; DOE/NETL, 2011）．CO2 貯留のリスクというと，多くの場合，予期しない貯留層か

らの CO2 漏洩や誘発地震などの安全面に関心が集まるが，事業の経済性や政策，資金的なリスクも当

然ながら重要である．リスク分析は，リスク評価，リスク管理，リスクコミュニケーションからなる

（DOE/NETL, 2011）．リスク評価は，リスクを特定してその発生確率や損失を評価するものであり，例え

ば，放射性廃棄物地層処分の安全性評価でも用いられる FEP（Feature, Event, Process）のような概念

も含まれる（Quintessa, 2010）． 
CO2 貯留に伴って生じるリスクに関しては，例えば，次のようなことが指摘されている． 
 貯留性能リスク：圧入レートや貯留可能量が予想を大きく下回ることにより生じる経済的なリスク 
 漏洩リスク：CO2 が浅部の帯水層に移行さらには地上に漏洩することにより生じる環境的なリスク 
 誘発地震リスク：地下の間隙水圧の上昇により，地震が発生により生じる安全上のリスク 
本稿では，これらのうち，貯留性能リスクと漏洩リスクについてのみ簡単に述べることとする． 

6.2.2 貯留性能リスク 
貯留地点は地震探査や坑井調査に基づいて，貯留層の貯留容量（空隙体積）や圧入性（浸透性）

が大きく，遮蔽性能が良好な場所が選ばれる．しかし，地層の浸透率や空隙率の空間的分布を 3 次

元的に把握することは困難であるため，計画した CO2 の圧入レートを長期にわたって維持することは

必ずしも容易ではない．例えば，圧入井近傍での貯留層の浸透率や空隙率が良好であったとして

も，圧入井から遠ざかるについて貯留層の浸透性が低下する，あるいは貯留層が未知のシール性

断層で遮断される場合などでは，貯留層の有効体積が当初の想定を大きく下回ることになる．この

場合には，圧入の継続とともに貯留層内の圧力が上昇して圧入レートが著しく低下し，圧入井を増

設する，あるいは最終的には圧入を停止しなければならない可能性がある．このように貯留層の性

能が当初想定を大きく下回ることにより，CO2 貯留プロジェクトの経済性が損なわれるリスクが考えら

れる．当初の貯留性能の精度には限界があるとしても，貯留プロジェクトのコスト算定等には，このリ

スクを十分に織り込むことが重要である． 
操業開始後に圧入井の貯留層圧力が上昇して圧入操業を停止した事例として，ノルウェーのスノ

ービト（Snøhvit）の CO2 地中貯留プロジェクトの事例を以下に紹介する（図 6.2-1）．これは，陸上施

設で天然ガスから分離した CO2 を 153km 離れたバレンツ海の海底下約 2.5km の Tubåen 層 （厚さ

45～75m）に貯留するプロジェクトである．浸透率は 130～880mD と良好なものと想定され，30 年間

にわたって 23Mt の CO2 を貯留できると期待されていた．しかしながら，図 6.2-2 に示すように，圧入

開始とともに坑底圧力が上昇し，地層破壊圧力近傍まで達したため，圧入を停止した（停止後は，

貯留層を浅部の Stø 層（図 6.2-3）に変更して圧入を継続している）．圧力上昇の原因としては，図 
6.2-4 に示すような貯留層の堆積構造に起因した浸透率の不均質性や，貯留層を分断するシール

性の断層の存在などが考えられる．図 6.2-5 は，約 50 万ｔ圧入完了時点での地震探査による弾性

波振幅のアノーマリーであるが，圧入井近傍の断層で区切られた 1～3km 範囲での狭い範囲での



 

185 
 

貯留層圧力の上昇による変化と解釈されている．圧入初期の圧力上昇については，ドライな CO2 の

圧入により塩水中の塩が析出し，空隙が目詰まりして浸透率が低下した可能性も指摘されている． 
 

 

図 6.2-1 スノービトプロジェクトの概要（Iding et al., 2011） 

 

図 6.2-2 圧入井の坑底圧変化（Cavanagh et al., 2015） 
 

 

図 6.2-3 貯留層の概要（Cavanagh et al., 2015） 
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図 6.2-4 地震探査による貯留層マップ（Hansen et al., 2013） 
 
 

 
図 6.2-5 弾性波振幅のアノーマリー（Iding et al., 2011） 

 
 

6.2.3 漏洩リスク 
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が発行した CCS に関する特別報告書（IPCC, 2005）によ

れば，石油開発工学の経験やナチュラルアナログ，モデル検討に基づき，「適切に選択され管理さ

れた貯留層に CO2 が留まる割合が 99％以上である確率は，100 年後で 90～99％（very likely），

1000 年後で 66～90％（likely）である」としながらも，漏洩の可能性を否定していない．漏洩シナリオ

としては，(1) 井戸の不完全な閉鎖あるいは腐食，劣化,  (2) 浸透性の高い断層や割れ目の存在，
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(3) 遮蔽層の連続性が途絶えること，圧入圧による遮蔽層の破壊，(4) 自然地下水流れによる CO2

の輸送，などを指摘している（図 6.2-6）． 
漏洩が生じると，グローバルな気候変動対策としての有効性が低下するだけで無く，ローカルな

地域において人体や生物環境に影響を与える可能性がある．特に，井戸から漏洩する場合には，

急激に大量 CO2 を放出する可能性があり，CO2 は低い濃度では人体に対して無害であるが，7～

10%に達すると人が即死する危険がある．その他の漏洩シナリオは，地下水で満たされた地質媒体

を通じた緩慢な漏洩が考えられる．しかし，井戸とは異なり漏洩箇所の特定が困難であるため，漏洩

した CO2 が長期間未検知のまま蓄積すると，最終的には，窪地などの空気の滞留箇所で CO2 濃度

が局所的に上昇し，人体や生物の生命が危険に曝される可能性も指摘されている． 
上記に加えて，浅部地下水に対する潜在的な影響も考えられる．自然水圧を保持している天然

の帯水層に CO2 を連続的かつ大規模に圧入すると，地下水圧が上昇し，塩水系地下水が浅部の

淡水系帯水層に流出し，飲料用水の水質が変化する可能性がある（塩分濃度の上昇，pH の低下，

重金属や有機物の溶出）．このような広域的な水圧や水質の変化速度は比較的緩慢と考えられる

が，影響範囲が広大であり修復に時間を要するため，事前に予測して対処することが重要である． 
 

 

図  6.2-6  CO2 貯留に関わる漏洩リスク  
 

6.2.4 リスク評価技術 
上記のようなリスクの評価は，実際の CO2 貯留プロジェクトで様々なアプローチにより実施されて

いる． 
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その一例として，英国の Goldeneye プロジェクトで作成された Bow-tie ダイアグラムを図 6.2-7 に

示す．これはハザード，トップイベント，脅威，結果を網羅的に描き出し，あらゆる事態に対応するた

めのものである． 

 

図  6.2-7 Bow-tie ダイアグラム（英国  Goldeneye プロジェクト，Tucker et al., 2013） 
 

漏洩や誘発地震等に関わるリスク評価ツールの開発の取り組み事例として，米国エネルギー省の

NRAP（National Risk Assessment Partnership）というプロジェクトで開発された NRAP ツールを紹介

する． 
このリスク評価ツールは，貯留層，帯水層，井戸，大気間の CO2 移動をトータルシステムとして考

慮し，さまざまなシナリオ（CO2 の帯水層や大気中への漏洩等）に対する不確実性を確率論的に考

慮するものである（図 6.2-8）．土木分野の関わりの多い放射性廃棄物地層処分の安全性評価のた

めに開発された GoldSim というリスク評価ソフトウェアをベースとしている（図 6.2-9）．リスク算定に必

要な様々な物理化学プロセスの計算モデルを組み合わせ，各モデルに含まれる不確実なパラメー

タの確率分布をモンテカルロ法により考慮することで，トータルの確率的リスク（損害×発生確率）を

定量的に評価することができる．ここで，物理化学プロセスのモデルが複雑な場合には多数の確率

ケースの計算が困難となるため，ROM（Reduced order model）と呼ばれる簡略化したモデルを利用

する．現時点では試作版（β 版）を一般に公開して β テストを実施中である．今後の機能拡張等によ

り，上記の貯留性能や環境リスク評価に役立つツールとなることが期待される． 
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図  6.2-8 NRAP ツールの概要  
 

 

図  6.2-9 NRAP-IAM-CS と Goldsim 
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6.3 CO2 漏洩評価技術 
CCS 事業を実施する際における環境への影響を考えた場合，常にリスクの存在を意識しておくこ

とが肝要であると考えられる．特に，自然を利用する CO2 貯留においては，貯留層からの万一の CO2

漏洩リスクへの対応が必要になるものと考えられる．この漏洩リスクを最大限低減させるためには，貯

留した CO2 が漏洩するメカニズムを明らかにするとともに，万一漏洩した場合には，これを検知する

技術を開発しておく必要がある．本節では，電力中央研究所において実施されてきた研究として，天

然ガスの地表への湧出を CO2 の漏洩に関する天然の類似事例として見た場合のガス漏洩メカニズ

ム評価技術，ならびに主として海底下の地層に CO2 を貯留した場合において，海底面で漏洩してき

た CO2 を検知するための技術について研究事例を紹介する． 

6.3.1 CO2 漏洩メカニズム評価技術 
地下深部の貯留層に注入した CO2 が地表付近まで漏洩する可能性を考えた場合，漏洩する経路

の一つとして断層のうち流体の浸透性の高い不連続面が地表付近まで到達している箇所が考えら

れる．このような不連続面およびガスの湧出は我が国において複数認められ，そのうちの一つに南

関東ガス田上方の地表面における天然ガスを主体としたガスの湧出が挙げられる(楡井・矢田，

1985)．ここでは，南関東天然ガス田の地表において天然ガスの湧出する地域を対象に，ガス湧出に

関する概念モデルの構築およびガス湧出挙動の数値解析による検討を行った結果(末永ほか，

2013)について述べる． 

(1) 現場におけるガス湧出挙動モデル 
現場(千葉県いすみ市須賀谷周辺)におけるガス湧出挙動モデルの構築を目的に，地表踏査，11

本のボーリング孔から得られたコアを用いた地質調査，室内試験，ボーリング孔を用いた透水試験，

湧出ガス調査を実施した． 
まず現場地質調査の結果を図 6.3-1 に示す(田中ほか，2008)．調査地域の地表より 100m 程度の

深度では，新第三紀鮮新世～第四紀更新世の上総層群梅ヶ瀬層と沖積層が分布する．地質調査

の結果から，当該地域の地層は北東－南西方向，北西約 5～15°傾斜の同斜構造を示し，梅ヶ瀬

層のうち地表より約 30m の深度ではシルト岩優勢，これよりも深部では砂岩優勢となっている．また，

調査地域には 4 つの東落ち，中～高角の正断層（F1，F1.5，F1.7，F2 断層）が存在し，落差はそれぞ

れ 20m，2m，2m，8m である．F1 断層は幅数十 cm に亘って面構造を持ち，破砕帯が認められるが，

落差の小さい断層は，変形・破砕構造は不明である． 
次に湧出するガスに関する調査を行った(Nakata, et al., 2012)．地質調査を行ったボーリング孔の

うち 7 本のボーリング孔において，ボアホールテレビを用いた孔壁観察を実施した．この結果，シルト

岩優勢層と砂岩優勢層の境界の砂岩優勢層側に多くの湧出ガスが見られ，シルト岩優勢層ではほ

とんどガスの湧出が見られないものの，断層の通過位置では湧出が見られた(図 6.3-2)．また，コア

から採取したメタンガスならびにボーリング孔から採取したメタンガスを用いた炭素の安定同位体測

定結果から，多くのガスは天然ガス田におけるガスが起源であること，一部断層沿いに見られるガス

は深度 2000m 以深における熱分解起源の可能性があることが明らかとなった． 
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図  6.3-1 地質調査結果に基づく地質構造推定結果図(田中ほか，2008) 

 

図  6.3-2 湧出ガス調査結果(末永ほか，2013) 
 

ガス湧出モデル構築のため，上述した調査以外に現場透水試験，コアを用いた室内透水試験・

間隙率の測定を行った．以上の調査・試験結果をもとに，図 6.3-3に示すガス湧出モデルを考えた．

地質調査結果から，標高-70～0m に砂岩優勢層が分布し，これをシルト岩優勢層が覆っていること，
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中央部には主な３条の断層が存在し，F1 と F1.5 の間，ならびに F2 には破砕帯があること，最上部に

は沖積層が分布すること，が考えられる．また，現場湧出気体調査結果から，湧出ガスの起源は主

に天然ガス田と同様のものであり，深度 200m 以深から供給されている可能性，地下から供給された

ガスはシルト岩優勢層よりも下部に多く湧出していることが明らかとなった．これと，シルト岩の鉛直方

向の透水係数は砂岩よりも2オーダー程度小さく，断層の透水係数は砂岩よりも1オーダー程度大き

いことから，ガスは深度 200m 以深の地下深部で発生し，断層内を上方へ移行するもののシルト岩の

低透過性のためにシルト岩優勢層の下位で一旦停留し，ガス飽和率の高い領域が砂岩優勢層の上

位に形成されること，また一部のガスは断層沿いをさらに上方へ移行し，地表に湧出することが考え

られる(末永ほか，2013)． 

 

図  6.3-3 ガス湧出概念モデル(末永ほか，2013) 
 

(2) 気液二相流解析によるガス湧出挙動シミュレーション 
構築したモデルの妥当性について検討するため，気液二相流解析による気体の上方移行につい

てのシミュレーションを実施した．シミュレーションに用いたコードは TOUGH2(Pruess et al., 1999，

Pruess, 2004)である．ガスの状態方程式を組み込むモジュールは EWASG(Battistelli et al., 1997)を
採用した．まず解析領域は，図 6.3-3 に示した範囲を含む，鉛直方向 100m，水平方向 350m とし，

解析メッシュは図 6.3-4 に示すものを用いた．このメッシュに図 6.3-3 に示した地質を割り当て，それ

ぞれの地質に対応する絶対浸透率，間隙率を与えた．初期条件として，間隙中の水飽和率は 1.0 と

し，地表の圧力として大気圧，地下水の深度方向の圧力として静水圧分布を仮定した．温度は測定

結果に基づき，地表で 15℃，地下での温度勾配を 10℃/km とした．初期条件の計算は，静水圧，等

温勾配を側方の境界に与えて定常状態になるまで解析を実施し，この結果を初期状態とした．また
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境界条件として，四方全ての境界において固定圧力，温度条件とした．下部境界におけるガス飽和

率は，現場のボーリング孔からの採取ガス量に基づき，地下 100m において 0.02 とし，それ以外の境

界におけるガス飽和率は 0 とした．シミュレーションでは，上述した初期，境界条件を設定後，地下水，

ガスの非定常流体流動を計算し，解析領域の境界におけるガスの流量の時間変化がほとんどなくな

る，シミュレーション開始から 1000 日後の時点を定常状態と見なし，この時点で終了した． 

 

図  6.3-4 解析メッシュと地質モデル(末永ほか，2013) 
 

表  6.3-1 絶対浸透率・間隙率(末永ほか，2013) 

地質要素 
絶対浸透率 
（×10-15m2） 

間隙率 

砂岩優勢層 50 0.37 

シルト岩優勢層 0.5 0.57 

断層破砕部 300 0.37 

断層粘土部 0.05 0.57 

沖積層 0.5 0.57 

 
図 6.3-4 に示した各地質要素に与えた絶対浸透率，間隙率を表 6.3-1 に示す．絶対浸透率，間

隙率は現場試験，室内試験結果に基づき与えた(末永ほか，2013)．また，絶対浸透率，間隙率以外

にシミュレーションに与えるパラメータとして二相流特性，すなわち相対浸透率と毛管圧がある．相対

浸透率は，茂原水溶性ガス田におけるガス生産シミュレーションに用いられている地下水・ガスの相

対浸透率(木村ほか，1993)とした．このデータをもとに，ガスの相対浸透率 krgはCorey モデル(Corey, 
1954)，水の相対浸透率 krw は van Genuchten モデル(van Genuchten, 1980)にフィッティングした． 

Corey モデル：  2
^2^
)1)(1( SSkrg −−=   (6.3-1) 

van Genuchten モデル： 
2

1^^
)(11




















−−=

m

m
rw SSk

 (6.3-2) 

ここに， )1/()(
^

wrwr SSSS −−= ，S は水飽和率，Swr は不動水飽和率である．毛管圧は，コア試料を用い

た間隙径分布測定結果から得られたデータを以下の van Genuchten モデル(van Genuchten, 1980)
にフィッティングすることにより与えた． 
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図 6.3-5 に相対浸透率，毛管圧のグラフを示す．間隙率と同様にして，砂岩優勢層，断層破砕部

には砂岩の曲線を，シルト岩優勢層，断層粘土部，沖積層にはシルト岩の曲線をそれぞれ与えた． 
解析のケースとして，上述した境界条件により実施したシミュレーションを基本(case1)とし，下部境

界におけるガス飽和率を測定値よりも大きい 0.05 としたケース(case2)，毛管圧を考慮しないケース

(case3)を実施した．case2 では下部境界において測定値よりも多くのガスが供給された場合を，case3
では気体湧出挙動モデルで想定したシルト岩優勢層でのトラップ機能がない場合をそれぞれ想定し

たものである． 

 

図  6.3-5 二相流特性(末永ほか，2013) 
（(a)砂岩相対浸透率，(b)シルト岩相対浸透率，(c)砂岩毛管圧，(d)シルト岩毛管圧）  

 
シミュレーション終了時である 1000 日後における case1～3 の圧力・温度分布と測定値との比較を

図 6.3-6 に示す．圧力はボーリング孔 H19-01，H19-02，H19-03 がある x＝200m を，温度はボーリン

グ孔 H19-04 のある x=80m を選択し，圧力・温度分布の計算値と測定値を比較した．この結果，圧力

分布，温度分布とも case1 は概ね良く測定値を再現していると考えられる． 
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図  6.3-6 測定値との比較結果(末永ほか，2013)（左：間隙水圧，右：温度）  

 

図  6.3-7 地表におけるガス湧出量分布計算結果(末永ほか，2013) 
 

次に，case1～3 それぞれについて，地表におけるガスの湧出量を計算した．その結果を図 6.3-7
に示す．図中にある x は，図 6.4-4 にある解析メッシュにある基準からの距離を表す．この図をもとに，

地表における湧出量は，case1，case2，case3 の順に 71，1600，2900m3/day と計算される．現場は田
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圃として利用されており，ガスの湧出があった場合に気泡が観測される．この気泡を収集することによ

りガスの湧出量を測定した結果 150～300m3/day となり(末永ほか，2013)，case1 に近いことが分かる．

以上から，case1 のような計算条件を与えることにより，構築したガス湧出モデルに基づく実際のガス

賦存状況，湧出状況を再現できることを確認した． 

6.3.2 海底面漏洩 CO2 の検知技術 
CO2貯留のうち，海底下の地層への貯留に関しては，貯留した CO2が周辺環境へ与える影響を監

視することが重要であり，特に貯留された CO2 が海底下地層から海中へ漏洩しないこと，また万一漏

洩した場合を想定すると，その漏洩場所の検知とその後のモニタリングが必要不可欠である(土木学

会エネルギー委員会環境技術小委員会，2015)．このような背景のもと，電力中央研究所において，

海底面からの CO2 漏洩に対する検知およびモニタリング技術の開発・提案を行っている事例につい

て紹介する(下島，2010)． 

(1) 海底面における漏洩 CO2 検知・モニタリング技術 
a) 海底設置型音響トモグラフィ装置 

海底音響トモグラフィ(Munk and Munsch, 1979)の原理を応用し，2 箇所の音響局間の音波の伝搬

時間から密度場の乱れを計測することにより CO2 漏洩を検知するための海底設置型音響トモグラフィ

装置を開発している(図 6.3-8)．開発した装置の現場動作試験として，石西礁湖(沖縄県石垣島と西

表島の間に位置するサンゴ礁地域)の竹富島海底温泉地帯において適用し，海底から噴出する温

泉水の検知および挙動の計測をすることが可能であることを確認している(下島，2010)． 

 

図  6.3-8 海底設置型音響トモグラフィによる CO2 漏洩検知システム(下島，2010) 
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b) 現場型 pH/p CO2 センサ 
貯留 CO2 の漏洩に起因する海水中の pH 変動を高精度に現場計測するため，イオン感応性電界

効果型トランジスタ(ISFET: Ion Sensitive Field Effect Transistor)を pH 電極に，塩素イオン選択性電

極(Cl-ISE)を参照電極に使用した現場型 pH センサを開発し，さらにこの pH センサを応用して，海水

中のCO2分圧(pCO2)の現場計測のための pCO2センサを開発した(図 6.3-9，下島・許，1998，下島，

2006)．ISFET は従来のガラス製 pH 電極に比べ高精度(±0.005pH)，短い応答時間(約 0.1 秒)や初

期安定時間(1 秒以内)，高い耐圧性を有し，Cl-ISE は電位が安定している参照電極である．また，

pCO2 センサは，pH センサの電極部を内部液で満たしたガス透過性膜で封止し，膜を通過する CO2

を内部液の pH 変化として計測するものである．このセンサについても，良好な作動試験結果を取得

している(下島，2010)． 

 

図  6.3-9 現場型 pH/pCO2 センサ(下島，2010) 
 

c) 現場型化学センサ登載 AUV 
AUV(Autonomous Underwater Vehicle)は，航行する方向や深度を事前に設定することによって，

無索で自律運行する海中ロボットである．電力中央研究所では，ウッズホール海洋研究所で研究開

発された AUV である REMUS100 を導入し，これをプラットホームとして，各種の現場型化学センサを

搭載した(図 6.3-10，下島，2010)．AANDREAA 社の OXGEN Optode (溶存酸素計測)，WET Labs
社の FLNTD ECO Pucks (クロロフィル-a と濁度計測)，Neil Brown Ocean Sensors 社の G-CTD(塩分，

温度，深度計測)を本体側に搭載し，前述の現場型 pH/pCO2/ORP(酸化還元電位)センサを収容した

ノーズコーンを先端部に装着した．この他に，流向・流速計測用として RDI 社の ADCP/DVL(音響ド

ップラー流速計／ドップラーベロシティーログ)上下二式，海底近傍の音響イメージ計測用として

MSTL 社のサイドスキャンソナーを搭載した(宮川ほか，2008)．この AUV についても，前述の竹富島

海底温泉地帯に適用し，湧出する温泉水や噴出気体に含まれる CO2 由来の低 pH・高 CO2 海水の

拡散を自動で現場計測することができた(下島，2010)． 
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図  6.3-10 現場型化学センサ AUV(下島，2010) 

 

図  6.3-11 曳航式観測システムの模式図(下島，2010) 
 

d) 曳航式観測システム 
モニタリングのための定期的な漏洩 CO2 の拡散挙動観測のため，複数の現場型 pH/pCO2 センサ

を配したケーブルを曳航して，海中のpHやpCO2をリアルタイムで観測する曳航式観測システムを開

発した(図 6.3-11，下島・大隅，2006，下島，2009)．このシステムは，現場型 pH/pCO2 センサ，深度
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計，位置検出装置を搭載し，漏洩 CO2 の拡散挙動を音響データ通信によってリアルタイムで観測で

きる．海中での位置検出には，運用が容易で比較的精度も高い SSBL(スーパー・ショート・ベースラ

イン)方式を採用している．このシステムを用いてマリアナ海域北西栄福海山山頂から噴出する液体

CO2 の拡散挙動を観測し，作動確認している(下島，2009)． 
e) 海底設置型自動昇降装置 

継続的な漏洩 CO2 の拡散挙動モニタリングのため，現場型 pH/pCO2 センサを取り付けたブイを昇

降させる海底設置型の自動昇降装置を開発した(図 6.3-12，下島，2010)．この海底設置型自動昇

降装置を CO2 貯留域の漏洩が懸念される海底上，あるいは漏洩が検知された場所に設置しておくこ

とにより，継続的な漏洩 CO2 のモニタリングが可能である． 

 

図  6.3-12 海底設置型自動昇降装置(下島，2010) 
 

(2) 海底における CO2 漏洩の検知・モニタリング手法の提案 
図 6.3-13 に(1)において開発・導入した機器を組み合わせて CO2漏洩の検知・モニタリングを実施

するための手順を，図 6.3-14 に概略を概念図で示した．その手順を記述すると以下のとおりである

(下島，2010)． 
a) 最初のステップとして，CO2 の海底下貯留地層上位の海底に広範囲に展開した複数の音響トモ

グラフィ装置を用いて，海底上の CO2 漏洩を検知する． 
b) 海底上の CO2 漏洩が検知された場合，現場型 pH/pCO2 センサやサイドスキャンソナーを搭載し

た AUV による自動マッピング観測を行い，漏洩箇所の絞込を行う． 
c) CO2 漏洩箇所が絞込まれた後，既存の ROV(Remotely Operated Vehicle：有索海中ロボット)を

用いた目視観測によって，CO2 漏洩箇所を特定し，CO2 漏洩の規模や状態を確認する． 
d) CO2 漏洩箇所が特定された後，その箇所において CO2 漏洩の状況や漏洩 CO2 の拡散挙動の

モニタリングを実施する．定期的観測は，漏洩箇所近傍で CO2 漏洩状況を重点的に監視する

目的に適している．曳航式観測システムや ROV により定期的な漏洩 CO2 の拡散挙動観測を行

う． 
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e) 継続的観測は，漏洩場所近傍で CO2 漏洩状況の長期間にわたる変化を監視する目的に適し

ている．海底設置型自動昇降装置によって継続的な漏洩 CO2 の拡散挙動モニタリングを行う． 

 

図  6.3-13 漏洩 CO2 検知・モニタリング手順(下島，2010) 
 

 

図  6.3-14 漏洩 CO2 検知・モニタリング概念図(下島，2010) 
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6.4 船舶海上輸送におけるインフラ構築技術 
CO2 の貯留地点までの輸送は，気体あるいは液体の状態で，タンクローリー，パイプライン，船舶

を用いて行う．タンクローリーによる輸送は，小容量のため小規模な実証試験に用いられる．パイプ

ライン輸送はすでに国内外で普及しており，天然ガスや石油のほか，CO2 のパイプラインも米国では

多く敷設されている．ただし，人口密集地域での大規模な CO2 輸送については実績が少ない．船舶

輸送は，液化石油ガスの輸送タンカーが商業的に確立されており，事例はないものの，CO2 の船舶

輸送も十分可能と考えられている． 
我が国においては，CCS の全体コストに占める輸送コストが大きいことが指摘されており，排出源

の近傍に適当な貯留地点が存在しない場合は，輸送コストが膨大になる可能性がある．輸送距離

が長距離（例えば 150km 以上）の場合には，パイプラインよりも船舶輸送の方が有利とされる． 
ここでは，船舶海上輸送における船舶以外の主要な構成設備として，陸上一時貯留タンク，洋上

浮体基地，洋上着底基地に関して，概要を示す． 
 

 

図  6.4-1 船舶海上輸送システムの概要(湯浅ほか，2011) 
 

6.4.1 陸上一次貯留タンク 
船舶輸送の場合には，回収された CO2 を滞りなく船舶輸送するために CO2 を一時的にバッファ貯

蔵するタンクが必要となる．そこで，CO2 一時貯蔵タンクなどを備えた出荷設備や荷受側設備につい

て技術開発が進められている（図 6.5-1）． 
図 6.5-2 は，CO2 出荷設備の概念設計の例であり，低温高圧（0.8MPa, -46～-50℃）とし，容量 1.2

万ｔの球形タンクを 2 基配置したものである．その他に昇圧設備，ローディング・アーム，ボイルオフ・

ガス（BOG）回収設備など，諸設備が付帯する． 
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図  6.4-2 船舶輸送のための CO2 一時貯蔵タンク（Suzuki et al., 2013）  
 

6.4.2 洋上浮体基地 
洋上浮体基地は，比較的低コストで短期間に建設でき，浮体式のため陸上設備と異なり他の地

点へ比較的簡単に移動させられるというメリットがある． 
洋上浮体基地の主な要件を，以下に箇条書きで示す（NEDO，2013）． 

 輸送された液体 CO2 を輸送船の運航を考慮した規模の貯蔵容量の設備に格納できる． 
 選定された貯留サイトの海底貯留層へ圧入するための機器を搭載する． 
 輸送船の接舷及び液体 CO2 を効率的に積み降ろすことができる． 
 貯留サイト内にある圧入井坑口直上に位置を保持することができる． 

(1) 浮体形式 
NEDO(2013)では，石油開発用の浮体形式として知られる TLP 形式（Tension Leg Platforms），

船型形式（FPSO Vessels），バージ形式（Production Barges），セミサブ形式（Production Semis），ス

パー形式（Production Spars）を参考に（図 6.5-3 参照，三井海洋開発株式会社ウェブサイト）して，実

証機・商用機の浮体形式を図 6.5-4，図 6.5-5 に示すような浮体形式を採用することとした．実証機は
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輸送船積載量 3400tCO2，年間圧入量 23.7 万 tCO2，商用機は同 21000tCO2，年間圧入量 154.2 万

tCO2 を対象とした浮体である． 
商用機については，波浪中動揺性能に優れたモノコラム形式とセミサブ形式の係留検討を実施

して，経済性の観点から浮体形式にモノコラム形式が選定されている（NEDO，2013）． 
実証機の洋上浮体基地では，2821m3 のタンクを２基搭載する．また商用機の浮体基地では，

3,000t 級 CO2 タンクを 8 基コラム内に収容することとしている． 
 

 

図  6.4-3 各種浮体形式の概念図（三井海洋開発株式会社ウェブサイト）  
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図  6.4-4 実証機洋上浮体基地の配置図(NEDO，2013) 

 

図  6.4-5 商用規模の洋上浮体説明図（NEDO，2013）  
 
出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)成果報告書「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロ

ジェクト／発電から CO2貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ／CO2輸送システムの概念設計」

(2013) 
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(2) 規制法規等 
国内では，CO2 輸送での貯蔵圧入用浮体洋上基地建設の実例がないこともあり，現行法下では

包括的に適用できる法規は存在しない．最終的には建設時に関係官庁・機関・団体と協議して適用

規則を確定する必要がある（NEDO，2013）． 
2009(平成 21)年に経済産業省が公表した「CCS 実証事業の安全な実施にあたって」において，

CCS 関連施設設置にかかる安全確保の項に「関連法規の遵守または準用の必要性」が規定されて

おり，また CO2 の輸送や圧入・運用時に関しても同様の規定がなされている． 
CO2 輸送に係わる関連法案は多数あるが，例えば洋上基地の設置ならびにパイプラインの海底

敷設（以後，輸送施設）では，海域の占有ならびに埋立（洋上着底基地）に該当するため，該当地

域の管理者の許認可等が必要となる．輸送施設の設置海域は，国の所有する水面（公有水面），港

湾区域，漁業権区域，海岸，漁港区域等であるが，これら輸送施設の設置海域により 1) 公有水面

埋立法，2) 港湾法，3) 漁業法，4) 漁港漁場整備法，5) 海岸法，6) 水産資源保護法のいずれか

が適用される（NEDO，2013）． 

(3) コスト 
建造コストを以下に記す． 

 実証機 61 億円（建造費 51 億円+圧入用昇圧設備 10 億円）（NEDO，2013）． 
 商用機 232 億円（建造費 115 億円+受入貯蔵設備 97 億円+圧入用昇圧設備 20 億円） 

（NEDO，2013）． 

(4) 課題 
a) コスト低減 

洋上浮体基地方式は，建造費・運営費が高コストとなっており，NEDO でも検討されているが，低

コスト化の更なる検討が必要である． 
b) 荒天時の対応検討 

日本は台風が多く，万一の場合の洋上浮体基地の避難方法について検討が必要である． 
c) 洋上設備の電力供給 

ディーゼル発電機を予定しているが，以下の課題がある（NEDO，2013）． 
 ･ 非常用対応機は多いが，常用対応機はメーカーが限られる． 
 ･ 燃料補給（悪天候時） 
 ･ 排ガスの処理 
d) 導入に向けた検討・実証試験 

液化 CO2 は，温度－46℃，圧力 0.7MPa という過酷な温度圧力条件での CO2 の大量輸送・大量

貯蔵となる．このような条件での輸送・貯蔵については．過去に実績がなく，具体的に導入を検討す

る場合には，海象条件による稼働率への影響，設置方法，メンテナンス方法等も含め，詳細な検討

と実証試験により，運転の安全性・安定性を確認することが必要不可欠である（NEDO，2013）． 
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6.4.3 洋上着底基地 
洋上着底基地は，洋上の CO2 貯留サイト近傍に設置され，CO2 輸送船の着桟及び CO2 の受入れ

貯蔵，更に貯留のための昇圧等の機器を搭載した施設である．概念設計では，供用性能，地震・台

風等の自然条件に対する安全性能，更に経済性に優れた構造形式が抽出された． 
設置海域の水深が浅い場合，着底式が適する．設置地点は，貯留サイト近傍で，CO2 輸送船の

入港，漁業等への影響を考慮して離岸距離 5km・水深 15m の外洋に設定した．従って，高波浪が

作用し，わが国特有の地震の影響も受ける． 
LNG 洋上着底基地と同様のコンクリート函体を採用した．コンクリート函体は，タンクを搭載し，

CO2 輸送船が着桟できる規模で，以下の形状寸法とした． 
 実証機：長さ 115m×幅 30m×高さ 25m 
 商用機：長さ 250m×幅 42m×高さ 25m 

基礎形式は外洋であること，また，設置海域の地盤条件等を考慮してコンクリートプラットフォーム

等にて実績のあるスカート・サクション基礎を採用した．図 6.5-6 は洋上着底基地に CO2 輸送船が入

港する状況の概念図である． 

 

図  6.4-6 洋上着底基地（商用機）の全体概要図(湯浅ほか，2011) 
 
超大型海洋構造物の場合，構築可能なサイト（陸上施設・ドライドック・岸壁等）を確保すること

が重要である．また，洋上特に外洋での工事はリスク・コストともに高いことから，すべての機器を陸

上もしくは岸壁にて搭載することとした．図 6.4-7 に現地海域に洋上着底基地を設置する状況を示

す． 
 

 
図 6.4-7 洋上着底基地（商用機）の据付概念図(湯浅ら，2011) 

 
既存技術を適宜組合せることにより，設計・施工は可能であると考えられる．しかし，今後，より

合理的で，信頼性・経済性に優れた洋上着底基地を目指す場合の課題は以下のようである． 
・ 設置海域の自然環境条件の明確化 

貯蔵タンク 砂バラスト 砂バラスト 水バラスト 
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・ 構造部材の形状・寸法の最適化 
・ 構築サイトの詳細条件の明確 

 
引用文献： 

新エネルギー・産業技術総合開発機構：平成 22 年度成果報告書，革新的ゼロエミッション石炭ガ

ス化発電プロジェクト 発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ 
CO2 輸送システムの概念設計， 2011. 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）：平成 20 年度～平成 24 年度成果報告書，革新

的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト 発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフ

ィージビリティ・スタディ CO2 輸送システムの概念設計報告書，2013． 
三井海洋開発株式会社のウェブサイト：http://www.modec.com/jp/business/domain/fps.html 
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6.5 溶解型 CO2 貯留技術 

6.5.1 溶解型 CO2 貯留技術 
溶解型CO2貯留技術は，地下の地熱エネルギーを利用して，注入されたCO2を岩石との反応によ

って炭酸塩鉱物として鉱物固定化する方策，すなわちジオリアクターとして提案され，研究が実施さ

れてきた．この適用対象は，小規模～中規模排出源，特にセメント工場などの内陸に分散する排出

源とゼロエミッション型地熱発電であった．CO2 の地下への注入方法も 2 種類想定されており，超臨

界状態での圧入と排ガスを水と接触させて CO2 を溶解し，地下へ注入するケースを想定していた（上

田他，2009）． 
マイクロバブルは，2000 年頃にカキ養殖に微細な気泡を散気することでカキの生育を促進させた

成果が新聞発表され，他にもホタテや真珠など水産養殖業，農業，臨床医療，食品工業，化学工業

などにも応用され，その製造法の多様化や改善とともに普及が進んだ．土木分野では，マイクロバブ

ルによる地盤の不飽和化による液状化対策（永尾ら，2008）等がある．現象論から普及したマイクロ

バブルは，学術的にも研究が進み，例えば Takahashi et al.(2003) はマイクロバブルの気体溶解能

について言及している（Takahashi et.al.，2003）．2009 年にはマイクロバブルを用いて CO2 を地下水

に急速溶解させて貯留する分散型貯留法が提案された（Koide and Xue，2009）．これにより，CO2 を

気体状や超臨界流体状況で大量に地下に注入するためには，背斜構造でキャップロックなどの封じ

込めのための特殊な地質構造が必要になる制約から解放され，注入地盤の選択肢が拡大された． 
以上を受けて，2010～2011(平成 22～23)年度にエンジニアリング振興協会では「CO2 マイクロバ

ブル地中貯留の成立性に関する調査研究」が競輪の補助金を受けて実施され，図 6.5-1 のような概

念の貯留が提案された(エンジニアリング振興協会，2011，エンジニアリング協会，2012)．ここでは，

主にこの内容について紹介する． 
 

 

図  6.5-1 分散型 CCS のイメージ（Suzuki et al., 2013）  
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6.5.2 マイクロバブルと CO2 マイクロバブルの特徴 
2013 年に国際標準化機構（ISO）にて TC281「Fine Bubble Technology」が設立され，これらの“微

細な気泡”の定義や規格化が検討されている．ここで，球相当直径が 100 マイクロメートル以下の気

泡を「ファインバブル」と呼び，その他の気泡とは区別された．さらにその内訳として，直径が 1～100
マイクロメートルの気泡を「マイクロバブル」，直径が 1 マイクロメートル以下の気泡を「ウルトラファイン

バブル」と呼ぶことで統一された（図 6.5-2，ファインバブル学会連合 HP）． 

 

 
 
 
 
 

図  6.5-2 微細な気泡の規格（ファインバブル学会連合 HP） 
 

マイクロバブルとウルトラファインバブルの明確な差は，ウルトラファインバブルでは可視光を散乱

しないため肉眼では直接観察できず，マイクロバブルでは白濁により存在を確認できる点にある． 
マイクロバブルおよび CO2 の特性をまとめると表 6.5-1 のようである． 
 

表  6.5-1 マイクロバブルおよび CO2 の特性  
マイクロバブル特性 貯留におけるメリット 

1) 界面面積/総体積が大きい ガス溶解能力が高く，孔内で瞬時に溶解し，比重が地下水より大き

い CO2 溶解水として地中に注入される．CO2 が溶解した地下水の密

度は，溶解していない地下水に比べて重くなる（4wt%の CO2溶解水

1011kg/m3）ので溶解水は下降する． 
2) 浮上速度が遅い 浮力が小さいため，遮蔽層に到達した場合でも大きな浮力が働かな

い．溶解せずに残留したマイクロバブルも浮遊している間に間隙に

入り，その後溶解する． 
3) 内部圧力が高い 径に反比例して内部圧力が高くなるため，ミリバブルよりマイクロ

バブル化すると圧力は高くなり，圧力効果により溶解度も向上する． 
4) 表面が負に帯電している マイクロバブル同士の結合は帯電の反発により抑制される．そのた

め 1) の性質が保持される．結合しないため浮力が小さいままである

ため，キャップロックへの負担が少ない． 
5) 自己圧壊性を有する 反応性が高くなる． 
6) 高密度でのマイクロバブル

の発生と吐出 
加圧溶解法では数千個/mL，二相流旋回法では数百個/mL 程度のマイ

クロバブルが発生し，二相流旋回法では，大量吐出のため溶解速度

が速くなる． 

フ インバブル 直径 100 以下の気泡 

直径１ 100 の気泡 

ウルトラフ インバブル 直径１ 以下の気泡 

イクロバブル 
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6.5.3 CO2 マイクロバブル貯留システム 
CO2 をマイクロバブル化して注入する CO2 マイクロバブル貯留システムの主な特徴を以下に箇条

書きで示す． 
 貯留深度を浅くできる 

現在検討されている深部塩水帯水層における大規模 CO2 貯留は，超臨界状態 CO2 を対象として

おり，貯留深度が 800m 以深とされている．ボーリングコストおよび，漏洩管理などを考えると，深地層

での技術的な困難さや経済性は大きな課題であるが，CO2 マイクロバブル貯留システムでは 300～

500m の深度を対象とするために，これらの困難さは大幅に軽減される． 
 システムがコンパクトである 

中小規模排出源を対象とするために，CO2 の排出量が少なく貯留範囲を制限できるとともに貯留

深度が浅いため，注入のためのシステムは深部塩水帯水層における大規模 CO2 貯留に比べコンパ

クトなシステムで対応可能と考えられる． 
 注入および，貯留 CO2 をモニタリングおよびコントロールできる 

貯留 CO2 の挙動に関し相当期間のモニタリング義務が生じる可能性があるが，循環を中心とした

システムでは，新たに設置しなくても注入井や揚水井として使用した孔井をモニタリング井として用い

ることができる．これによって，効率的・効果的に周囲環境影響を精度よく把握することが可能になる

と考えられる．モニタリングが可能であれば，注入 CO2 量をコントロールすることは容易になる． 
 マイクロバブルによる瞬時溶解貯留であるために貯留層上部に上昇CO2プリュームが形成される

可能性が低い 
マイクロバブルは浮力が小さく，互いに退け合い，最終的に溶解するなど大きな気泡と異なる性質

を持ち，CO2 上昇プリュームや大きな気泡が発生して貯留層上部に上昇する可能性は低い．さらに，

CO2 溶解水の密度は地下水よりも大きく，貯留層下部に沈降していくと考えられる． 
 貯留可能な地質構造の選択肢が拡大し，社会的受容性も得やすい 

現状の帯水層貯留では，CO2 の漏洩を避けるために，キャップロックの構成が評価対象であり，監

視される．キャップロック中に誘発地震やその他の影響により漏洩経路が形成された場合，漏洩リス

クは高くなる．貯留層の成分によっては，炭酸塩鉱物として固定化が早期に起こる例（Matter, J.M., 
et.al., 2016）もあることから長期間の安全な CO2 貯留と社会的受容形成を容易にするものと考えられ

る． 
表 6.5-2 に CO2 マイクロバブルの貯留概念を深部塩水帯水層貯留の概念をまとめた（エンジニア

リング協会，2011）．また，ここでは，液体マイクロバブルによる中間的な貯留方法についても示した．

この表に沿って若干の説明を加える． 
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表  6.5-2 各貯留概念のまとめ（エンジニアリング振興協会，2011 を修正）  
(1) CO2の状態 気体マイクロバブル 液体マイクロバブル 超臨界状態 

(2) 対象とする貯留工

法の目的 

CO2排出源近傍設置 

地域分散型貯留 
中間 大規模集中型貯留 

(3)貯留量評価法 

必要な

パラメ

ータ 

（各パ

ラメー

タは貯

留層中

の状態

で算出

され

る） 

A：貯留面積（m2） 

h：有効層厚（m） 

φ：孔隙率 

CO2濃度（%） 

Rc：低減率＝CO2

溶解水の注水およ

び揚水効率，調査の

精度および地質不

均質などによる不

確実性を評価する

係数 

A，h，φは同じ 

BgCO2：CO2の容積係数

（m3/m3）貯留層の温度圧力

条件による 

ρ：CO2密度大気圧下での

CO2の密度（1.976 kg/m3標

準状態） 

E: 貯留層の圧力温度条件

下における液体 CO2の水と

の混合率（m3/m3） 

A，h，φ，BgCO2，ρは同

じ 

Sg：超臨界 CO2飽和率 

Sf：貯留率＝圧入される深

部塩水より超臨界 CO2 密

度が小さいため掃攻する

効率が重要となり，それを

評価する係数 

貯留量

評価式 

貯留可能量＝Rc×

A×h×φ×CO2濃

度 

貯留可能量＝Rc×A×h×

φ×E/Bg CO2×ρ 

貯留可能量＝Sf×A×h×

φ×Sg/BgCO2×ρ 

(4) 貯留機能 

CO2溶解水溶液の貯留 

マイクロバブルにより溶解

速度，溶解度の向上 

CO2マイクロバブルと水の

エマルジョン 
超臨界状態の CO2 

(5) 貯留深度 -300m～-500m -570m～ -800m～ 

(6) 地質条件 

地質構

造 
帯水層 帯水層 背斜構造・深部塩水帯水層 

貯留層 
十分な孔隙率と透

水性を有する 

十分な孔隙率と透水性を有

する 

十分な孔隙率と透水性を

有する 

遮蔽層

の有無 

未溶解の CO2 気泡

が生じた場合を想

定して必要 

必ずしも必要でない 必要 

遮蔽層

特性 

低透水性，低拡散性

を有する浮力が小

さいので，せん断強

度も小でよい 

低透水性，低拡散性 

せん断強度を有する 

低透水性，低拡散性 

十分なせん断強度を有す

る 

推定賦

存量 
20-200 億 t-CO2 ― 

カテゴリーA:300 億 t-CO2 

カテゴリーB:1,460 億 t-CO2 

(7) トラッピング状

態 

短期：溶解トラップ/残留トラ

ップ．構造トラップが必要な

場合も想定される． 

中長期：鉱物化トラップ 

短期：残留トラップ 

長期：溶解/残留/鉱物化 

短期：構造トラップ 

長期：溶解/残留/鉱物化 
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(8) 水循環の必要性 

溶媒としての水供給，貯留範

囲内での効率的な注入コン

トロールのために必要 

なし なし 

(9) 圧力条件 注入深度+α 5.7MPa+α 7.4MPa＋α 

(10) 温度条件 
注入深度の温度により溶解

度が変化 
常温（15℃～） 31℃以上 

(11) 水質条件 

注入水および循環水：pH 

地下水：残存イオンなど溶解

度への影響 

塩の効果により溶解しにく

くなる．マイクロバブル維

持には効果あり 

置換のため問題なし 

鉱物化を考えるときのみ

のため極小さい 

(12) 地上設備 

1) 地上で溶解する場合，

CO2タンク，溶液タンク，

水質調整装置など 
2) 地下注入の場合，上部設

備は軽微（二相流旋回方

式適用のため） 

貯留設備 

輸送設備 

圧入設備 

水との混合設備必要 

貯留設備 

輸送設備 

圧入設備 

(13) コスト 

小 

（今後，プラント規模等から

正確なコスト試算必要） 

小 

（今後，プラント規模等か

ら正確なコスト試算必要） 

新 設 石 炭 火 力 (100 万

t-CO2/y ・ 20kmERD) の場

合：トータル¥7,300t-CO2 

(うち圧入¥2,300 t-CO2) 

(RITE(2006)試算による) 

 

(1) CO2 の状態 
口元での状態は，全て気体である．貯留層の温度，深度により溶存 CO2，液体 CO2,および超臨界

CO2 と相が異なる．残留状態の CO2 の状態は，気体/液体/超臨界マイクロバブルとなる． 

(2) 対象とする貯留工法の目的 
我が国の産業別の CO2 排出量一覧の例として，2007 年度調査結果を事業所あたり排出量の多い

順に表 6.5-3 に示す（(財)エンジニアリング振興協会，2011）．これより少ない排出量のものは省略し

た．この表より，5 位以下は 1 事業所あたりの排出量が 10 万 t-CO2 以下であることが分かる． 
大規模排出源からの CO2 を削減することと並行して，これら小規模排出源においても削減をして

いくことが今後必要になると考えられる．そのため，低コストで排出源直下または近傍での地域分散

型の貯留が考えられている． 
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表  6.5-3 産業別 CO2 排出量一覧（エンジニアリング振興協会，2011）  

  
業種 

2007 年度排出量(t-CO2) 
事業所数 

事業所あたり

排出量(t-CO2) 直接 間接 

1 電気業 439,552,874 24,166,489 232 1,894,624 

2 鉄鋼業 186,889,270 204,343,459 477 391,801 

3 石油精製 33,546,182 35,711,082 120 279,552 

4 窯業・土石製品製造業 71,122,471 71,680,166 559 127,232 

5 パルプ・紙・紙加工品

製造業 28,498,646 31,151,346 388 73,450 

6 化学工業 80,682,372 90,032,012 1,141 70,712 

7 サービス業(清掃工場

など) 13,960,325 15,452,291 607 22,999 

8 繊維工業 6,556,260 8,728,720 336 19,513 

9 鉱業 1,209,580 1,458,907 64 18,900 

10 電子部品・デバイス・

電子回路製造業 12,852,420 21,743,274 687 18,708 

 

(3) 貯留量評価法 
溶解のみの場合 

貯留可能量＝Rc×A×h×φ×CO2 濃度 
ここで， 

Rc：CO2 溶解水の注入，地質調査の精度および，地質の不均質性などによる不確実性を考慮した

低減率 
A：貯留面積 
h：有効層厚，地層全体の層厚に対し貯留対象層となる層相との割合を乗じたもの 
φ：孔隙率 
である． 
深部塩水帯水層貯留における貯留可能量算出式との比較 

貯留可能量＝Sf×A×h×φ×Sg/Bg CO2×ρ 
ここで， 

Sf：貯留率 
A：貯留面積 
h：有効層厚，地層全体の層厚に対し貯留対象層となる層相との割合を乗じたもの 
φ：孔隙率 
Sg：超臨界 CO2飽和率 
BgCO2：CO2の容積係数 
ρ：CO2密度 
である． 
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貯留率 Sf は，深部塩水帯水層での超臨界状態 CO2 の貯留において考慮された係数で，石油換

算で用いられる「掃攻効率」に対応する用語である．JOGMEC(2016)によると，「掃攻効率」は，油層

からの原油の採収率を向上させるために液体を注入する二・三次回収において，油層の総孔隙容

積に対する注入流体の接触した部分の容積比率として定義されている．ただし，掃攻効率は孔隙率，

浸透率，岩相変化などの貯留層特性によって変化するだけでなく，孔井設計や孔井配置などの開

発計画を行うことで求められる数値である．全国貯留層腑存量調査（RITE，2005）においては，全て

の貯留対象に対して開発計画を策定するのは非現実的であるため「掃攻効率」ではなく「貯留率」と

言う用語を用いている．また，CO2 貯留に際しても帯水層に超臨界 CO2 を注入する場合，帯水層の

総孔隙容積に対する注入流体の接触した部分の容積比率として貯留率（掃攻効率）を考慮する必

要があることが指摘されている． 

(4) 貯留機能 
ガスマイクロバブルの注入では，溶解貯留が主体となる．ガスを注入しても貯留層の深度，温度の

条件により液体のマイクロバブルであり，超臨界のマイクロバブルを作成することが可能である（薛他，

2009）．それぞれ CO2 溶解水と気体 CO2，液体 CO2，超臨界 CO2 が岩盤中の間隙中の体積を占める

置換による貯留である． 

(5) 貯留深度 
浅部での貯留の場合は，地下水利用が無いことが前提条件となる． 

(6) 地質条件と国内賦存量 
高い孔隙率を有する堆積岩（砂岩）の上に透水性が低く連続性の良い堆積岩（泥岩）が分布する．

大規模な排出源とそれらを重ね合わせると有望な地区として，十勝平野，内浦湾，庄内平野，房総

半島，掛川地区，伊勢湾，大阪湾，宮崎地域，別府湾および，沖縄本島の 10 地区が上げられる．こ

のうち，伊勢湾と大阪湾については，既存データも多く，その信頼性も高いため最有望である． 
図 6.5-3 に日本の主な CO2 排出源と上記有望地域を示す（地球環境産業技術研究機構／エン

ジニアリング振興協会，2009 を加筆修正）．図には石灰岩地域の分布も併記した．これは CO2 溶

解水の中和化の可能性が大きい岩盤であることから，間隙率は小さい場合も含めて対象可能地質と

して示した． 
図 6.5-4 には，将来の小規模排出源となる可能性のあるオンサイト水素ステーションの分布（製油

所装置能力・装置別潤滑油精製設備一覧，2016）および商用水素ステーションの情報をプロット（燃

料電池実用化推進協議会，2016）， CCS と組合せが必要であるとされるバイオマス発電所の分布を

示した（エレクトリカル・ジャパン，2016）．特に，BECCS と呼ばれるバイオマス発電所を対象とした

CCS は，内陸にあるため地域の地質構造から小規模の CO2 マイクロバブル貯留の可能性が示唆さ

れるものである． 
貯留深度 50-500 m，国内の沖積平野の地下 1-10 %を利用可能として分散型 CO2 貯留法適用の

賦存量が試算されており，国内の CO₂貯留可能量は 2-20G t-CO₂ (20-200 億 t-CO₂)である（西尾，

2009）． 
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図  6.5-3 全国の CO2 排出源と小規模の CO2 マイクロバブル貯留の有望地域の分布  
（地球環境産業技術研究機構／エンジニアリング振興協会，2009）  

 

 

図  6.5-4 石油精製工場，水素ステーション，バイオマス発電所の分布  
（燃料電池実用化推進協議会 HP およびエレクトリカル・ジャパン HP）  
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苫小牧

①内浦湾

新潟

②函館湾
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⑤秋田沖

⑥酒田沖

⑦仙台沖

⑧相馬沖

⑨鹿島沖

⑩富山湾

⑪若狭湾

⑫熊野灘

⑬和歌山沖

⑭播磨灘

⑮瀬戸内海

⑯周防灘 ⑰三隅沖

⑱橘湾

⑲別府湾
⑳天草沖

21 川内沖

東京湾

伊勢湾
大阪湾

北部九州

22 沖縄本島

　　　　　　　　　　　　　 　凡　　例

　　　　　　　堆積盆データベース作成地区

　　　　　　　中規模排出源近傍の検討地区

　　　　　　　H17大規模排出源近傍検討済地区
　
　　　　　　　H17想定モデル地点調査WG検討済地区

1.天北地域

2.樺戸山地北方

4.石狩湾

3.十勝地域

5.下北半島

6.津軽半島

7.庄内平野

8.新潟油田地域

9.能登半島北部

20.琉球列島周辺海域

10.房総半島

11.掛川地域

12.知多半島

13.但馬地域

14.鳥取東部地域

15.島根半島

16.佐世保-平戸

17.対馬

18.五島列島

19.宮崎地域

堆積盆（発電所、製鉄所等）

堆積盆（製油所等）

石灰岩

石油精製工場
ON-SITE水素St.

バイオマス発電所.

（石炭火力＋バイオ
マスも含む）.
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(7) トラッピング状態 
図 6.5-5 に超臨界状態 CO2 による大規模集中型 CCS の貯留安全性の概念（a）と溶解貯留による

分散型 CCS のそれ（b）を示した．構造的に CO2 が貯留(トラップ)される段階から，超臨界の CO2 が溶

解して岩石鉱物との反応により鉱物化することで貯留の安全性が高まっていく，というのが IPCC2005
での考え方である．図 6.5-5 の(b)図は，マイクロバブルにより地下水中に瞬時に CO2 を溶解させた

場合の貯留安全性について(a)図と同様に示したものである．溶存 CO2 に起因する酸性水が炭酸塩

類を含む岩盤に浸透すると，岩石成分の溶出とそれとの反応によりその岩盤は，天然の中和槽とな

る．この原理を利用すれば，大規模な地上設備を必要とせず CO2 溶解水を中和処理でき，中小規

模排出源近傍において実施すれば，CO2 の輸送コストの削減にもつながる． 
 

    

図  6.5-5 超臨界 CO2 の集中型貯留 CCS(左図)とマイクロバブルによる溶解分散型

CCS(右図)の貯留安全性の概念的な違い（IPCC(2005)に加筆) 
 

(8) 水循環の必要性 
マイクロバブルの発生方法に依存するが，地下水と CO2 ガスを同時に注入し孔内で溶解させる加

圧溶解方式での注入の場合は，CO2 の溶解に必要な地下水を揚水する必要がある． 

(9) 圧力条件 
注入深度で地下水圧プラス 1MPa 程度の駆動力で透水係数 10-4m/s の貯留層に年間 1 万 t-CO2

の注入が可能である．そのため，岩盤を破壊し，地震を誘発する可能性は極めて小さい． 

(10) 温度条件 
CO2 の溶解量は温度に依存して減少する．貯留地点の平均温度勾配から地下水温度を推定し，

貯留量を算定する． 

(11) 水質条件 
CO2 の溶解量は水質，pH や溶存イオンに依存する．貯留地点の水質から貯留量を算定する必要

がある． 
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(12) 地上設備 
直接深部の地中に注入する場合は，CO2 のラインと水のラインの 2 系統で貯留位置までこれらを

送り，マイクロバブル化する．この場合は，注入井と揚水井および地下水分布状態で定まる水頭によ

る管理のみで良いために，地上での溶解方式に比べ地上施設は簡略化が可能であると考えられる．

ただし，原位置でマイクロバブルが発生した場合，注入孔出口付近での大きな気泡の回収や，マイ

クロバブルのモニタリングが必要となるため，注入位置での設備が複雑化する可能性がある． 
浅/中深度での場合は，特に中深度でマイクロバブルを生成すると貯留層に近い圧力条件での生

成となり，貯留深度に近い条件の設備性能で可能と思われる．貯留層までの到達に時間を要するた

め，マイクロバブルの溶解に必要な時間を確保できると考えられる．さらに，大きな気泡は注入孔を

逆流する形で上昇するために，回収のための設備を要しないと考えられる．表 6.5-4 に各注入方法

の特徴をまとめる． 
 

表  6.5-4 各注入方法の特徴  

注入位置 地上 浅/中深度 深部の貯留層深度 

溶解水濃度 低い 高い 飽和 

地上施設 加圧装置 圧送のみ 圧送のみ 

大きな気泡 考慮せず ラインで回収 貯留層に注入 

気泡のモニタリング 不要 不要 必要 

 注入圧は静水圧＋注入圧であるため，あまり高圧にすると遮蔽層の破壊が起きることが懸念され

る．なお，注入区間長が長い場合は，特に注意が必要である． 
 

(13) コスト 
圧入設備（地下部分）と調査，モニタリングに必要な総コスト見込みをまとめると表 6.5-5 のようであ

る．ここでケース１は注入レート 1 万 t-CO2/y，ケース 2 は注入レート 2 万 t-CO2/y（2 ユニットで貯留）

とした場合である（Shidahara et.al.，2013）． 
  



 

220 
 

表  6.5-5  CO2 マイクロバブル貯留コスト試算例  

費目 ケース１ ケース２ 備考 

注水レート（万 t-CO2/y） 
注水井(本) 
揚水井(本) 
注入総量（万 t-CO2/20yrs） 

１ 
１ 
４ 
20 

２ 
２ 
６ 
40 

 

孔内検層 
全孔井長（本×m） 

 
5×500＝2500m 

 
7×500＝3500m 

 

注入システム 
注入井（500m×1 本） 
揚水井（500ｍ×4 本） 
設備費計 
設備コスト（円/ t-CO2） 

 
0.78 億円 

0.78 億円×4 
3.9 億円 

5,070 円/ t-CO2 

 
0.78 億円×2 
0.78 億円×6 

6.2 億円 
4,056 円/ t-CO2 

設備コスト＝設備費×

0.13/注入レート 
「15 年償却として設備

費の 10%＋メンテナン

ス費として設備費の

3%」＝13％ 

モニタリング 
2D 反射法探査 
揚水井自動計測 
操業コスト 

 
0.5 億円 
0.5 億円 

50 円/ t-CO2 

 
0.5 億円 
0.5 億円 

50 円/ t-CO2 

探査 5 回分 
操業コスト＝（探査費

/20 年）/注入レート 

費用総計 
4.9 億円 

5,120 円/ t-CO2 
6.7 億円 

4,106 円/ t-CO2 
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6.6 石油・天然ガス・地熱分野における CO2 利用技術 

6.6.1 CO2 のエネルギー生産への利用 ---CCS から CCUS へ--- 
CO2 をエネルギーの生産に利用することができれば，CCS(Carbon Capture and Storage)に必要とさ

れる CO2 の回収，運搬，貯蔵に必要なコストが回収できるため，CCS を容易に実現できる．このような

技術は CCS に対して CCUS(Carbon Capture, Utilization and Storage)と呼ばれる．CCUS における

CO2 の利用は，化学的利用，生物学的利用，地質学的利用の 3 種類に大別される．Xie et al. (2014) 
はこのうち地質学的利用について CO2 の鉱物固定を含めて詳しく紹介しているが，ここでは彼の分

類に従って，地質学的利用のうち石油・天然ガス・地熱分野における CO2 利用技術について紹介す

る． 

(1) CO2-EOR (Enhanced Oil Recovery) 
石油は貯留層の岩石の中のミクロン単位のごく小さな孔隙に溜まっている．貯留層により大きく異

なるが大雑把に言って，石油井を掘削して自噴するのは 20％程度，自噴が衰えてきた石油井に水

やガスを圧入して回収する増進回収でさらに 20％程度が回収されるが，残りの 60％は採掘できず放

棄されている．この増進回収には，水や天然ガス，窒素ガスとともに CO2 ガスが用いられるが，ガスを

用いると石油に溶け込み水の場合より石油の流動性が増すため回収が容易になる．特に北米では，

CO2 ガスの圧入が頻繁に行われている．この EOR に使用される CO2 は石油の採掘ともなって油層か

ら回収される自然由来のものが多かったが，発電所やプラントで回収された CO2 を利用する動きも強

まっており，カナダの Weyburn のプロジェクトはそのひとつである． 
また増進回収では，石油の流動性を増すだけでなく貯留層の透水性を上げるため岩盤を水圧で

破砕することも行われる. Sinal and Lancaster (1987)や Liao et al. (2009）によれば，CO2 は水に比べ

て貯留層の損傷が少なくかつ貯留層内に残留しにくい利点があるため，水圧破砕を水ではなく，

CO2 で行うことも提案され試みられている. 
 

(2) CO2-HDR (Hot Dry Rock) 

地下深部に存在する高温で乾燥した透水性の低い岩盤から CO2 を用いて地熱を抽出して発

電 に 利 用 す る シ ス テ ム の こ と を い う ． Xie et al. (2014) は ， こ れ を CO2-EGS （ Enhanced 
Geothermal Sysytem）に分類しているが，EGS は，①透水性はあるが天然の水の供給が少なくこ

れを補うことによる蒸気の生産量を増大させる場合，②既存亀裂があるが透水性が十分ではな

いため既存亀裂を拡大したり新規亀裂を造成して透水性を高める場合，③既存亀裂も天然の

水もほどんどない乾燥した岩盤に新たな亀裂を造成して蒸気や熱水の回収を図る場合，の 3 種

類に分類される（海江田，2015)．CO2 を用いる可能性があるのは，このうち③の HDR の場合だけ

であるので，ここでは CO2-EGS ではなく，CO2-HDR の名称を用いた． 

HDR を対象とする地熱開発では，図 6.7-1 に示すように乾燥した高温の岩体に注入井を掘

削し，この坑井から水で岩盤を水圧破砕し人工的に貯留層を造成する．この注入井を通じて地

表から造成した貯留層に水を注入し，加熱された蒸気や熱水を，貯留層を貫くように別に掘削し
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た生産井から回収する．CO2-HDR はこの水圧破砕の破砕流体や地熱抽出媒体に，水ではなく

CO2 を用いるものである． 
地熱開発では，地下から熱水が湧出すると，高温高圧の熱水に溶け込んでいた鉱物が低温低圧

の地表で析出，沈殿しボーリング孔壁や配管を閉塞するため，ボーリング孔や配管の維持に多くの

費用がかかる．しかし水の替わりに CO2 を用いると，CO2 は水のように鉱物を溶かさないため，地表の

ボーリング孔や配管を閉塞しないという利点があり，さらに流体を圧入するポンプの容量も小さくてす

むと指摘されている（Brown，2000)．また Pruess(2006)は，CO2 と水の流動特性，化学特性，熱力学

的特性を比較し，HDR の熱抽出媒体として水より CO2が優れていると結論づけている．さらに Mohan 
et al.(2013)は水を得にくい砂漠などの乾燥地帯での CO2 利用の有用性を指摘しており，Xu et 
al.(2016)は，オーストラリア南部の Cooper Basin にある Habanero 地熱地帯に CO2-HDR を適用した

場合の発電と CCS の可能性を数値解析的に検討し，その有用性を示している． 
 

 

図  6.6-1  HDR における水圧破砕による貯留層造成の概念（海江田，2015）  
 

(3) CO2-ESG (Enhanced Shale Gas) 
近年，米国やカナダでシェールという緻密な硬い岩石中に含まれているメタンガスや石油が採掘

されるようになり，新しいエネルギー資源として注目を集めている．このメタンガスはシェールガスと呼

ばれ，その生産量の拡大は世界のエネルギー需給を大きく変化させることから，シェールガス革命と

も呼ばれている．シェールは小さい泥の粒子からなる硬い堆積岩であり，本の頁のように薄くはがれ

る性質があるため日本語では頁岩と呼ばれ，図 6.6-2 に示すように地表下 3～4 ㎞の地下深部に水

平層として存在することが多い．この緻密で硬いシェールに含まれているメタンガスを採掘するため

には，地層を水圧で破砕する必要がある．その採掘は，地下深部の水平坑井掘削技術の発達と 1
本の水平坑井の複数箇所で水圧破砕を行う多段階水圧破砕技術の発達によって，最近ようやく可

能になった．現在のところ，水圧破砕には酸などの薬剤を混ぜて粘度を低下させた水が使用されて

いるが，薬剤の使用による地下水汚染の心配が指摘され，開発に対する住民の反対運動も起こって

いる．この薬剤を混ぜた水の代りに CO2 を用いて水圧破砕を行うのが，CO2-ESG である．水の代りに
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CO2 を用いれば環境汚染の心配は少なく，またシェールはシェールガスの主成分であるメタンガスよ

り CO2 を吸着しやすいため，メタンガスと CO2 が入れ替わりシェールガスの増産が期待できる．さらに

CO2 がこの吸着作用などにより地中に留まるため地球温暖化ガスである CO2 の貯留も同時に行える

利点がある． 
 

 

図  6.6-2 シェールガス開発の概念図（石田，2015) 
 

(4) CO2-ECBM (Enhanced Coal Bed Methane) 
ECBM は，地下深部の採掘困難な石炭に含まれているメタンガスを取り出すものである．坑内採

掘による石炭の採掘は，深度 1000m を超えると採掘コストの増大や山はねやガス突出などの事故の

多発により困難になることが多い．我が国の炭鉱の閉山が多くなった時期は採掘深度が 1000m を超

える炭鉱が現れだした時期に符合し，最近では中国の炭鉱がこの採掘深度に近づきつつあると思わ

れる．しかし，深度 1000m を超える地下深部には優良な炭層が多数存在し，またこれらの炭層は豊

富なメタンガスを有していることが多い．このような炭層にボーリングをするとメタンガスが湧出するが，

シェールガスの場合と同様，CO2 を圧入して炭層が吸着しているメタンガスと置き換え，さらにメタン

ガスの生産量を増大させせるとともに，CO2 を炭層に吸着固定しようとするのが CO2-ECBM である．

CO2 の炭層固定は CCS の側からみた呼称であり，メタンガスの生産の側から見た呼称が CO2-ECBM
である．我が国には，深度 1000m を超える地下深部に手つかずの炭層が多く賦存しており，特に北

海道の炭層はメタンガスを多く有している場合が多い．2002～2007 年度にかけて北海道の石狩炭

田南部の南大夕張で深度約 900m に存在する夕張層を対象として実施された「二酸化炭素炭層固

定化技術開発」プロジェクトはこの実証試験のひとつである． 

(5) CO2-EGR (Enhanced Gas Recovery) 
石油の増進回収における CO2-EOR と同様，自噴が衰えてきた天然ガス(メタンガス)井に CO2 を圧

入する方法である．Vandeweijer et al. (2011)によれば，北海油田のオランダ領にある K12-B というガ

ス田で，海面下 3800m の貯留層から採掘されるメタンガスに含まれる CO2 を同じ貯留層に再圧入し

て天然ガスの増進回収と CO2 の貯留を行う実証実験が 2004 から 2009 年にかけて行われている． 
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6.6.2 CO2 を用いた岩盤破砕の有用性 
CO2-HDR, CO2-ESG, CO2-ECBM では，いずれの場合も CO2 を用いて岩盤破砕を行うことが可能

である．CO2 は図 6.6-3 に示すように，圧力 7.38MPa，温度 31.0℃以上で超臨界状態となる．CO2 が

圧入される地表下 1000m，ときには 3000m を超える地下深部では, 多くの場合この臨界点を上回る

高温・高圧状態であるため, CO2 は超臨界状態となる．超臨界 CO2 の粘度は水の粘度の 5～10％程

度と非常に小さいため，このような粘度の小さい流体を圧入した際に造成される亀裂は水の場合と異

なる可能性がある． 
またすでに述べたように，CO2 はメタンガスに比べてシェールや石炭に対する親和性が高いため，

CO2-ESG,や CO2-ECBM では，CO2 がシェールや石炭に吸着しているメタンガスと入れ替わって吸着

し，結果的にメタンガスの増産をもたらすことが期待される． 
そこでここでは，造成亀裂の特徴からみた CO2 の有用性とシェール，石炭への親和性からみた

CO2 の有用性について述べ，実用化のための問題点と解決策について述べる． 
 

 

図  6.6-3  CO2 の相図(石田ら，2015）  
 

(1) 造成亀裂の特徴からみた CO2 の有用性 
石田らは，超臨界 CO2，液体 CO2，水，粘度の大きな油を用いた水圧破砕実験を行い，AE

（Acoustic Emission:岩盤の微小破壊時に放射される高周波の弾性波動）の測定を行って造成され

た亀裂の特徴と破砕流体の粘度の関係を調べている(Ishida et al., 2012, 石田ら，2015，石田，2015, 
Ishida et al., 2016)．供試体は図 6.6-4 に示すように中央に直径 20mm の破砕孔を有する一辺

170mm の立方体の花こう岩であり，地下の地圧を模擬するため X,Y,Z の 3 方向からそれぞれ 3,4,6 
MPa の圧力を作用させ，側面には AE を測定するためのセンサとして合計 16 個の圧電素子を貼り

付けている．図 6.6-5 は，超臨界 CO2 による破砕時の各圧力，パッカー上部の温度，全センサで検

出した AE 発生数の平均値の経時変化を示す．流体圧の最大値は 9.1 MPa であり，これを破砕圧力

とした．また破砕時の温度は 35.5℃であり，図 6.6-3 の CO2 の相図を見れば，破砕時に CO2 は超臨

界状態であったことがわかる．破砕直後の急激な温度低下は，亀裂発生に伴う漏洩により CO2 が断
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熱膨張したためと思われる．図には 1 秒あたりの AE 発生数も示したが，破砕直後に大量に AE が

発生し，以後数十秒間にわたって継続していることが分かる． 
この実験で発生した AE 震源分布の XY，YZ，ZX 面への投影図と供試体表面で確認された亀裂を

図 6.6-6 に比較して示す．AE 震源は破砕孔から YZ 面に沿って分布しており，概ね供試体表面で観

察された亀裂から推定される亀裂の進展方向と一致していることが分かる． 
この実験では実験結果の再現性を確認するため，それぞれの流体で 2 回ずつ，合計 8 回の破砕

実験を行っている．なおいずれの実験も流量は 10cc/min で一定としている． 
図 6.6-7 に実験で得られた破砕圧力の値と破砕流体の粘度の関係を示す．この図より超臨界

CO2(SC-CO2), 液体 CO2(L-CO2), 水, 油の順に破砕流体の粘度が大きくなるにしたがって, 破砕圧

力の値も大きくなっていることがわかる．なお, 破砕流体の粘度は破砕時の温度に基づいて求めて

いるため，同じ流体でも実験時の温度により多少粘度が異なっている． 
超臨界 CO2 の場合の AE 震源分布を一例として図 6.6-6 に示したが，このような AE 震源分布から

造成された亀裂の状態の違いを定量的に評価するため，まず AE の震源が平面上に分布すると仮

定し，震源から下した垂線の長さの 2 乗和が最小となる平面（最尤平面）を最小二乗法で求めた．そ

して震源とこの平面との距離の平均値 Lav を求めた．横軸に破砕流体の粘度をとり，縦軸に Lav の値

を示すと図 6.6-8 のようになる．この結果は，超臨界 CO2のように粘度の小さい破砕流体でフラクチャ

リングを行うと，亀裂が平面から逸脱して広がりながら進展することを示している． 
次に，AE 震源分布がフラクタル性を有していることを確認し，フラクタル次元を相関関数法により

求めた．横軸に破砕流体の粘度をとり，縦軸に震源分布のフラクタル次元を示すと図 6.6-9 のように

なる．フラクタル次元は，AE 震源が直線上に分布している場合は１，平面上に分布している場合は 2，

3 次元的に分布している場合は 3 となるが，図 6.6-9 は粘度が小さいほどフラクタル次元が大きくなる

ことを示しており，破砕流体の粘度が低いほど AE の震源はより 3 次元的に広く分布する傾向が認め

られる． 
このような傾向は，この実験で生じた亀裂の顕微鏡観察結果(Chen et al., 2015）とも整合し，また頁

岩でも同様の傾向が認められる(Bennour et al., 2015) 
以上のことから，粘度の大きい流体を用いた場合は AE 震源が平面的に分布するのに対して，超

臨界 CO2 のような粘度の小さい破砕流体を用いた場合には，AE の震源が平面から逸脱して 3 次元

的に分布する傾向がみられるといえる．Warpinski ら(2005)は，現実のシェールガス田で石田らの実

験における油に対応する粘度の大きな gel で水圧破砕を行い微小地震の震源分布を水による水圧

破砕の場合と比較している．この結果をみると，粘度の大きな gel の場合には平面的に狭い範囲に

微小地震の震源が分布しているのに対し，粘度の小さい水の場合には 3 次元的広く分布する傾向

がみられ，石田らの室内実験結果と調和的である．このことから，粘度の小さな CO2 でフラクチャリン

グを行えば広い範囲に 3 次元的に広がり，HDR からの地熱抽出やシェールガス生産に有利な亀裂

が造成できる可能性が高いといえる． 
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図  6.6-4  CO2 による亀裂造成実験に用いられた花崗岩供試体(石田ら，2015) 
 

 

図  6.6-5 花崗岩の超臨界 CO2 による破砕時の流体圧，  
拘束圧，温度，AE 発生率の経時変化(石田ら，2015) 

 

X

Y

Z

Piezo element

Rift plane SV  = 4MPa

SV

SH

Sh

SH    = 6MPa

Sh = 3MPa

r

 
 



 

228 
 

 

図  6.6-6 超臨界 CO2による破砕で得られた AE 震源分布と供試体表面で確認された亀裂

(石田ら，2015) 
 

 

図  6.6-7 破砕圧と破砕流体の粘度の関係(Ishida et al., 2016) 
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図  6.6-8 Lav と破砕流体の粘度の関係(Ishida et al., 2016) 
 

 

図  6.6-9 フラクタル次元と破砕流体の粘度の関係(Ishida et al., 2016) 
 

(2) シェールや石炭への親和性からみた CO2 の有用性 
シェールはメタンガスに比べて CO2 を吸着しやすいため，メタンガスを吸着しているシェールに

CO2 を圧入すると，シェールはメタンガスを脱着して代わりに CO2 を吸着するとされ（Nuttall et al.，
2006），メタン 1 分子に対し CO2 は最大 5 分子まで吸着されるとの報告もなされている（Nuttall，2010）．

CO2 のシェールに対する親和性が，有機炭素の量（Weniger et al., 2010）や空隙の構造(Ross and 
Bustin, 2009)，水分(Yuan et al., 2014), 温度・圧力(Khosrokhavar et al., 2014)にどのような影響を受

けるかについても室内実験で検討がなされている．アメリカのイリノイ州東部からケンタッキー州北西
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部に広がる New Albany shale やテキサス州東部からルイジアナ州北部に広がる Haynesville shale に

ついては数値シミュレーションにより，CO2-ESG の可能性が示されている(Liu et al., 2013，Middleton 
et al., 2015). またニューヨーク州南部からペンシルバニア州を中心にウエストバージニ州からオハイ

オ州西部にまで広がる Marcellus shale については，CO2 の圧入によりメタンガスの生産量が７％増大

するとのシミュレーション結果が示されている(Godec et al., 2013).このような研究成果により，

CO2-ESG は,米国においてひとつの CO2 削減策として政策的に認められつつある(NETL: National 
Energy Technology Laboratory, 2012）. 

石炭もシェールと同様メタンガスに比べて CO2 を吸着しやすい性質を有している(例えば，Busch 
and Gensterblum, 2011)ため，シェールと同様に石炭が吸着しているメタンガスを回収し，同時に石炭

にCO2を吸着させようというCO2-ECBM の研究がなされている．2000 年には，アメリカニューメキシコ

州北西部からコロラド州南西部に広がる San Juan Basin に CO2 を圧入する大規模な実験が行われ，

これに続いてカナダ，ポーランド，日本などで同様の実験が行われたが，必ずしも有用性を示すデ

ータを得るには達していない．しかし，世界の石炭の膨大な埋蔵量を考えれば，その潜在的な可能

性は極めて大きい(Godec et al., 2014). また，IEAGHG(国際エネルギー機関(IEA)の Greenhouse 
Gas R&D Programme)は最近，世界の石炭の膨大な埋蔵量に着目し，CO2-ESG の有用性とともに

CO2-ECBM の有用性を再評価している．(IEAGHG, 2013) 

(3) 実用化のための問題点と解決策 
地熱を抽出する CO2-HDR においても, メタンガスを回収する CO2-ESG や CO2-ECBM において

も，浸透性の小さな岩盤を破砕して亀裂を造成し浸透率を増大させることが必要である．岩盤を破砕

して亀裂を造成しても，そのまま放置すると地下に作用している地圧によって亀裂が閉塞するため，

プロパント(Proppant)と呼ばれる砂粒やセラミックスの粒子を造成した亀裂に押し込み，亀裂の閉塞を

防ぐことが，実際には行われている．地表から長いボーリング孔内を運搬しプロパントを亀裂に押し

込むためには，粘度の大きな流体を用いるのが有利であり，水よりも粘度の大きなどろどろとした gel
を破砕流体に使用することもよく行われている．逆に言うと，粘度の小さい CO2 はプロパントを亀裂に

押し込むには適していない．この解決策としては，例えば断熱性を持たせた配管を用いて CO2 を低

温のまま地下深部に送り込み，粘度のやや大きな液体状態の CO2 にプロパントを混ぜて岩盤を破砕

する方法が考えられる．また先に示した石田らの実験(Ishida et al., 2012, 石田ら 2015，石田 2015，

Ishida et al., 2016)では図 6.7-5 に示したように，超臨界状態の CO2 は岩盤の亀裂の発生による体積

膨張により急激な温度低下が生じ，液体状態さらには気体状態に相変化することが予想される．超

臨界 CO2 は多くの物質を容易に溶かし込む性質を有するため，超臨界 CO2 に溶け相変化に伴って

硬い個体として析出するような物質を用いたプロパントを開発すれば，この問題は一気に解決すると

思われる． 
また CO2-ESG や CO2-ECBM については，CO2 を吸着することによりシェールや石炭が膨潤するた

め，造成した亀裂が閉塞する問題がある．これについても，適切なプロパントの開発が必要かもしれ

ない． 
CO2 は水に溶けると酸性を示すため，圧入に使用する機器がさびやすい傾向があると思われる．

これについてはすでに実用化されている CO2-EOR で石油業界には豊富な経験があると思われるた

め，その経験を利用すれば問題の解決は容易と思われる． 
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7. おわりに 
本報告書では，CO2 回収・輸送・貯留(CCS)に関連して，まず国際動向や国内・海外における政策

事例，世界各国でこれまでに実施された，あるいは現在計画されている実証実験の事例，CCS のコ

ストについての試算事例に関して紹介した．次に CO2 の輸送技術，貯留サイトの評価技術，CO2 の

地中移行や化学的影響評価，モニタリング技術などこれまでに開発されたCCSに関わる技術につい

て解説した．その上で，CCS に関して現状で考えられる土木技術が関連する課題に対応する技術と

して，貯留層評価のための物理探査技術，CO2 貯留に関するリスク評価技術，貯留 CO2 漏洩評価技

術，CO2 船舶輸送におけるインフラ構築技術，溶解型 CO2 貯留技術，石油・天然ガス・地熱分野に

おける CO2 利用技術について紹介した． 
今後，CCS の実証事業が展開していく中で，あるいは将来商用化された CCS 事業が実施されて

いく中で土木分野の貢献を図っていく際，本報告書が活用されることを期待したい． 
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